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○午前１０時００分開会 

○渡部委員長  ただいまより、予算特別委員会を開きます。 

 それでは、第５号議案、令和３年度品川区一般会計予算、第６号議案、令和３年度品川区国民健康保

険事業会計予算、第７号議案、令和３年度品川区後期高齢者医療特別会計予算および第８号議案、令

和３年度品川区介護保険特別会計予算を一括議題に供します。 

 本日の審査の項目は、一般会計予算の歳出第３款民生費、ならびに国民健康保険事業会計予算、後期

高齢者医療特別会計予算および介護保険特別会計予算の歳入・歳出でございますので、ご了承願います。 

 それでは、これより本日予定の審査項目の全てを一括して説明願います。 

○品川財政課長  おはようございます。本日もよろしくお願いいたします。 

 それでは、本日は２１２ページからお願いいたします。３款民生費、１項社会福祉費、１目福祉計画

費は８億３,５３１万円で、右側２１３ページ８行目、高齢者福祉施設整備費では、２行下、小山台住

宅等跡地複合施設整備、その７行下、八潮南特別養護老人ホーム増改築は基本計画等を行うもの、２行

下、地域福祉推進費では、５行下、重層的支援体制整備検討経費は新規計上であります。 

 ２１４ページをお願いします。２目高齢者福祉費は７９億１,０４５万１,０００円で、２１７ページ、

下から３行目、荏原特別養護老人ホーム等大規模改修工事は実施設計を行うものであります。 

 ２１９ページをお願いいたします。１行目、高齢者福祉施設支援事業では、２行下、介護サービス従

事者へＰＣＲ検査を行ってまいります。 

 ２２０ページをお願いします。３目高齢者地域支援費は９億７,５１４万１,０００円で、２２３ペー

ジをお願いします。２行目、北品川シルバーセンター改築の基本設計および実施設計を行います。 

 左側２２２ページ、４目障害者福祉費は８３億８,５６１万９,０００円で、２２５ページをお願いし

ます。６行目、手話理解促進は新規計上で、２２７ページをお願いします。下から６行目、医療的ケア

児地域生活支援促進事業では、医療的ケア児とその保護者に対するインクルーシブな環境で過ごす場の

提供等を行ってまいります。 

 ２３３ページをお願いします。８行目、障害児者福祉施設管理経費で、２行下、西大井三丁目グルー

プホーム整備は、障害者グループホームの建設に向け基本設計等を行うものであります。一番下、障害

者福祉事務費では、２３５ページ、９行目、障害福祉サービス従事者にＰＣＲ検査を行ってまいります。 

 左側２３４ページ、５目国保医療年金費は８０億１,３８７万５,０００円であります。 

 以上によりまして、社会福祉費の計は２６１億２,０３９万６,０００円で、対前年７.０％の減であ

ります。 

 ２３６ページをお願いします。２項児童福祉費、１目子ども育成費は４０億６,８８３万７,０００円

で、右側２３７ページ中段、地域子育て支援グループ活動支援は新規計上であります。 

 ２３９ページをお願いします。上から４行目、東大井児童センターなど、児童センターの改築工事を

進めてまいります。 

 ２４１ページをお願いします。中段やや下、児童相談所移管推進事業では、令和６年度の開設に向け、

引き続き工事等を進めてまいります。 

 左側２４０ページ、２目子ども家庭支援センター費は４億６,４９３万２,０００円で、右側２４１

ページ、下から４行目、要支援ショートステイ事業は新規計上であります。 

 ２４２ページ、３目子育て応援費は９２億４,４０５万３,０００円で、２４７ページをお願いいたし

ます。中段やや上、養育費相談支援事業は新規計上であります。 
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 左側２４６ページ、４目児童保育費は１３６億４,０７５万９,０００円で、２４９ページをお願いい

たします。中段やや下、保育園改築事業では、一本橋保育園などの改築工事を進めてまいりま

す。２５１ページ下から６行目、公・私立保育園地域連携推進事業および２５７ページ、３行目、入園

選考ＡＩ導入経費は新規計上であります。 

 左側２５６ページ、５目保育支援費は２６２億４,０５５万１,０００円で、２５９ページをお願いし

ます。６行目、区内私立保育園開設経費では、保育園の新規開設について引き続き支援してまいります。 

 ２６２ページをお願いします。以上によりまして、児童福祉費の計は５３６億５,９１３万２,０００

円で、対前年０.５％の減であります。 

 ３項生活保護費、１目生活保護費は２６５ページをお願いします。中段、生活保護費は、受給世帯数

増加に伴う増であります。 

 ２６８ページをお願いいたします。以上によりまして、生活保護費の計は１３７億７,７１０

万１,０００円で、対前年６.５％の増とし、民生費の計は９３５億５,６６２万９,０００円で、対前

年１.５％の減であります。 

 民生費は、以上になります。 

 次に、国民健康保険事業会計に移ります。 

 恐れ入りますが、１９ページをお願いいたします。第１条、歳入歳出予算の総額は、それぞれ３４９

億５,８０８万６,０００円とするものです。 

 歳入歳出予算の款項の区分および金額は２０ページをお願いします。第１表歳入歳出予算によるもの

で、その内容は事項別明細書でご説明いたします。 

 それでは、４２４ページをお願いいたします。歳入でございます。１款国民健康保険料、１項国民健

康保険料は４２６ページをお願いいたします。９４億１,７４１万円で、対前年０.２％の減。２款使用

料及び手数料、１項手数料は１２万円で、対前年１１.１％の減。３款国庫支出金、１項国庫補助金は

科目存置で、社会保障・税番号制度システム整備費補助金は皆減であります。 

 ４２８ページをお願いいたします。４款都支出金、１項都負担金・補助金は２１６億７,５０８

万５,０００円で、対前年０.１％の減。５款繰入金、１項繰入金は４３０ページをお願いします。３６

億２,０６３万６,０００円で、対前年１.２％の減であります。 

 ４３０ページをお願いいたします。６款繰越金、１項繰越金は２億円で、対前年同額。７款諸収

入、１項延滞金、加算金及び過料は１２０万３,０００円で、対前年同額であります。２項雑入

は４３２ページをお願いいたします。４,３６３万１,０００円で、対前年２.８％の増であります。 

 歳入は以上でございます。 

 ４３６ページをお願いいたします。ここからは歳出になります。１款総務費、１項総務管理費は７

億８,９６７万９,０００円で、対前年０.７％の減。 

 ４３８ページをお願いいたします。２款保険給付費、１項療養諸費は１８６億３,３７３万２,０００

円で、対前年０.６％の減であります。 

 ４４０ページをお願いいたします。２項高額療養費は２６億５,４９１万３,０００円で、対前

年３.６％の増。３項移送費は２０万１,０００円であります。 

 ４４２ページをお願いいたします。４項出産育児諸費は１億３,４４６万８,０００円で、対前

年１５.８％の減。５項葬祭費は３,０１０万円で、対前年４.４％の減であります。６項結核・精神医

療給付金は２,５０１万２,０００円で、対前年２.２％の増。７項傷病手当金は科目存置であります。 
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 ４４４ページをお願いいたします。３款国民健康保険事業費納付金、１項医療給付費分は８３

億４,６１５万７,０００円で、対前年０.８％の減。２項後期高齢者支援金等分は２５億７,４３９

万２,０００円で、対前年０.６％の減であります。３項介護納付金分は４４６ページをお願いしま

す。１１億８,４４４万円で、対前年５.４％の増であります。４款保健事業費、１項特定健康診査等事

業費は３億１,６２８万４,０００円で、対前年５.６％の減。２項保健事業費は１,３１５万２,０００

円で、対前年６.８％の減であります。 

 ４４８ページをお願いいたします。５款諸支出金、１項償還金及び還付金は４５０ページをお願いい

たします。５,５５５万５,０００円で、対前年８.５％の減であります。６款予備費、１項予備費は２

億円で、対前年同額であります。 

 国民健康保険事業会計は以上でございます。 

 次に、後期高齢者医療特別会計に移ります。 

 恐れ入りますが、２５ページをお願いいたします。後期高齢者医療特別会計予算は、第１条、歳入歳

出予算の総額は、それぞれ８９億５,６１１万９,０００円とするものであります。 

 歳入歳出予算の款項の区分および金額は２６ページ、第１表歳入歳出予算によるもので、その内容は

事項別明細書でご説明いたします。 

 恐れ入ります。４７０ページをお願いいたします。ここからは歳入でございます。１款後期高齢者医

療保険料、１項後期高齢者医療保険料は４３億９,４５１万２,０００円であります。２款使用料及び手

数料、１項手数料は３,０００円。３款広域連合支出金、１項広域連合負担金は７３３万８,０００円で、

対前年同額であります。２項広域連合補助金は４７２ページをお願いいたします。２,４６６万円で、

対前年６６.０％の増であります。４款繰入金、１項繰入金は４３億２４８万９,０００円で、対前

年１.１％の増。５款繰越金、１項繰越金は科目存置。６款諸収入、１項受託事業収入は４７４ページ

をお願いします。２億２,６２９万３,０００円で、対前年２.９％の減。２項雑入は８２万３,０００円

であります。 

 歳入は以上でございます。 

 ４７８ページをお願いいたします。ここからは歳出になります。 

 １款総務費、１項総務管理費は１億７,１９２万円で、対前年０.４％の増。２項徴収費は３,９９６

万円で、対前年１７.６％の増。 

 ４８０ページをお願いいたします。２款分担金及び負担金、１項広域連合負担金は８２億６,９７９

万４,０００円で、対前年０.７％の増。３款保健事業費、１項保健事業費は２億９,４７８万７,０００

円で、対前年１.９％の増で、右側４８１ページ、下から５行目、歯科健康診査は対象年齢を７６歳か

ら８０歳に拡大してまいります。 

 ４８２ページをお願いいたします。４款保険給付費、１項葬祭費は１億５,２３２万円で、対前

年８.２％の減。５款諸支出金、１項償還金及び還付加算金は７３３万８,０００円で、対前年同額であ

ります。６款予備費、１項予備費は２,０００万円で、対前年同額であります。 

 後期高齢者医療特別会計は以上でございます。 

 次に、介護保険特別会計に移ります。 

 ３１ページをお願いいたします。介護保険特別会計予算は、第１条、歳入歳出予算の総額は、それぞ

れ２６８億３,７９０万９,０００円とするものであります。 

 歳入歳出予算の款項の区分および金額は３２ページ、第１表歳入歳出予算によるもので、その内容は
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事項別明細書でご説明いたします。 

 恐れ入ります。５０２ページをお願いいたします。 

 歳入であります。１款保険料、１項介護保険料は５９億３,３５９万８,０００円で、対前年８.８％

の増。２款使用料及び手数料、１項手数料は科目存置。３款国庫支出金、１項国庫負担金は４３

億１,７９０万１,０００円で、対前年２.８％の増。２項国庫補助金は５０４ページをお願いいたしま

す。１４億５,４２７万５,０００円で、対前年２.０％の増。４款支払基金交付金、１項支払基金交付

金は５０６ページをお願いします。６９億１,５４６万４,０００円で、対前年２.８％の増。５款都支

出金、１項都負担金は３５億８,７９４万６,０００円で、対前年２.５％の増。２項都補助金は２

億５,２９４万５,０００円で、対前年４.８％の増。６款財産収入、１項財産運用収入は５０８ページ

をお願いいたします。５万６,０００円であります。７款繰入金、１項一般会計繰入金は４３

億３,５５９万１,０００円で、対前年３.２％の増。２項基金繰入金は８１万９,０００円で、対前

年９９.７％の減。８款繰越金、１項繰越金は５１０ページをお願いいたします。２,０００万円で、対

前年同額であります。９款諸収入、１項雑入は１,９３１万２,０００円で、対前年２７.６％の増。２

項延滞金、加算金及び過料は科目存置であります。 

 歳入は以上であります。 

 ５１４ページをお願いいたします。ここからは歳出になります。１款総務費、１項総務管理費は４

億７,６３０万４,０００円で、対前年３.４％の増。２項徴収費は５１６ページをお願いいたしま

す。４,５３３万８,０００円で、対前年６.１％の増。３項介護認定審査会費は１億７,２８８

万８,０００円で、対前年６.９％の増。４項趣旨普及費は５１８ページをお願いいたしま

す。１,００８万４,０００円で、対前年６０.８％の増。制度案内全戸配布経費の増であります。５項

介護保険制度推進委員会費は１１１万７,０００円で、対前年９１.５％の減。介護保険事業計画改定経

費の減であります。６項地域密着型サービス事業者指定等事務費は６０万５,０００円で、対前

年１５.１％の減。 

 ５２０ページをお願いいたします。２款保険給付費、１項居宅介護サービス等諸費は５２２ページを

お願いいたします。１５３億４,９７１万４,０００円で、対前年３.６％の増。２項施設介護サービス

費は５２４ページをお願いいたします。６５億２,２７４万４,０００円で、対前年０.９％の増。３項

介護予防サービス等諸費は５２６ページをお願いいたします。１０億５,６３８万２,０００円で、対前

年３.８％の増。４項その他諸費は２,６３６万５,０００円で、対前年１.９％の増。 

 ５２８ページをお願いいたします。５項高額介護サービス等費は８億４,８１３万３,０００円で、対

前年１.９％の減。６項特定入所者介護サービス等費は５３０ページをお願いいたします。５

億２,２３４万７,０００円で、対前年３.４％の増。７項特別給付費は１,３４９万３,０００円で、対

前年０.９％の減。３款地域支援事業費、１項介護予防・生活支援サービス事業費は５３２ページをお

願いいたします。１０億８,６８６万２,０００円で、対前年３.４％の増。２項一般介護予防事業費

は１億９,７４３万３,０００円で、対前年１９.２％の増。 

 ５３４ページをお願いいたします。３項包括的支援事業・任意事業費は５３６ページをお願いしま

す。４億７,８１９万４,０００円で、対前年３.６％の増。４項その他諸費は５３８ページをお願いい

たします。２８５万円で、対前年同額。４款基金積立金、１項基金積立金は５万６,０００円。５款諸

支出金、１項償還金及び還付加算金は７００万円で、対前年７.７％の増。６款予備費、１項予備費

は２,０００万円で、対前年同額であります。 
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 以上で本日の説明を終わります。 

○渡部委員長  以上で、本日の審査項目の全ての説明が終わりました。 

 本日は、３２名の方の通告をいただいております。 

 これより質疑に入ります。ご発言願います。小芝新委員。 

○小芝委員  おはようございます。私からは、２１７ページ、在宅介護支援センター運営費、そし

て２２５ページ、手話理解促進について質問させていただきます。 

 まず初めに、在宅介護支援センター運営費に関連しまして、障害福祉サービスから介護保険への移行

について質問させていただきます。障害のある高齢者は６５歳を境に介護保険に組み込まれるというこ

とで、これまで受けていた障害福祉サービスから介護保険の対象に移行するとまず認識しております。

ただし、人によっては、これまで受けていたサービスが介護保険の対象にはならない方も当然いると聞

いております。確認でございますが、障害福祉サービスの対象ではあるが、一方で、介護保険のサービ

スを受けることができなくなるものをまず教えていただきたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  障害福祉サービス固有のものについて、私からお答えいたします。まず行動

援護、そして同行援護、それから自立訓練、あと就労系サービス、就労移行支援、就労継続支援等が、

介護保険にはない障害福祉固有のサービスでございます。 

○小芝委員  それらのものが障害福祉サービスの対象になることは理解できました。介護保険の対象

になるサービスと、またそうでなくて障害福祉サービスの対象になるものがあると。そのあたりの手続

きだとか、また、ハードな面で課題があると思われますが、品川区の取組み状況について教えていただ

きたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  障害福祉サービスと介護保険の制度との品川区の取組みについてお答えしま

す。まず区では地域共生社会の実現のために、在宅介護支援センターに併設した事業所において障害者

の計画相談、いわゆるケアプランの作成を行いまして、包括的な相談支援体制を整備しているものでご

ざいます。令和元年度、令和２年度につきまして、２箇所ずつ設置いたしました。来年度につきまして

は、また２箇所増やす予定でございます。 

 高齢者福祉課とも連携しまして、異なる制度の理解についての勉強会を開催し、ケアマネジャーと相

談支援の相互理解を深めております。 

○小芝委員  今、説明がありましたが、地域ごとに在宅介護支援センターがあると認識しております。

これが地区別で分かれていて、また、そのさらに下に、それぞれの地区の中に３箇所、支援センターが

細分化されていると認識しております。きめ細やかな対応を取るという必要性は大変感じられますが、

その在宅介護支援センターの取組みについて、また教えていただきたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  在宅介護支援センターにおける障害者の計画相談支援事業所の取組みについ

てですが、介護保険制度のケアマネジャーがプランづくりをするときに協力するということ。これまで

も協力はございましたが、併設している在宅介護支援センターだけではなくて、その地域のほかの在宅

介護支援センターや民間の居宅支援事業所からも、障害について不明な点等の問い合わせを受けたり、

連携を深めているところでございます。 

○小芝委員  引き続き、利用者に負担がかからない、きめ細やかな取組みを進めていただきたいと思

いまして、次に移ります。 

 ２２５ページ、手話理解促進に関連しまして、手話言語条例に向けた質問をさせていただきます。こ

れまで聴覚障害の方のオリンピック、デフリンピック、これを４年後に行う予定でございますが、それ
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を見据えて、これまでに何度か聴覚障害の理解促進を求める質問や提案などをさせていただきました。

これまでに会派からも手話言語条例の制定に向けて要望させていただいた経緯がございましたが、まず

確認をいたしますが、手話言語条例の実現に向けて、これまでの経緯を教えていただければと思います。 

○松山障害者福祉課長  手話言語条例制定に向けての経緯についてお答えいたします。令和元年度に

品川区聴覚障害者協会から条例制定についてのご要望をいただきまして、その後、区内の登録手話通訳

者の会、手話サークル、そして明晴学園と合同でこれまで協議をしてまいりました。その協議を経てお

おむね合意が図れましたので、条例案につきましては、第２回定例会に上程する予定で現在準備を進め

ているというところでございます。 

○小芝委員  前向きな動きということは把握ができました。この動きは、ＳＤＧｓの２０３０年を達

成期限とします１７のゴールに大変寄与する動きであると認識しております。実現に向けての時期とい

うことで、第２回定例会に上程されるということも把握できました。条例の制定に向けて動き始めてい

ることは大変評価させていただきたいと思います。 

 そうなると、条例制定に向けての取組み、また、この制定後にスタートする取組みもあると考えます

が、まず条例制定に向けて、例えば、予算にも計上されております手話理解促進の趣旨に沿う取り組み、

どのように展開していくのか、教えてもらいたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  手話理解促進の取組みについてでございます。これまでも区では手話講習会

等の開催を通じまして手話の理解を進めてまいりましたが、条例の制定を目指して、来年度は主に４つ

の取組みを予定してございます。 

 まず、手話が言語であることへの理解を促進するためのパンフレットを作成しまして周知いたします。 

 次に、区職員の理解促進を図るために、手話の研修を実施する予定でございます。 

 また、手話が少し通じます商店街事業と題しまして、聴覚障害者が買い物をする際に少しコミュニ

ケーションができるように、商店街の方々のご協力を得て学んでいただくものでございます。 

 また、４つ目としまして、障害者福祉課に配置しております手話通訳者の日数を増やすということを

予定してございます。 

○小芝委員  また併せまして、この条例制定には聴覚障害者の方々の声、また地域の声、民間の声を

フル活用して、その方々の思いを条例の文章に落とし込んでいただくよう切にお願いしたいところでご

ざいますが、まず、この条例案に向けての考えを教えていただければと思います。 

○松山障害者福祉課長  条例案に向けての考え方についてお答え申し上げます。これまでの複数回に

わたる協議の中で非常に思いを受け取り、くみ取って、条例案の前文にできるだけ反映するような形で

文言の調整を行ってまいりました。 

 条例案の前文に関しましては、手話が言語であること、また、障害者基本法に手話が規定されている

こと、そして、歴史的な経緯も含めまして、文言を今調整しているところでございます。それ以降につ

きましては、他区の条例と同様に、目的や基本理念、あるいは区の責務といった条例案の構成を予定し

ております。 

○小芝委員  そうしますと、いわゆる努力義務を求める条例にしていくのか、また、具体的なものに

していくのか。恐らく、今の課長の答弁ですと、努力義務といいますか、そういったものを定めていく

条例になっていくのかなというふうに考えますが。いずれにせよ、将来振り返りまして、この条例が

あったからこそ聴覚障害者の方々への理解が進んだと評価されるような条例であるべきと考えますが、

最後、一つ考えをお願いいたします。 
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○松山障害者福祉課長  条例のところの中身につきましては、今後、微妙な調整等がございますので、

今、この場で申し上げることは難しいのですけれども、ただ、これまでの協議の中で聴覚障害者協会、

当事者の会、そして手話を使うような団体の方々と協議をしていく中での思いが反映され、条例をつく

ることによって今後理解が促進するようなものにしていきたいと思っております。 

○渡部委員長  次に、新妻委員。 

○新妻委員  私からは、２６９ページ、生活困窮者自立支援事業、フードパントリー事業につい

て、２２３ページ、高齢者地域支援事務費に関連いたしまして、終活支援、２３９ページ、すまいるス

クール委託事業者との連携について、時間がありましたら、２２３ページ、高齢者住宅運営費について

お伺いいたします。 

 まず冒頭、ただいま手話言語条例のお話がありました。公明党といたしましても、明晴学園にお話を

伺うなど、手話言語条例の策定に向けて取組みを進めております。それぞれがいい形の条例になります、

実のある条例になりますよう、取組みをお願いいたします。 

 まず生活困窮者自立支援事業ですが、フードパントリーにつきましてお伺いいたします。令和２年度

から、食の提供をきっかけとして自立を促していくということで、フードパントリー事業を進めており

ます。改めてこの事業のご説明と、この間のフードパントリーの利用者数をお知らせください。 

○櫻木生活福祉課長  フードパントリー事業でございます。ピックアップ型フードパントリー事業と

しまして、暮らし・しごと応援センターにご相談にいらっしゃった方の中で、食の支援があると自立に

向けて資すると思われる方について、秋葉原もしくは浅草橋の近くにありますフードバンクのほうの紹

介状を渡して、それを持って取りにいっていただいて、食の支援を行うという制度でございます。 

 利用者数につきましては、昨年７月から開始しまして、１月までに９名の方にご利用いただいており

ます。 

○新妻委員  昨年の６月３０日の厚生委員会で報告されてからスタートしていただいております。こ

の委員会でも会派から質問させていただいておりますが、この場所が今秋葉原か浅草橋ということでお

話がありました。非常に遠いなという印象があります。私の知り合いで浅草橋まで歩いてこの食料を取

りにいったという方もいらっしゃいまして、やはり交通費がかかるという、そういう心配でした。 

 これがセカンドハーベスト・ジャパン、ここが非常に老舗の団体でありまして、２０００年から日本

初のフードバンクということで、食品ロス削減の視点から、必要な方へ食料をお渡しするという、そう

いう事業をされておりまして、ここにご協力をいただけるということは大変にありがたいことと思って

おります。ただ、しかし、この品川区からはちょっと遠いなということが否めないと思います。区内の

中で、この事業の展開というのを検討されなかったのか、そういう経緯があるのかどうかお知らせくだ

さい。 

○櫻木生活福祉課長  区内でのフードパントリーの拠点というお話でございます。区が直接というわ

けではございませんが、区内でフードパントリーの拠点を設けて活動いただけるようなＮＰＯや、もし

くは事業者を支援する仕組みについて今年度検討しておりましたが、コロナの影響で、ＮＰＯや事業者

の方もなかなか対応が難しくなってきているという状況でございます。 

 また、フードドライブに食料を提供されている企業様についても、昨今の状況で継続的な支援が難し

いということで、なかなかうまくいっていないということでございます。 

○新妻委員  検討されたけれども、コロナの影響があったということです。来年度、又引き続きご検

討いただけますのか、ぜひ、それは強力に進めていただきたいと思います。また改めてご答弁をいただ
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ければと思います。 

 続きまして、高齢者地域支援事務費に関連いたしまして、終活支援についてお伺いいたします。私

は２０１７年１０月の決算特別委員会の総括質疑で、終活支援またエンディングノート、おくやみワン

ストップ窓口について取上げました。また、つる副委員長も一般質問で、横須賀市のエンディングプラ

ン・サポート事業を参考に終活支援事業をということで提案させていただいております。この間、終活

支援またエンディングノート、おくやみワンストップ窓口につきまして、進められていること、検討さ

れていること等ありましたらお知らせください。 

○櫻木生活福祉課長  フードパントリーについてでございますが、先行きが見通せる状況ではござい

ませんが、状況を見ながら、何かできることはないかと考えていきたいと思っております。 

○寺嶋福祉計画課長  いわゆる終活支援ということでございます。品川成年後見センターのほうで、

いわゆる一般の本屋等で売っております終活ノート、これに類するライフプランノートというものを作

成いたしまして、こちらのほう、社協および区内の本屋でも購入が可能になっているのですけれども、

まずこういったノートをつくりまして終活支援を行っているということ。 

 それから、このノートをつくっただけではなく、講座を開きまして、一般の方に参加していただいて、

このノートの活用方法等々につきまして広く支援をしているといった、こういった活動がございます。 

○木村戸籍住民課長  おくやみコーナーでございます。ご要望いただいて以降、この「ご遺族の方へ」

というパンフレットをお渡ししながら、引き続き関係部署と研究を進めているところでございます。 

○新妻委員  それぞれ利用者が増えますよう取組みをお願いしたいのと、おくやみ窓口におきまして

は、パンフレットを私も拝見させていただきました。参考になる、まとめていただいた資料だと思って

おります。 

 今回、豊島区が終活あんしんセンターというのを開設して、この２月から補正を組み、そしてまた新

年度もやっていくと。これはまず終活に関してのご相談を承るということでした。豊島区はひとり暮ら

しの高齢者が多く、また、コロナ禍の中で高齢者の方のご相談が非常に増えたということから、こうい

う終活あんしんセンターというのを開いた。これは社協に委託して行っているということです。まだ実

績はないということですが、ご相談の中から事業展開も検討していくという、そういうようなお話を伺

わせていただきました。 

 なかなか視察に行けないもので、現地を見ているわけではありませんが、こういう場ができてくると

いうことは、需要があるなと。これは品川区でも一緒だなと思っております。社協や様々、福祉部門で

の高齢者地域支援課とか、高齢者のご相談窓口はたくさんあると思うのですが、今進めていただいてい

る高齢者の支援というところで、おくやみワンストップ窓口も含めて、何かそういう高齢者の方が安心

して、最期、人生の総仕上げをどうしていくのか、おうちの片づけとか、財産とか、また遺産相続も含

めて、それの一つは、今、社協に担っていただいていることとは思うのですが、このおくやみワンス

トップ窓口も含めた、何かそういう大きなくくりでの終活相談の場というのが分かりやすく、区民の方

にそういう場があるということが展開されるといいのではないかなと考えるところなのですが、何かあ

りましたらご答弁をいただければと思います。 

○寺嶋福祉計画課長  先ほどのライフプランノートが１つのきっかけということには今なってござい

ます。先ほど申し上げた講習会というのも、令和元年度は、実際に６回計画しているうち、１回はコロ

ナで中止になりましたが、５回開催しております。それ以外に、各地域のご要望に応じて出前講座とい

うのをやっておりまして、こちらは令和元年度、区内で１４回開催できております。こういったところ
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にご参加いただきまして、いろいろご意見をお聞きしながら、終活の支援を引き続き社協のほうがやっ

ておりますけれども、区としても可能な限りの支援をしていきたいと考えてございます。 

○新妻委員  どうぞよろしくお願いいたします。 

 続いて、すまいるスクールについてお伺いいたします。現在、区内には３７箇所のすまいるスクール

があります。区内の就学人口が増えたこと、また、コロナの３密を避けることなどで、学校内でのすま

いるスクールの教室の確保に支障を来している状況を伺ってまいりました。現在、この３７箇所、業務

委託をされていると思います。委託先が何か所あって、どういう連携が区と取られているのか、また、

区の職員がいらっしゃると思うのですが、その方の役割をお知らせください。 

○廣田子ども育成課長  委託の事業者は８社入っておりまして、基本的に、運営については委託業者

が実施しております。区の職員が１名ずつ配置されておりますけれども、学校であるとか、教育委員会、

区、保護者との調整役をしているところでございます。 

 連携に関しましては、現場でも行っておりますが、月に１回、本課にてスーパーバイザーであるとか

リーダーと報告会を実施して、反省会等を行っているところでございます。 

○新妻委員  コロナでの自粛が長くなっており、家庭でのご負担も多くなっております。すまいるス

クールの誰でも利用ができやすいような体制も、またご検討いただければと思います。 

○渡部委員長  次に、松澤委員。 

○松澤委員  私からは、２１５ページ、在宅高齢者支援事業、同じく２１５ページの認知症高齢者支

援事業について質問いたします。 

 ２０２５年には高齢者の５人に１人が認知症になると言われており、認知症になっても住み慣れた地

域で自分らしく暮らし続けられるよう、認知症への理解・普及啓発を推進してまいりますとの区長から

の発言もありましたように、品川区では、昨年９月の世界アルツハイマー月間に合わせ、認知症の方や

ご家族、厚生労働省任命の認知症本人大使、通称「希望大使」とともに区役所の前の花壇にマリーゴー

ルドなどオレンジ色の花を植える、「しながわ みんなで想う橙（オレンジ）プロジェクト」を実施、

また、区役所３階の廊下で認知症への理解を深めるパネル展を展開したり、お言葉どおり、認知症に

なっても安心できる地域を構築するため、大変積極的に周知されております。 

 今後は医師会との連携において、現在はコロナ禍のため、すぐに連携という話に進んでいかないとは

思いますけれども、認知症の早期診断、早期発見に取組んでいくとのお話もありましたが、この早期発

見の中で増えつつある若年性認知症についてお聞きいたします。 

 認知症は一般的に高齢者に多い病気ですが、６５歳未満で発症した場合、若年性認知症とされます。

若年性認知症は働き盛りで発症するため、ご本人だけではなく、ご家族の生活への影響が大変大きくな

りやすいというのが特徴であります。若年性認知症の相談窓口は、東京都では目黒と多摩の２か所しか

ありません。品川区では在宅介護支援センターとなり、高齢者の認知症の方と同じ相談窓口になります。 

 隣の大田区では昨年の１０月に若年性認知症の相談窓口が開設されました。実際に大田区の担当者と

電話でお話をしてまいりましたが、国の新オレンジプランの政策の柱の中にも、若年性認知症施策の強

化が取組まれていること、また、親子ほど年の違う方と同じサービスを受けるのはつらいなどの声を聞

いて開設に至ったとのことでありました。 

 そのことを踏まえて、品川区の若年性認知症に対するご見解をお聞かせください。 

○宮尾高齢者福祉課長  若年性認知症に対するお答えでございます。 

 まず認知症といいますと、皆様、高齢者の方というイメージを持たれることがあるかと思うのですが、
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決してそういうことではございませんで、若くして認知症になられるという方もいらっしゃいます。そ

ういったイメージ、こうしたものをしっかりと啓発していく。こういったことも我々、区に課せられた

大切な役割だと認識してございます。こうしたことを踏まえまして、昨年の秋に講演会を開催していた

だいたのですが、その中でお話をいただいた方のお一人が実際に若年性認知症の方でございました。こ

ういったことで、我々、区としましても、こうした取組みを推進してまいりたいと思います。 

 あと、相談窓口でございますが、委員のおっしゃったように、基本的には在支、それから、もちろん

高齢者福祉課本課のほうでも相談をお受けするような形で今進めております。必要に応じて、今、委員

からお話のありました目黒区碑文谷にございます、東京都の窓口をご案内するなどしております。 

 相談に当たりまして、プライバシーにはしっかりと配慮するよう心がけておりまして、状況によって

は、実際に訪問して相談をお受けする、こういったことにも取組ませていただいているところでござい

ます。 

○松澤委員  先ほど答弁がありました秋の講演会でしたか、私も聞きにいこうと思ったのですが、

ちょうどその通り沿いでお餅を売っていまして、行くタイミングがなかったので聞いてみたいなと思っ

ていました。ありがとうございます。 

 次に、認知症対策検討会議、本人ミーティングについて質問いたします。私が当事者の方のお話を聞

いたり、医師からよく聞く話によりますと、本人に質問して答えてもらいたいのですが、家族が代わり

に答えてしまったり、本人が発言する機会がなかったりということをよくお伺いいたします。家族が答

える、これはとても大切だと思っています。しかし、やはり支援を受けているのは本人ですから、やは

り本人がどう思っているのかというのが重要だと感じています。 

 介護の資格取得で学んだ際の、本人が主人公であり、その人の人生を理解しなければならないという

言葉が、私は大変心に残っております。この本人ミーティングは、まさにその人、人となりが分かるす

ばらしい取組みだと思いますが、事業内容のご説明をお願いいたします。 

○宮尾高齢者福祉課長  本人ミーティングに関するお尋ねでございます。本人ミーティングは、これ

まで認知症の方ご本人の意見を発する場というのが、全くゼロではないのですが、なかなかそういう機

会がなかったということ、また、これまでの認知症支援といいますと、どちらかというと、支援をする

側、サポートをする側からのメッセージを伝達するというやり方が主だったのですが、この本人ミー

ティングというのは、その逆をいくものでございます。ご本人にとっては、例えば、社会参加につなが

るというようなメリットがあったり、あるいは、我々、行政側にとってみれば、そのお声をサービスの

向上につなげることができるというようなメリットがございます。 

 令和３年度に、今考えておりますのが、当事者、ご本人の方も交えて会議を設定させていただいて、

その中でいろいろ区の支援策等々も検討していく、そのような場にしたいなと思っております。 

○松澤委員  私も実際に本人ミーティングに向けて頑張っている担当者と関係者たちの話し合いの場

というのですか、そのZoom会議に参加させてもらったことがあるのですけれども、熱量がすごいという

か、皆さんすごくやる気があるなというのがすごく印象的でした。やはり当事者の方も、介護職員も、

行政も、ボランティアの方も、みんなが一緒に、まさにインクルーシブな集まりというのがそこにあり

ます。佐賀や福岡市、区民委員会で視察に行った際に担当者が言っていた、「情熱を持って取組めば人

は動きます」という言葉、まさに私、このことなのだなと大変うれしく感じました。 

 今後、本人ミーティングで出た課題や要望を区としてどのように取りまとめていくのか、お考えをお

聞かせください。 
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○宮尾高齢者福祉課長  令和３年度に予定しております本人ミーティング検討会議は、どういったも

のをつくり上げていくかという制度構築に関しても、実際にご本人に加わっていただきたいと思ってお

ります。その会議の場には、我々、行政職、事務職だけではなく、介護職、あるいは医療職の方なども

メンバーに入っていただけたらなどと思っています。 

 そこで、いろいろな意見、お考えを出していただいて、それをしっかりと我々のほうで受け止めて、

分析して、それをこれからの支援にどうつなげていくか、あるいは、関係する皆様との認識の共有化を

図っていくか、こういったことを展開していきたいということで、さらにご本人に寄り添った支援策が

できればなと思っております。 

○松澤委員  制度の構築、大変うれしい言葉であります。認知症だけにとどまらず、障害のある方に

も、やはりこのような本人中心の集まりの中で、当事者目線の課題・要望が取組まれる支援が広がるこ

とを望みます。 

 さて、この本人ミーティングに関連しますと、認知症カフェにつながると思っております。区では、

認知症になっても安心して暮らし続けられるまちづくりを目指して、認知症の方やその家族、地域住民、

専門職など、誰もが住み慣れた地域で安心して気軽に集まることができる場を、認知症カフェとして認

定しております。昨年の答弁では１９箇所で開設されているとお聞きしました。コロナの影響もありそ

うですが、１年が経ち拡充があったのか教えてください。 

○宮尾高齢者福祉課長  認知症カフェにつきましては、基本的に集まるということが主なスタイルと

いうか、やり方になっておりますので、残念ながら、委員のおっしゃるとおり、このコロナ禍の影響を

受けて、箇所数自体は、現時点で１９箇所で増えてございません。ただ、いずれコロナが終息するとい

うことを見越して、拡充の方向で我々は進めてまいりたいと思っております。 

○松澤委員  認知症カフェには実際に当事者の方が働いているところがありまして、私も参加させて

いただいたことがあります。一般質問にて認知症の就労支援のお願いをしまして、現在は制度化された

ものがないとの回答でしたが、認知症カフェは就労支援の一つになるのではないかと考えております。

本人が働く喜びや人と話す喜び、そういうたくさんの気持ちの中で高揚していくと、大変多くの喜びの

声が聞こえておりました。認知症カフェを起点とした就労支援の一助になるよう進化していくことを望

んで、質問を終わります。 

○渡部委員長  次に、中塚委員。 

○中塚委員  ２１５ページ、高齢者災害対策支援事業費、および２３５ページ、避難行動要支援者個

別計画作成について、つまり、高齢者・障害者の災害時の避難生活支援についてお伺いしたいと思いま

す。 

 個別計画の作成ということですが、高齢者については、ケアマネジャーを中心に、今年度作成と検討

が示されました。障害者については、個別性が高いため、３０名分を作成してからということです。多

くの災害で高齢者、障害者が発災後の避難生活で命を落とす災害関連死が大問題なだけに、個別計画の

作成と訓練はとても重要だと思います。 

 まず高齢者についてお伺いいたしますが、個別計画を作成する対象はどのような方なのか、何人分の

作成を目指すのか、伺いたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  個別支援計画を作成する対象とその人数でございます。基本的には、避難の

ときに特別な配慮を要する方が対象となります。具体的に、今、そこの対象をどうするかというところ

も、今年度からの検討対象に入っているところでございます。したがいまして、それに伴って対象像が
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固定・確定されると同時に、人数も絞り込めてくるのかなと認識しているところでございます。 

○中塚委員  これから検討ということですけれども、必要な支援をしっかり対象に加えていただきた

いと思います。 

 大震災発災後の避難生活を送るために、まず大前提になりますのは、安全な住宅と家具転倒防止など

安全な部屋をあらかじめ確保することだと思います。家の倒壊や家具の転倒による圧死を防ぐ対策が大

前提になると思います。その上で、在宅で避難生活を送るためには、ヘルパーなどの専門的な支援を中

心に、地域住民の協力も得て、重層的に計画を組み立てることが必要になってくると思います。しかし、

その事業所も、そこで働く介護従事者も、地域住民も、同じ被災者です。個別計画策定の検討に当たっ

ては、ここをどのように組み立てていくのか、お考えを伺いたいと思います。 

 そして、この個別計画の策定の決定者は品川区になるのか、お伺いしたいと思います。 

 そして、もう１点だけ、この個別計画ですけれども、発災後、何日目からの対応を想定しているのか、

以上３点伺いたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  まず発災時には、住み慣れたご自宅で生活を継続できるということが、これ

がもう何よりも大切だと思っております。ですので、その方たちを、いかにその人数を増やすことがで

きるかというところで、我々も引き続き様々な対策を講じてまいりたいと思っております。 

 やはりこの個別支援計画の検討を始めまして、既にいろいろな方に様々な形で関わっていただいてお

ります。そういった方たちの先行する取り組みをしっかり尊重して受け止め、丁寧に進めていく必要が

あると考えております。 

 ２点目の個別支援計画を決めるのは誰かと。様々な方のご意見、ご協力をいただく必要がございます

が、最終的に決めるのは当然区だと認識しております。 

 それと、最後の具体的に何日目からかというところでございますが、その点についても、今、検討の

中で、どういう条件設定をするか、どういう想定を立てるのがこの計画の実効性に対して有効であるか

というところも検討のテーマとして入っているところでございます。 

○中塚委員  住み慣れた家で継続して避難生活を送ることが大事だというご説明がありました。古い

木造のアパートで、お一人暮らしでお住まいになっているお年寄りもいらっしゃいます。そこで、日頃

からヘルパーなど介護事業を利用されている方もいらっしゃいます。まずは前提となる安全な住宅、そ

して安全な空間、これを保障するよう、その支援の強化は要望しておきたいと思います。 

 個別計画の基本的な体系について、最終決定者は品川区というお話ですけれども、品川区が、事業所

や病院など、介護・医療などの意見も踏まえて、策定項目や基本的な柱を作成し、ケアマネジャーの力

も借りて具体化をすることが大切だと思います。 

 同時に、これは重要なだけに時間もかかる業務だと思っております。この業務は介護報酬の対象にな

るのか、業務にかかる報酬についてはどのように手当てをしていくのか、お伺いしたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  個別支援計画の作成に当たりましては、繰返しになりますが、様々な方のご

協力、ご支援が必要だと思っております。中でも、高齢者の支援計画の作成に当たりましては、ケアマ

ネジャーたちの協力が必須でございます。ここがなければ一歩も前に進めることはできないと思ってお

ります。 

 ただ、現状では、そのご協力いただいたものに対する対価といいますか、それに対して国が制度化す

るということには、今のところなっておりません。ただ、区は、それをそのままでいいのかということ

ではなく、今年度も予算措置はさせていただいておりますし、来年度も、それに対する予算をこちらに
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計上させていただいているところでございます。 

○中塚委員  この個別計画の作成に当たる業務については、現状、制度がないということですけれど

も、しっかり手当てをする仕組みをつくっていただきたいと思いますが、その点、改めてご答弁いただ

きたいと思います。つまり、ボランティアではないですから、必要な業務に対しては必要な手当てをす

るということを改めてご答弁いただきたいと思います。 

 続いて、障害者についても併せて伺いたいと思います。 

 まず３０人分とのことですけれども、障害の区別について、知的、身体、視覚、聴覚、精神など、そ

の内訳を伺いたいと思います。 

 併せて、障害者のほうの個別計画の対象者は誰なのか、高齢者と同様、決定者は品川区ということで

よろしいのか、伺いたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  まず介護職の方に対する報酬といいますか、考え方でございますが、区のほ

うでも予算措置はしておりますが、ここへきて、そういった策定に関する事務経費、これを国のほうで

も考えているというような考え方も示されておりますので、そこをしっかりと見て対応していきたいと

思っております。 

○松山障害者福祉課長  障害者分野の３０人の方の障害種別についてお答えいたします。 

 現段階で特定の障害について決めているわけではございません。国が今後作成要領を示すということ

ですけれども、現段階では待っているわけにいかないので、まず今は在宅人工呼吸器の使用者の方につ

きまして、保健センターと連携して作成に着手しているところでございます。 

 対象者につきましては、実際に作成する相談支援センターと協議をして対応してまいりたいと思って

おります。 

 また、決定についてでございますが、高齢者と同様、区が決定するものでございます。 

○中塚委員  まずは人工呼吸器の方ということで、もちろん危険というか、大変な方を優先するとい

うのは、そのとおりだと思います。同時に、障害の種別によって支援の形も様々変わるので、そこにつ

いてはどのように検討されていくのか、お伺いしたいと思います。 

 同時に、高齢者と同様、この業務に関わる費用ですけれども、ここはどこから捻出していくのか、

しっかりと事業として手当てをしていただきたいと思いますが、その点、いかがでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  まず委員お尋ねの障害特性に対する個別計画というのは、かなり異なってお

ります。それぞれの障害特性、加えて個別性も高いものでございますので、お一人お一人に合わせた計

画をつくるというのは時間を要するということで認識しております。 

 また、障害特性に沿った備蓄も考えなければならない、対応方法も異なるということで、丁寧に対応

していきたいと思っております。 

 また、費用につきましては、高齢者と同様に予算化しているというところでございます。 

○中塚委員  分かりました。いずれにしても、多くの震災を経験し、そのために介護が必要な方や障

害のある方が避難生活で苦しい思いをしている、命を落とす時代が繰り返されている、この状況を目の

当たりにしたときに、ようやくこの対応が進んだことはうれしく思います。 

 一方で、早く着実につくっていく必要があると思います。計画の決定者は区が責任を持ってというこ

とですので、ぜひ、責任を持って進めていただきたいと思うのですけれども、その計画の具体化につい

ては、例えば、ヘルパーだったり、支援員だったり、専門性と併せて、地域には介護や医療に従事して

きたＯＢもいます。大学を通じて、学生の支援も力になると思います。幅広く協力を求めて、支援の輪
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を日常的に重ねていく、そうした視点が必要だと思います。支援を広げるために、講演会やイベントな

ど、例えば、協力員の登録を呼びかけるなど、様々な力を合わせることが、その具体化を担保すること

につながると思いますが、いかがでしょうか。 

○宮尾高齢者福祉課長  こちらの計画をつくっていくに当たっては、やはりいろいろな立場の方にご

意見をいただく、ご協力をいただく場面が必要だろうと、我々も認識しているところでございます。 

 ですので、そういった方としっかりやり取りをして進めていかないことには、実効性のある計画はつ

くれないと思っておりますので、そこはしっかりと丁寧に進めてまいりたいと思っております。 

○中塚委員  計画自体は品川区が責任を持って定め、その具体化に対して、実効性のあるものにする

ためには、やはり地域の様々な力を借りながら、また、訓練とともに担保していくという視点がとても

大事だと思います。 

 ご本人の意志を尊重し、家族や地域の理解を得るためにも、個別計画策定に向けて、策定する過程に

おいても理解と協力を求めることが大切だと思いますが、そのためにも、パンフレットを作成して、幅

広く力を借りるということが必要ではないかと思います。介護事業所の協力を得るためにも、個別計画

策定への理解も重要ですから、こういう事業を品川区は進めていきたいと、事業所の皆さん、地域の皆

さん、ぜひ協力していただけないかという基本的なパンフレットをつくっていただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 いずれにしても、介護が必要な方、障害がある方、着実に、そして、同時に急いで進めていただきた

いと思いますが、この点についてもお伺いしたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  計画をつくっていくに当たって、パンフレットを作成してはいかがかという

ところでございますが、まず、そのパンフレットをつくるためにも、関係者間でしっかりとした共通認

識を持ち、課題を受け止め、我々に求められているものは何か、こういったことをしっかりと固める、

詰めていくことが、まずは第一歩として必要だと思っております。現に、その方向で今進めさせていた

だいているところでございます。 

 ただ、繰り返しになりますが、こちらの計画を前に進めるためには、様々な立場の方のご理解、ご協

力をいただかないと進まないことだと思っております。簡単に進められることだとは思っておりません

が、それでも着実に進めていきたいと思っております。 

○中塚委員  私も簡単ではないと思いますが、ぜひ、着実に進めていただきたいと思います。阪神・

淡路大震災、東日本大震災、また各地で起こる豪雨災害や様々な災害を見るたびに、避難所での生活、

そして自宅での生活、多くの高齢者や障害のある方、もちろん妊婦さんや、若くても基礎疾患、様々な

ご病気のある方、大変な苦労とともに命を落とす時代が繰り返されております。ぜひ、着実に、そして、

スピード感を持って進めていただきますよう要望して、終わりにしたいと思います。ありがとうござい

ました。 

○渡部委員長  次に、筒井委員。 

○筒井委員  私からは、２１４ページ、高齢者福祉費、２１２ページ、福祉計画費、２２０ページ、

高齢者地域支援費、今後の高齢者向け支援施策全般についてお伺いいたします。また、２６９ページ、

生活困窮者自立支援事業についてお伺いいたします。 

 第八期品川区介護保険事業計画を策定する運びとなりました。２０２５年問題もあります。団塊の世

代の方が一気に７５歳以上になっていくという状況ですけれども、品川区の高齢者人口、今後の推移を

お聞かせください。 
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○宮尾高齢者福祉課長  高齢者人口の今後の推移ということでございますが、当面の６５歳以上の方

の人口は増加傾向で推移していくというふうに推測しております。 

 その中でも、７５歳以上の方の６５歳以上の方全体に占める割合、これが当面微増していくというふ

うに捉えているところでございます。 

○筒井委員  微増ということで、分かりました。 

 高齢化率ですが、品川区の高齢化率というのは幾つぐらいなのか、それが全国と比べて高いのか低い

のかをお知らせください。 

○宮尾高齢者福祉課長  高齢化率に関するお尋ねでございます。本区の高齢化率でございますが、本

年１月１日現在ではございますけれども、１月１日現在で、全人口に占める６５歳以上の割合

は２０.２１％ということで、これは特に、例えば、全国的に見て、都内で見て、２３区で見て、品川

区が突出して何か特徴的な数値かと言われると、そこまではいっていないという認識でおります。 

○筒井委員  分かりました。全国とかと比べても、平均的な数値ではないかという認識だということ

で理解いたします。 

 高齢化率ですが、ただ、品川区内の地区別だと、かなりばらつきがあるのではないかなと思います。

例えば、八潮地区とか、大崎地区とか、地区別の高齢化率をお知らせください。 

○宮尾高齢者福祉課長  先ほど高齢化率のところで、全国と見てもと申し上げました。全国とで見る

と、品川区は若干低いと捉えております。訂正いたします。 

 それと、地区別の高齢化率でございますけれども、これは昨年４月１日現在というところでございま

すが、昨年４月１日現在の区全体の高齢化率２０.２％に対しまして、地区によってばらつきといいま

すか、差がございます。高齢化率が一番低いところが大崎地区で１７.１％、一番高いところが八潮地

区でございまして、こちらが３５.５％、いずれも昨年４月１日現在の数値でございます。 

○筒井委員  分かりました。おっしゃるとおり、大崎地区は比較的高齢化率が低い。若年人口が増え

ているという影響もあるかと思いますけれども。一方で、八潮地区が３５.５％と、品川区の地区内で

もかなり大きな差があるかと思います。 

 高齢者向け施策、対策ですけれども、ですから、やはり一律にやっていくというよりは、地区別の対

策というのも考慮していかなければいけないのかなと考えているのですけれども、区としては、その点、

いかがご認識なのでしょうか。 

○宮尾高齢者福祉課長  当然、私どもも日々の業務を進めていくに当たって、地区別に高齢化率が高

い低いというのは認識して進めさせていただいております。 

 ただ、一方で、区内のどちらにお住まいであっても、必要なときに等しく介護サービスを提供できる、

こういった視点を大切に、日々業務を進めているところでございます。 

○筒井委員  分かりました。異動とか、いろいろそうした物理的な制約とかありますけれども、その

辺うまく工夫して進めていっていただきたいと思います。 

 やはりどうしても特別養護老人ホームの増設とか、施設などハード面の対策というのも、用地確保等

難しい点も多くありますけれども、ある程度そうしたハード面の整備も進めなくてはいけないと思って

いますけれども、区の認識としては、その点いかがお考えなのでしょうか。 

○寺嶋福祉計画課長  高齢化人口、高齢化率がまだまだ上昇していく中で、様々なニーズに対応でき

るような整備が必要だと思っております。そういった中で、今、委員からありました特養ホーム、それ

から、先日もご答弁申し上げました地域密着型サービス、こういったものをうまく組み合わせながら、
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用地の取得にも努めながら、一定程度整備を進めていく必要があろうかと認識してございます。 

○筒井委員  ぜひよろしくお願いします。 

 とはいっても、やはり施設をどんどん増やしていくというのは、物理的に困難なことがあろうかと思

います。やはり区で言われている元気高齢者というのを増やしていく、また維持していくということが

非常に重要かなと考えております。特に在宅介護や予防、認知症予防とか、特にフレイル予防というの

は今後重要な視点になってくるかと思いますけれども、区のお考えとしても、そうした元気高齢者を増

やしていく、特に予防に重点を置いていくという対応をとられていくというお考えでよろしいのでしょ

うか。 

○菅野高齢者地域支援課長  高齢化が進む中、予防についてというご質問です。そちら、第八期介護

保険事業計画の８つのプロジェクトの中のプロジェクト２のところで、「健康づくりと介護予防サービ

スの充実」というところを掲げております。心身状況に応じた健康づくりの充実を図ることにより、健

康寿命の延伸を目指すこと。また、介護予防サービスの利用促進により住み慣れた自宅で自立して暮ら

せるよう自立支援の仕組みの取組みを支援していきたいと思っております。 

○筒井委員  ぜひよろしくお願いします。先進的医療とか高度医療が発達する前は、こうした予防事

業で何とか踏ん張っていただきたいと考えております。 

 それで、今回の新規事業の「通いの場」について、ページ数は分からなかったのですが、事業内容的

には、やはり区民の方、高齢者の方から、こうした気軽に集まれるところが欲しいという声をいただい

ております。ぜひ進めていっていただきたいと思っておりますけれども、この「通いの場」、地域住民

が立ち上げるということになっておりまして、それはどこかの団体を活用されるのか、現在、具体的に

どのような状況、具体的に進んでいこうとしているのか、今の状況をお聞かせください。 

○菅野高齢者地域支援課長  「通いの場」のご質問についてお答えいたします。こちらの現在の進捗

状況ということですが、リハビリテーション専門職とともに、「通いの場」の条件や区の支援策を現在

検討中となっております。 

 既存の団体、例えば、ほっとサロン事業や高齢者クラブなど、既に活動されている団体等も意識しつ

つ、今後、どういった形で「通いの場」を立ち上げるべきかというのは、アプローチの仕方などを検証

しまして、地域での立ち上げを目指していきたいと思っているところです。 

○筒井委員  分かりました。まだ検証段階ということで、うまくいくように私も期待しておりますの

で、ぜひよろしくお願い申し上げます。 

 続いて、生活困窮者自立支援事業に移ります。暮らし・しごと応援センター関連ですけれども、住居

確保給付金などをやられていると思います。まず原則３か月ですけれども、延長が可能で、最長９か月

ということで、現在、この住居確保給付金の延長をされているという世帯はいらっしゃるのでしょうか。 

○櫻木生活福祉課長  延長している世帯数について数字はないのですが、現在、延べで６８０余の方

に受給していただいていまして、そのうち１回目の延長率が大体５０～６０％という数値になっており

ますので、それが繰り返し続いているということでございます。 

○筒井委員  分かりました。就職活動をするということが要件だと思うのですけれども、実際、今、

実質的失業者が増えているとか、再就職というのは相当厳しい状況だと思うのですけれども、現在の就

職状況というのをお聞かせいただきたいのと、また、今後暮らし・しごと応援センターに相談される方

の数はどんどん増えてくると思うのですけれども、これは今後増加していくのかどうかという区の認識

と、今、大体どういった相談内容が多いのでしょうか。その３点をお聞かせください。 
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○櫻木生活福祉課長  まず就職状況ということでございますが、現実のところ、就職というよりは、

基本的に在職中の方の一時的な所得の減少に伴ってということが条件に入っておりますので、それで収

入状況が改善したということで制度を抜けられる方がいらっしゃいますので、完全に失業された方とい

うのは、その中の一定の割合ということでございますので、就職状況については、こちらで把握できて

おりません。 

 相談者数につきましては、今のところ、今年度当初、４月、５月あたりで爆発的に増加しまして、そ

の後、少しずつ落ち着いてきている状況ではございます。 

 多い相談内容とも関係するところでございますが、今多いご相談内容としては、緊急小口資金や総合

支援資金という社協が実施している資金が満了したということで、今後の生活についてどうしたらいい

かというご相談が増えてきているところでございますので、国による支援等がなくなってしまったとい

うことがあれば、今後増えていく可能性はあるかと思っております。 

○筒井委員  分かりました。今、相談者数は落ち着いているということで。ただ、緊急事態宣言が

再々延長されたので、今後どうなるかということは、緊張感を持っていかなくてはいけないと思ってお

りますし、やはり今後の生活に対して不安だという方が増えている。特に資金面でのご不安を抱えてい

る方がいらっしゃるのかなと思っております。 

 今、緊急小口資金の支援が終わってしまったということなのですけれども、今後、品川区として、国

や東京都に期待する支援策というのはあるのでしょうか。 

○櫻木生活福祉課長  緊急小口資金、総合支援資金等も再貸付という制度がまた整えられておりまし

て、国においても様々議論されているところでございますので、そちらの状況を注視しつつ対応してま

いりたいと思っております。 

○渡部委員長  次に、田中委員。 

○田中委員  ２２５ページ、１項４目手話理解促進、基幹相談支援センター運営費、障害児者福祉計

画、２４５ページ、２項３目女性福祉事業、２３９ページ、児童センター改築検討経費等、２５８ペー

ジ、５目メンタルヘルス相談窓口設置事業、２６５ページ、３項１目生活保護者自立支援事業、そして、

時間があったら２１３ページ、１項１目小山台住宅等跡地複合施設整備について伺います。 

 まず手話理解促進、先ほども質問がありました手話言語条例について伺います。第２回定例会で上程

予定ということです。条例制定に生活者ネットワークは大変歓迎しております。制定に向けて、当事者

団体等と協議を進めてきたと確認ができました。条例が機能するためには、区民の理解も必要です。そ

のためにパブリックコメントの実施を求めますが、いかがでしょうか。どのような制定スケジュールを

検討しているのかも併せて伺います。 

 そして、条例制定を機会に、庁舎の手話通訳者の配置日数を増やすとのことでした。どの程度増える

のかお知らせください。 

 そして、今回の条例制定では、手話に限った条例一本となっています。他区では、手話言語条例とと

もに、障害者の多様な意思疎通の促進に関する条例など、コミュニケーションにハンディのある方全体

を対象にした条例と２本セットのケースが多いようです。生活者ネットワークも、様々な障害者のコ

ミュニケーションが円滑になるよう、２つの条例制定が必要と考えますが、見解を伺います。 

○松山障害者福祉課長  私から手話言語条例についてお答えいたします。 

 まずパブリックコメントの実施ですが、区では予定しておりません。今のところ、区民に対して非常

に責務があるといったようなものを想定していないというところでございます。 
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 ２点目の通訳者の配置ですが、現在、障害者福祉課に週に２日配置しておりますが、そちらを週に３

日ということで来年度は予定をしております。 

 ３点目の他区では障害者の多様な意思疎通の条例との二本立てであるが、品川区はどうかというお尋

ねについてでございます。条例ですので、各自治体異なっております。品川区の特徴としては、区内に

明晴学園があること、また、手話が言語であるという条例と、意思疎通を促進するという条例の主旨が

異なること、また、さらに当事者団体との協議の中で、実はそのテーマも協議してまいりました。区と

同じ考えで一致しておりますので、今のところ、区は手話言語条例だけの一本で考えております。 

○田中委員  まずパブリックコメントの予定はないということですが、ぜひ実施していただきたいと

思います。要望いたします。 

 先ほど商店街等での手話促進のお話もありました。ほかにも、例えば、聴覚障害者の方が交通事故の

被害に遭ったときに、加害者側の意見ばかりが聞かれてしまい、大変悔しい思いをしたとの声が複数届

いています。条例制定により、関係機関への周知徹底と課題解決に向けた働きかけも求めますが、見解

を伺います。 

 また、条例制定について、二本立てにはしないということでした。聴覚障害者の中にも手話ができな

い方がいます。視覚障害者でも点字が読める人ばかりではないというのと同様です。コミュニケーショ

ンにハンディがある方全体の課題解決につながる条例制定となるように強く求めたいのですが、見解を

伺います。 

○松山障害者福祉課長  まず１点目の関係機関への周知ということでございますが、来年度、パンフ

レットの作成を予定しておりますので、どこまで周知するかは今後の検討になろうかと思います。ただ、

区としての条例ですので、できるだけ広く関係機関には周知していきたいと思っております。 

 ２つ目ですけれども、もちろんコミュニケーション、意思の疎通が困難な方は現在もいらっしゃいま

すし、相談の中で十分丁寧にご本人の意思が反映されるよう聞き取っておりますので、今も対応してい

るというところでございます。 

○田中委員  ぜひ関係機関への働きかけ等、よろしくお願いいたします。 

 時間がないので次へ行きます。女性福祉事業について伺います。 

 配偶者暴力相談支援センターについて伺います。内閣府のホームページを見た限り、女性福祉事業に

当たると考えたため、ここで伺います。昨年の決算特別委員会で、品川区は昨年４月１日に内閣府に配

偶者暴力相談支援センター機能を整備し届出たと伺いました。配偶者暴力相談支援センターを機能させ

るための生活圏域ごとの連携推進、情報共有の場を持つための第１回会議を７月７日に実施、その下部

組織の窓口相談担当者の会の準備をしているとのことです。 

 支援センターの専門相談員はどのような資格を持っているか、そして、現在の配偶者暴力相談支援セ

ンターの進捗状況と、当事者がこのセンターにたどり着く道筋はどのように想定しているのかを伺いま

す。 

○三ッ橋子育て応援課長  女性福祉事業という観点から、子育て応援課としてお話しいたします。 

 まず配偶者暴力相談支援センターは、中心となるのが人権啓発課と捉えております。こちら、子育て

応援課では、例えば、ひとり親相談など、家庭相談員等々がおりますので、実施しているところでござ

います。 

 資格としては、社会福祉士などが資格相当と考えております。 

○田中委員  窓口が男女共同で、中心がこちらかと思ったのですが、そうではないということなのか、
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確認をさせてください。 

○三ッ橋子育て応援課長  配偶者暴力相談支援センターということで、人権啓発課が中心となってお

ります。 

○田中委員  分かりました。内閣府のホームページを見た限り、その説明の内容だと、多分、女性福

祉事業なのだろうなとは思うのですが、品川区はそういうことで、後で確認をしたいと思います。 

 次に行きます。基幹相談支援センター運営費について伺います。昨年の予算特別委員会でも伺いまし

たが、相談支援システムネットワーク整備の進捗状況についてお知らせください。 

 このシステム構築はどのように進み、何を目指すのでしょうか、伺います。 

○松山障害者福祉課長  私から相談支援システムについてお答えいたします。 

 現在、今年度、基本構想ということで、地域拠点の相談支援センター等の相談支援員から実務的に相

談支援システムにどのような機能が必要かをヒアリングし、いわゆる情報セキュリティ的に技術的に実

現可能なのかというのを今検討しているところです。将来的には、区の障害者福祉課と地域拠点の相談

支援センター等に相談支援システムを設置して、パソコンで相談情報の共有ができるようにしたいと

思っております。 

○田中委員  外部の関係機関との情報ネットワーク、情報共有が進み、地域包括支援が進むというこ

とですか。そこのところをまず確認させてください。 

○松山障害者福祉課長  相談支援システムの効果といたしましては、区だけでなく、区と関係機関と

の情報を共有し、相談情報を一元管理することにより効率化を目指すというところと、相談支援員がシ

ステムに関わる負担を軽減して、より利用者に丁寧に関わる時間を増やすという意味合いがございます。 

○田中委員  分かりました。今のシステム構築について目指していることを、地域自立支援協議会に

報告して、ぜひ意見を求めていただきたいと考えます。その理由として、今こういうことを進めていま

すよといった報告があると、状況を伝える姿勢が当事者にとっては、区は障害者事業を進めてくれてい

るという励みとなり、歓迎されると思いますが、いかがでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  今お尋ねの地域自立支援協議会の委員構成についてですが、相談事業者のほ

か、利用関係機関、特別支援学校、就労関係機関、それから、当事者団体が含まれております。 

 この情報のシステムでございますけれども、実務的な使用を想定しない方々のご意見を今の段階から

聞いて決めるものではないと思っております。区内部の情報セキュリティに関するシステムでございま

すので、現段階におきましては、まだ実務的な使用を想定する相談支援事業所からの聞き取りだけにと

どめておきたいと思っております。 

○田中委員  では、行く行くは、その進捗状況だったりを、ぜひ地域自立支援協議会のほうにお知ら

せいただければと思います。 

 次、行きます。障害児者福祉計画について伺います。次期の障害者福祉計画には３年間のサービスの

実績と見込量が示されていますが、その数字の根拠や、どうやってその実現を目指すのかという具体的

な手順やロードマップが読み取れません。今回の予算立てでは、この計画の初年度で何を実現しようと

しているのかをお知らせください。 

 例えば、計画の中で、障害者相談支援事業者は３年間で４か所のままですが、一方で、手話通訳派遣

事業や要約筆記者派遣事業はだんだん増やしていくように示されていますが、どのように実現を目指す

のでしょうか。 

 また、次年度は、高次脳機能障害者支援について、現状のままということでしょうか。３か年計画の
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中に拡充を予定されていないのか伺います。 

○築山障害者施策推進担当課長  次期の障害者福祉計画の主要なテーマでございます。こちらは４つ

掲げておりまして、１つが安心して暮らせる地域生活の支援、それから、２つ目が包括的な障害児支援

の充実、３つ目が、社会参加の促進、４つ目が地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進、こちらを

主要テーマとして取組んでいくことを考えております。 

○松山障害者福祉課長  具体策というところでございますけれども、計画について、どこまで具体策

を明文化するかにつきましては、今後開催される策定委員会におきまして、パブリックコメントを含め

て検討してまいりたいと考えております。 

 また、地域拠点相談支援センターの増設につきましても、区といたしましては必要と考えております

し、既存の相談支援センターの機能を強化して増やしたいと考えております。 

 次に、高次脳機能障害の来年度の予算を増やすことはないのかというお尋ねでございますが、実績に

応じて現在予算を積算しておりまして、これまで週に１回、高次脳の専門相談員を配置して、必要に応

じて多機関との連携をしているところでございまして、来年度も同様の配置を予定してございます。こ

ちらにつきましても、第２回目の障害者団体とのヒアリングが終了したところでございますので、パブ

リックコメントも含めまして、拡大につきましては、今後の策定委員会で検討していきたいと思ってお

ります。 

○田中委員  分かりました。ぜひ、当事者の方たちの声を聞いていただきたいと思います。 

 時間の関係上、次へ行きます。保育士のメンタルヘルス相談窓口設置事業委託について伺います。 

 相談窓口ができることについては歓迎します。目的については、プレスで確認しました。感染症に

限った相談窓口となるのでしょうか、確認をさせてください。 

 そして、現在入札中ということなのですが、委託業者は民間事業者を検討しているのか、どのような

専門性を持った事業者を求めているのか。 

 また、深刻な相談内容があった場合の対応と、区職員は対象外とのことですので、区職員の相談窓口

はどこになるのかをお知らせください。 

○若生保育支援課長  保育士等のメンタルヘルス相談事業についてのお尋ねでございます。 

 まず、こちらが新型コロナウイルス感染症の要素だけのご相談に限るのかということでございますけ

れども、きっかけが今回のコロナ禍ということで、いろいろと不安を抱えている保育士等の皆様に対し

ての相談支援ということでございますけれども、それに限らず、日々の人間関係ですとか、心や体の不

調、そういった幅広い相談に、電話相談ですとか、ウェブとか、あるいは面談、こういったところで支

援をさせていただくといった事業でございます。 

 それから、どういった事業者かについては、現在契約手続き中でございますけれども、こちらにつき

ましては、専門的にメンタルですとか健康相談などを行っている民間事業者がございますので、そう

いったところへ事業を委託することを想定してございます。 

 それから、深刻な内容というようなところでございますけれども、どういった内容があるかというと

ころは様々あるかと思います。専門性に関しましては、臨床心理士ですとか、精神保健福祉士、あるい

は、保健師、看護師等のスタッフをそろえるということになってございますので、十分対応していける

と考えてございます。 

○立木保育課長  区の職員のメンタルサポートに関しましては、職員の保健業務を行います看護師、

カウンセラー、それから産業医の先生による健康相談や、あと外部機関、共済組合等ですけれども、相
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談窓口が整備されております。 

○田中委員  保育士の悩む原因の一つに、虐待を目撃したということがあると聞いています。特に先

輩保育士や上司に当たる人が虐待をしていることに気付いたとき、なかなか相談できないということで

す。このメンタルヘルス相談窓口設置事業では、虐待事案の相談も受けることができるのでしょうか。

ぜひそういう相談も受けてほしいと求めますが、いかがでしょうか。 

○若生保育支援課長  虐待関係のご相談、こういったところに関しましても、やはり職場に相談でき

なくて、あるいは、事業者ですとか区のほうにもちょっと言いづらいというようなことは承知しており

ます。こういった外部のプライバシーが守られる機関のほうで、虐待に関して、それに限らずですけれ

ども、様々な相談に関してお受けして、必要な関係機関につなげていくということができるように考え

てございます。 

○田中委員  虐待事案の相談を受けた場合に、どのような手順で解決に向けた動きがされるのか伺い

ます。 

 そして、虐待事案の相談に限らず、保育環境等を相談した保育士が特定されないような、今もプライ

バシーというお話がありましたが、そのような配慮がどのようにされているのかを伺います。 

○若生保育支援課長  虐待の相談があったときの手順等でございますけれども、基本的に、園のほう

でそういった事例があった場合は通告義務がございますので、児童相談所ですとか子ども家庭支援セン

ターのほうに、まず保育園のそういったことをお聞きした保育士のほうから伝えるという義務がござい

ます。 

 ただし、そういったところが話しづらいということで、そういった相談機関を使ったというところに

関しましては、必要に応じて区のほうにつないでいただいて、そこから子ども家庭支援センターとかへ、

その情報をつなぐと、そういった流れになるかと想定してございます。 

 それから、プライバシーについては、先ほどの繰り返しになりますけれども、守られる形で事業を進

めてまいります。 

○渡部委員長  次に、木村委員。 

○木村委員  私からは、２２１ページの上から４行目、高齢者社会参加促進事業の中の健康づくり・

生きがい活動事業から質問をいたします。 

 健康づくり・生きがい活動事業には、その下、６つの事業があります。どれも高齢者には大変魅力的

でしょう。この６つの事業の中で最も人気が集中しているのは何でしょうか。 

 そして、この６つの事業で、区民の割合で何％ぐらいの高齢者が参加しているのか、お聞かせくださ

い。 

○菅野高齢者地域支援課長  高齢者社会参加促進事業のうちの健康づくり・生きがい活動事業に記載

された６つの事業のうち、どれが人気かというお話だと思います。どれも人気の事業ですので、このよ

うに継続させていただいている次第なのですけれども、私がこの１年間従事した限りでは、グラウンド

ゴルフ大会を９月の末に開催させていただいたのですが、そのときにとても多くの方にご参加いただい

たのと、あと、輪投げ大会も１１月に開催したのですが、そのときも多くの方にご応募いただいたとい

うことで記憶しております。 

○木村委員  今、こういう時期でありますから、特に密を避ける意味でも、野外で行われるグラウン

ドゴルフ、このようなものも大変人気が集中していると思います。 

 現在、コロナ騒ぎで、密集、密接、密閉の３つを避けるために開催されない事業というのも中には
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あってもおかしくないと思いますけれども、何か密を避ける、私は密を避ける意味でも、外で行うグラ

ウンドゴルフ、今言われましたけれども、本当にもっともっと大きくしていく価値があるのではないか

と思いますけれども、お聞かせいただきたいと思います。 

○菅野高齢者地域支援課長  今、開催ができて、大変多くの方にご参加いただいたグラウンドゴルフ

大会と輪投げ大会のお話をさせていただいたのですが、反対に、やはり委員がおっしゃったとおり、密

を避けるためなどの理由で開催できなかったシルバーダンスパーティーや、いきいき健康マージャン広

場、いきいきカラオケ広場などは、今年度事業を中止させていただく、もしくは、事業は行っているの

ですが、やはりカラオケ店などには利用者がいないという状況になっております。 

○木村委員  この６つの事業以外に、コロナの今だからできることというのは何かあるのか。あのよ

うなことをしてみたいなどのアイデアは何か出ているのか、出ていないのか。それがあればお聞かせい

ただきたいと思います。 

○菅野高齢者地域支援課長  アイデアということで、私たちも、主に高齢者クラブの方と、このコロ

ナ禍において何ができるのかというところで工夫させていただいた事業が、このグラウンドゴルフだっ

たり、輪投げ大会だったりしたわけなのですけれども、それ以外の方に、やはり在宅高齢者の方の健康

維持のために何かできないかということで、自宅でもできるような運動や栄養や交流といったこと、フ

レイル予防のことを盛り込んだチラシの配布だとか、広報紙に掲載を行ってきたところです。 

 また、最近ですけれども、ケーブルテレビ品川を通じまして、そういったフレイル予防についての働

きかけを高齢者の方にした次第です。 

 また、来年度につきましては、オリジナル体操動画というのを「通いの場」の中で考えておりまして、

そちらの体操動画をケーブルテレビでも１年間放映するということで、イベントがなかなか難しい中、

自宅でそういった体操ができる取組みを考えていきたいと思っているところです。 

○木村委員  高齢者のために、またいろいろとアイデアを出していただきたいと思います。 

 世間はコロナ一色、高齢者の皆さんや重篤な病をお持ちの方には大変厳しいときであります。こんな

ときだからこそ、どのようなことに注意し、そして、こんな行動をしてほしいなど、行政としてお願い

するようなことは何かありますか。お聞かせください。 

○菅野高齢者地域支援課長  やはりこちら、まずフレイル予防、先ほども申し上げましたが、運動、

食事、人との交流ということがフレイル予防には一番大事ということで認識しておりますので、こちら

について、さらにいろいろな媒体を通して高齢者の方たちに呼びかけていきたいと思っております。 

○木村委員  健康のためには、体を使う、頭脳を働かせる、腹の底から声を出す、どれも大変大事な

ことですけれども、ほかに、これ以外に何か絶対これは健康のためにやったほうがいいよというような

ことがあれば、何か例を挙げていただきたいと思います。 

○菅野高齢者地域支援課長  これ以外ということですけれども、私どもも今考えているところではあ

るのですが、何よりも運動、食事、人との交流の中で何が一番大事か。やはり人との交流が一番大事な

のかなということで、そういう研究機関の調査でも発表されているところですので、こちらの人との交

流を促せるような、コロナ禍でなかなか難しい部分はあるのですが、少しでもそういった仕掛けができ

るようなことを検討していきたいと思っております。 

○木村委員  先ほどもお聞きしましたけれども、声を出すと言えば、カラオケでありますが、密閉で

飛沫を飛ばすのですから、いかがなものかということをよく言われております。しかし、その反面、腹

の底から声を出すということでありますから、健康的には最高だと思います。 
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 あと、室内の換気や消毒等の徹底が必要になりますが、カラオケを楽しむためには、ほかにどのよう

なことに注意が必要だとお考えでしょうか。 

○菅野高齢者地域支援課長  こちらのいきいきカラオケ広場にも、かなりの登録団体の方がいらっ

しゃいます。また、シルバーセンターなどでも、やはり活動内容の中にはカラオケというのが半分以上

の団体の方が占めておりまして、なかなか再開できないでいることが私どもとしても心苦しい限りです。 

 やはり飛沫を抑えるとか、どうしても夢中になってしまうとマイクを握ってマスクを外してしまう、

そういったこともあり得るのかなと思うと、なかなか躊躇しているところなのですが、ただ、世の中の

そういった動きを見させていただいて、いろいろなところを参考にさせていただきながら、少しでも早

く再開できることを目指していきたいと感じております。 

○木村委員  先ほどフレイルという言葉が出ましたけれども、国内でも自宅待機をする高齢者が大変

多くなっています。その結果、フレイルから認知症を患ってしまう高齢者が多くなると思いますけれど

も、行政としてお薦めできる、家庭のテレビゲームの、例えば、ひとり健康マージャンやひとりカラオ

ケと、何かできるようなものはないのでしょうか。区独自の健康法が何かあれば、高齢者の皆さんにア

ドバイスをお願いしたいと思います。お聞かせください。 

○菅野高齢者地域支援課長  今現在も皆様がそれぞれの家庭で、ゲームができる方はゲームをしたり

とか、テレビを見たりとか、楽しんでいらっしゃるのかなと思います。 

 区独自としては、先ほどお話しさせていただいたオリジナル体操動画等を流させていただいて、運動

の習慣を家庭でもつけていただく、そのようなことをしていきたいと思っております。 

○渡部委員長  次に、松本委員。 

○松本委員  私は、２４７ページ、ひとり親家庭支援事業、中でも養育費相談支援事業について伺い

ます。 

 本件については、西村副委員長も一般質問で質問されておりましたけれども、離婚後の子どもの養育

問題というのは、我が国の極めて重要な課題であります。「令和３年度品川区当初予算案」プレス発表

には、公正証書の作成支援ということで、助成金１人１万１,０００円が計上されています。他の自治

体では、上限５万円を限度に実費支給としているところもあり、１万１,０００円というのはやや少額

に思えるのですが、この額の根拠をお示しください。 

 また、養育費の取決め、実際には離婚や財産分与など、ほかの取決めと同時になされることが多いと

思います。支援を受けられるのは養育費の取決めに関わる部分だけだとは思いますけれども、そういっ

たほかのものと一緒に公正証書を作成するときにも利用できるという理解でよろしいのか、お願いいた

します。 

○三ッ橋子育て応援課長  来年度から実施いたします養育費相談支援事業でございます。こちらに関

しましては、予算として捉えていただければと思いまして、実際にその方その方によって公正証書とい

うものは金額が変わってまいります。したがいまして、区としては、予算上１万１,０００円と捉えて

おりますけれども、高額な方も中にはいらっしゃいますので、それは実費として考えているところでご

ざいます。 

 また一方、養育費の取決めでございますが、家庭相談員が中心になりまして、実際にどういうような

養育費の取決めを今までしていたのか。子どもの養育プランの作成支援から実施していこうと思ってい

るところでございまして、実際に離婚の前の段階で、どのように対応していくべきかなども考えている

ところでございます。 
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 また、こちらの公正証書等でございますが、この公正証書についても、もちろん公証役場のご紹介を

したり、また、公正証書の作成費用の援助をするに当たっても、品川区内のご紹介と、また、実際には

どういうことが必要なのかということを、家庭相談員中心となって実施していくところでございます。 

○松本委員  今、公正証書等とおっしゃいましたが、これは調停のほうの申立費用とかというのも含

まれるのでしょうか。他の自治体だと、それも含まれていて、一応このプレスを見ると、公正証書に限

定されているのかなと思ったのですが、いかがでしょうか。 

○三ッ橋子育て応援課長  そちらに関しましては、公正証書等と申し上げましたけれども、公正証書

でございます。失礼いたしました。 

○松本委員  やはり公正証書となると、双方の合意が完全に必要になってくるところもありますので、

他自治体だと、本当に調停とかも含めて支援を行っているところがあるかと思いますが、これは初年度

ということで、まだこれからいろいろあると思いますので、できれば区民の方のニーズを読み取ってい

ただきながら、ぜひ拡大していただければなと思います。 

 また、私のほうで１万１,０００円ということで申し上げたのですが、これは予算上ということで、

場合によっては増えていく可能性もあると。その１万１,０００円は、私のほうで何が根拠なのかなと

思ったら、公証役場の手数料が５００万円以下だったら１万１,０００円で、その５００万円以下とい

うのは養育費との関係でどうなのかというと、大体額にしたら、これは１０年分で算定するので、一家

庭で月４万円です。４万円を超えて５万円とかになると、恐らくもうこの額を超えていくということに

なると思いますので、このあたりも、ぜひ初年度を踏まえていただいて、次年度以降、さらに予算を増

やしていただければなと要望いたしたいと思います。 

 次に、養育費の立替保証のほうです。こちらは、ひとり親と民間保証会社の間の養育費の立替保証契

約、これの初回保証料を５万円を限度に助成するというものだと思います。この養育費の保証サービス、

ここ数年で一気に認知度を高めている分野なのですが、昨年、日弁連からも弁護士に対して、業者の中

に高額な手数料や保証料を掲げるものがあるなどの注意喚起がなされました。 

 今回、初回保証料の助成ということなのですけれども、月額の保証料もかかっていくサービスだと思

うのです。あと、業者の約款を読んでいると、一定の条件を満たしたら、業者のほうから一方的に契約

を解除できるように、そういうふうに読めるものも出てきています。 

 この事業の先進的な自治体というのは、やはり明石市ということになると思うのですけれども、実は、

明石市がパイロット事業をやられたときには、単に初回保証料を助成するというだけではなくて、市が

保証会社と業務委託するということで、提携をしながらやっていったところがあるのです。 

 これ、今、すごく心配しているのが、ひとり親家庭を食いものにする業者が出てくる可能性を心配し

ておりまして、今回の当区の事業、そういった保証会社との契約を監視するとか、あるいは、ひとり親

家庭が消費者被害に遭うことを予防するような仕組みというのは用意されているのでしょうか。お願い

します。 

○三ッ橋子育て応援課長  こちら、立替保証の関係でございます。こちらに関しましては、家庭裁判

所をご卒業した調査官が中心となって実施していくものでございますが、実際に先進区の状況をいろい

ろ調査していきますと、委員がご心配のことなどもございますけれども、こちらに関しましては、やは

り丁寧に相談していきながら実施していこうと考えておりますので、ひとり親の方や相談相手の方が本

当に困り事がないように対応していきたいと思っております。 

○松本委員  これはどこの自治体でも多分この二、三年だと思うので、日弁連のほうも心配している
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のが、場合によっては、保証会社で反社が関わってくる可能性も。これ、何でかと言ったら、このサー

ビス、監督官庁も決まっていないのです。認可とか許可とかも全然要らないサービスなので、ここ数年

でかなり業者が増えてきて、どうなるのかというのがちょっと不安なところもありますので、ぜひ、相

談員の方、調査官出身の方ですので、そこはかなり具体的に検討していただきながら、制度設計をして

いただければと思います。 

 続きまして、今のことを踏まえて、保証会社に頼むのではなくて、明石市のほうも、この保証会社の

問題点、最近やっていただいた結果、少し分かってきたところもあるので、自治体が独自に、自治体自

身が立替えるというふうなことも今明石市ではやられて、去年から始まりました。そういったことも検

討していただければと思うのですが、いかがでしょうか。 

○三ッ橋子育て応援課長  実際に保証会社ではなく、区独自で立替を実施してはどうかということで

ございますけれども、まずは来年度、何も実施していない状況から始めてまいりますので、様々なこと

があると思います。それらを考えながら、まず一歩として、今回の子どもの養育プランの作成支援や養

育費の取決め支援、そして、確保のための支援というものを実施していきたいと考えております。 

○松本委員  本当にそこの部分をやっていただくのがまず第一だと思っています。 

 日本の養育費の問題というのは、やはり大分遅れているというふうに海外からも言われていて、すご

く思うのが、これまで司法での対応をしていて、私も弁護士だから申し上げますと、弁護士料が高いと

いうところもあったり、ハードルが高いというところがありました。アメリカとかを見ていると、養育

費の回収というのを行政がやるということがある程度広まっていて、場合によっては免許証の停止とか、

あるいはパスポートの発行を断るとか、そういうことも義務に違反している人に対してはやっていくと

いうふうな状況があります。日本もその方向に進んでいくべきだなと思っているところではありますの

で、引き続きこの分野は研究していただきながらお願いできればと思います。 

 最後に、養育費とパラレルでよく言われている面会交流のほうも取上げたかったのですけれども、こ

れは要望だけ最後にさせていただければと思います。 

 一般質問でも、私、過去に取上げて、西村副委員長も取上げられていたところですけれども、この問

題は、やはり国際的にもどんどん、ＥＵからも決議されてどうにかしてくれと言われている分野ですの

で、港区で面会交流のコーディネート事業も始まっていますので、当区でもぜひともご検討をよろしく

お願いいたします。 

○渡部委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後０時０４分休憩 

 

○午後１時０５分再開 

○渡部委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。湯澤委員。 

○湯澤委員  私からは、２２１ページ、高齢者社会参加促進事業、それから、高齢者クラブ支援事業

などについてをご質問させていただきます。 

 令和２年度は、コロナの影響で、区のイベントのほとんどが中止やオンライン開催となりました。午

前中の質問にもありましたが、高齢者社会参加促進事業についても、中止や人数制限による開催が多

かったようでありますけれども、区の判断に対する高齢者の声が担当課のもとに届いていたら教えてく

ださい。 
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 また、高齢者クラブにおいても、コロナでほとんど活動ができなかったという声が会員から聞こえて

まいりますが、高齢者クラブに対しどのような注意喚起や指導をどのような手段で行っていたのか、併

せて教えてください。 

○菅野高齢者地域支援課長  それでは、高齢者社会参加促進事業の部分について幾つかご質問があり

ましたので、お答えさせていただきたいと思います。 

 この間、コロナ禍によりまして、いろいろな区の事業が中止になったということなのですが、主にこ

ちらの社会参加促進事業の中で中止になったものは、シルバーダンスパーティー等がございます。こち

らが中止になったことに対する直接的な声は届いていないのですけれども、シルバー成年式を中止にさ

せていただいたときに、対象者の方皆様におわびのお手紙とマスクケースをお配りさせていただいたの

ですが、楽しみにしていたのにというお声が一部届いたという状況にはなっております。 

 そして、高齢者クラブの事業に対しても、やはり私どもが事務局をやっております品高連の事業にお

きましても、多くの事業を中止させていただいたりとか、各クラブの事業も、それぞれのクラブの判断

でなかなかできないということが多いということは聞いております。すごく残念だということでお話は

聞いているのですけれども、例えば、１回目の緊急事態宣言後の９月に、ようやくある程度の１００人

規模の理事会なども開かせていただいた時期があるのですけれども、そのときに都の研究機関や厚生労

働省が作成した、そういった高齢者クラブ等の集まる場のガイドラインを作成したものがございました

ので、そちらのほうをお配りさせていただくなどして、少しでもクラブの方たちが安心して活動できる

ような取組みをしてきたところでございます。 

○湯澤委員  やはり高齢であるために感染リスクが上がっていたこともあって、活動をかなり自粛さ

れたという方がかなりいらっしゃったように思います。以前は地域活動に活発に参加していたご高齢の

方で、新型コロナに感染しない１００％の予防法として、人に接触しないことだと言って、１年以上ほ

とんど外出をしないで、また、ご夫婦なのですけれども、会話もせず、食事も別々に取っている、その

くらい徹底している方もいらっしゃったりしました。 

 巣ごもりが長く続けば健康被害、そして認知症、うつ病といったおそれがあるので、何らかの対策を

しなければならないと思います。品川区は、巣ごもりによって健康被害が出る可能性がある高齢者がど

のくらいいると把握しているか、また、適度な運動を促すためにどういった対策を行っているか、教え

てください。 

○菅野高齢者地域支援課長  ２点のご質問にお答えさせていただきます。 

 品川区で巣ごもりによってどのぐらいの高齢者の方が健康被害に遭われているかというのは、具体的

な調査等を一人一人の方には行えておりませんので、数字のほうは申し上げられないのですけれども、

こちら、毎年７５歳以上の方を対象に、介護予防対象者把握事業ということで、総合事業の対象者に

行っております健康チェックリストを配布させていただいて、要介護や要支援認定を受けていない方に

配布させていただいているのですけれども、そちらのほうの調査を今年度も行って、回収して集計して

いる最中です。そういったところで、毎年行っておりますので、昨年度との比較などができて、今後、

どういった方たちがどのぐらいの割合でそういった健康被害が起きているのかなど、そういった対策が

必要なのかということが分かってくるのかなと思っているところです。 

○湯澤委員  例えば、グラウンドゴルフ大会とか、担当課は違いますけれども、高齢者の参加が多い

いきいきウォーキング、そういった屋外での競技に関しましては、換気も大変よく、感染リスクも低い

と思いますので、高齢者が健康被害を起こさないためにも、感染状況を見極めつつ、予防対策万全の下
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で今後も極力開催するべきと思いますが、いかがでしょうか。 

 また、健康促進のイベントだけでなく、今回やむを得ず中止となってしまったシルバー成年式、そう

いったものについても、他の自治体にはない高齢者への感謝の気持ちを込めたイベントでありますので、

今後、感染拡大の際には、中止ではなく延期として、今回の令和２年度の中止に関しても、例えば特例

措置で延期開催を視野に入れるべきではないかと思いますが、そちらのほうはいかがでしょうか。ご見

解をお聞かせください。 

○菅野高齢者地域支援課長  今委員のご指摘にありましたとおり、屋外でできる、室外でできるグラ

ウンドゴルフ大会など、今年度も高齢者クラブの方たちの協力を得まして、９月の末に実施させていた

だいた次第なのですけれども、参加者の方たちも皆さん喜んで参加していただいているということもあ

りまして、来年度についてもぜひ開催したいねということで、高齢者クラブの方とはお話をしていると

ころでございます。 

 また、シルバー成年式については、今年度、残念ながら、かなりの人数の方が集まるということで感

染拡大を懸念して中止にさせていただいたのですが、来年度につきましては、予算計上はさせていただ

いておりますので、コロナの状況がどうなるかということもございますが、できるだけ工夫して、多く

の方に感謝の意を述べられるような形で開催できたらなと思っているところでございます。 

○湯澤委員  重症化のリスクを考えると、延期の判断も大変難しいとは思いますが、引きこもってし

まうというのもよくないと思います。 

 厚生労働省では、動かないことで心身の機能が低下して動けなくなっていくという、生活不活発病へ

の注意を呼びかけるためのチェックリストを作成しております。品川区でも、「品川区の介護保険」と

いう冊子の中で、介護予防の観点から、とても見やすいチェックシートを作成していただいております

ので、これらを生活不活発病のチェックシートに改良していただいて、また広報広聴課に協力を仰いで、

特に高齢者の情報源となっている「広報しながわ」に掲載したり、また、コロナ禍で高齢者が足を運ぶ

ことが多い病院、歯科医師、薬局、そういった医療機関と連携して、チェックシートの配布の協力を仰

ぐのはいかがでしょうか。ご見解をお聞かせください。 

○菅野高齢者地域支援課長  今、委員からご提案がございました生活不活発病に関することというこ

とで、避難所の生活で動き回ることがなかなか不自由になってしまって、身体の機能が低下してしまう

ということのお話だと思います。 

 こちらのチェックリストは私も拝見させていただいたのですが、区において、先ほどの介護予防対象

者把握事業で行っておりますのは総合事業のときのチェックリストを使っているのですけれども、こち

らのほうは厚生労働省の要領に基づいて規定されたチェックリストになっております。そこと全ての年

代の方の避難生活におけるこちらのチェックリストということで、また少し項目が違うところもござい

ますので、この辺のところは、どういったところが効果的なのかということを検証して、今後の検討課

題にさせていただきたいなと思っております。 

○湯澤委員  区も様々な形で広報活動を行っていると思いますけれども、巣ごもりをし続ける高齢者

の中には基礎疾患がある方も大変多くて、どんなに注意喚起をしても、やはり新型コロナ感染が一番怖

いということで頭がいっぱいの方も多いようであります。なので、今回提案させていただきました

チェックシート、ほぼ全ての高齢者に直接行っていただくことで、巣ごもりによる健康被害があること

をまずは本人たちに知ってもらって、二次被害に遭わないような対策を自分で考えて行動してもらうこ

とが重要であるのではないかなと思っております。このチェックシートの活用と、それから三師会の協
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力、そういったことをお願いいたしまして、高齢者や基礎疾患のある方を新型コロナの二次被害から守

る取組みの強化をしていただきたいと思います。 

○渡部委員長  次に、あくつ委員。 

○あくつ委員  私からは、２１３ページ、成年後見制度経費、併せて、２２３ページの障害者の予算

も含んで、成年後見制度について伺います。また、２３３ページ、障害児者総合支援施設運営

費、２６９ページ、生活困窮者自立支援事業、住居確保給付金について伺います。 

 まず成年後見制度ですけれども、平成２８年の法律によって、品川区でも「品川区成年後見制度利用

促進基本計画（素案）」が、３月１０日までの期間でパブリックコメントを実施中であります。来年度

の１０月に公表されて、計画期間は令和５年度までと。 

 １つのポイントとして、地域に中核機関を定めることになっています。司令塔機能、事務局機能、そ

して進行管理機能を持つべき機関とされていますが、品川区では、この中核機関をどこが担うのか教え

てください。 

○寺嶋福祉計画課長  品川区成年後見制度利用促進基本計画、今現在パブリックコメントを実施中で、

まさに策定中ということですけれども、今ご質問のありました中核機関につきましては、区、それから

社協で連携してやっていくというのが今現在の考えでございます。 

○あくつ委員  厚生委員会でも報告がありました。２か所が中核機関であるということが、本計画に

おいて位置づけられています。 

 厚労省の資料を見ると、この中核機関の設置については幾つかのパターンがあって、パターン１は自

治体が直営でやる、２番が、直営プラス一部委託、３番が全部委託、４番が複数自治体による広域委託

の集まり、幾つかのパターンがあるのですけれども、品川区は、このパターン２の直営プラス一部委託

であるかと思われますが、そのような理解でいいのかというところ。 

 さらに、これは町田市とか、ほかのところの先進事例でやっていますが、正直、私は、この優れた実

績のある成年後見センターが全部委託なのかななどと思っていたのですけれども、例えば新宿区などは、

中核機関はもう社協へ後見センター単独委託ということになっています。 

 今回、品川区が中核機関を品川区と社協の共管とした理由、またメリット、デメリットがあるとすれ

ば、それも教えてください。例えば役割分担とか、事務局機能はどちらが担うのかとか、司令塔機能は

どちらが担うなどというのが決まっているのであれば、教えてください。 

○寺嶋福祉計画課長  詳細につきましては、まさに今検討が進められている真っ最中という部分もあ

りますけれども、まず１点目のご質問につきましては、品川区、それから一部委託ということで、社協

の委託というのが、今の段階での一番有力な考え方となってございます。ご案内のとおり、品川区には

実績のある成年後見センターがございます。こちらの機能を今後もまずしっかり活用させていただくと

いうことが肝になろうかと思っております。 

 一方で、国のほうの通知によりますと、基本的にはまず直営というのがありまして、一部委託、全部

委託も可ということになっておりますので、これはやはり行政もしっかり関与していく必要があろうと、

このように考えております。 

 また、品川区の社協ももちろんしっかりやっていただいていますけれども、行政もやはり相談しやす

いとかというお声をいただくことも、ありがたいことにございますので、やはり行政もこれはしっかり

力を入れてやっていくべき仕事であろうと、このように考えております。 

○あくつ委員  これから利用促進を進めていくということで、国も力を入れていく、品川区も力を入
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れていくということで、両輪としてやっていっていただきたいと思います。 

 成年後見のところで２つ質問したいのですけれども、１つが、やはりお金がかかるというところです。

後見人にお金がかかるというところで、これは低所得の人がなかなか利用しにくいのではないかという

ような懸念が区民にはあります。それで、本人の財産、大体月に何万円かを後見人にお支払いし

て、１０年経てば数百万円の支出になるというところで、もしご存じであれば教えていただきたいので

すが、成年後見制度、法人後見する場合には、平均で月にどの程度の報酬をお支払いするのか。年間の

件数とか総額とかも分かれば教えていただきたいということ。 

 品川区では、そういうことを見越して、障害者に係る成年後見人報酬への公費助成というのを行って

います。これは２２３ページの成年後見制度区長申立経費の中に含まれているのかなと。これは区の要

項を見ると、月額で書いてあるのですが、月２万円とか、これがその中に入っているのかどうか、また、

年間件数と金額を教えていただきたいと思います。 

 報道によれば、品川区社協が単独で低所得の方に、これは申立費用とか後見人の報酬、月１万円の助

成を行っているようなのですけれども、これがどの程度活用されているのか、件数や金額等を教えてく

ださい。 

○寺嶋福祉計画課長  まず低所得者のというところからのご質問でございますけれども、構造としま

して、まず区長申立をする際には、診断書経費、申立経費、精神鑑定料等の経費を区が一旦病院、裁判

所のほうに直接お支払いするということで、求償能力のある方につきましては、確定後に求償するとい

う制度もございますので、低所得者が利用できないということのないような仕組みはしっかりつくって

いるところでございます。 

 また、区長申立以外の申立につきましても、社協のほうが類似の助成制度を持っておりますので、ま

ずご利用できるというふうになっているところでございます。 

 それから、これ、なかなか報酬の金額がというのは難しいのですけれども、年度平均で、社協のほう

からの報告によりますと、２５万円弱ぐらいの報酬がかかっているということで聞いているところでご

ざいます。 

○松山障害者福祉課長  委員お尋ねの障害者の成年後見制度の区長申立経費につきましては、やはり

報酬が負担になり生活保護基準以下になってしまう方や、報酬支払いが困難な人に対しての報酬助成と

いうのをしております。 

 鑑定料、診断料ということで算定をし、報酬助成件数としては、５件ということになっております。 

○あくつ委員  社協のお話は今なかったのですけれども、社協の予算書を見ると、これはもう９００

万円ぐらい積んでいて、低所得の方には報酬の助成をしているということがあります。 

 これは何で聞いたかというと、区民のほとんどが恐らくこのことを知らないのではないかと思って、

やはりお金がかかるのではないかと思っていらっしゃるところがあるというところで、その後続いて質

問しますけれど、今回、計画作成に当たって実施したアンケートの結果もこの素案に載っているのです

けれども、この後見制度について、名前も内容も知っている方は４１.３％、名前は聞いたことがある

けれども内容は知らない人が４２.４％、私もホームページを確認したのですけれども、品川区の福祉

計画課のホームページには正直ほとんど記載はありません。品川区社会福祉協議会のホームページをご

参照くださいというふうに、社協ホームページを見るようにというリンクが張られています。 

 社協のホームページを見ると、制度名と数行の事業説明が書いてある。そこから深く検索できるよう

な情報も社協のページにはありませんでした。正直、ものすごくあっさりした内容で、高齢者の方やご
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不安な方、ご家族でネット環境を駆使できる方は、ご本人でなかなかこの品川区の制度について確認が

できない。とにかく社協へ連絡してくれということで、そこでお話をしてからいろいろご説明しますと

いうような内容だと思うのですが、今回の国のほうの基本計画では、中核機関というのは具体的に４つ

の機能を段階的に整備するということが求められていて、その筆頭が広報機能となっています。今回、

この推進計画ができるということで、この制度の広報についていよいよ本格的に行わなければならない

のかなと。先ほどの助成制度も含めてですけれども、このあたりは計画に書き込むのか、書き込まれな

いのか、また、今、素案ですから、中核機関である品川区と社協が広報することについて、どのように

お考えかお聞かせください。 

○寺嶋福祉計画課長  成年後見制度の利用につきましては、これまでも品川区は他の自治体に比べて

先進的にやってきたという自負はございますけれども、やはり制度そのものが決して簡単な制度ではな

く、それから、福祉全般に言えることですけれども、当事者になり、かからないとなかなか関心を持っ

ていただけないというような側面もございまして、ＰＲしたとしても大変難しい内容になることがこれ

までも想定されてきました。 

 そういった中で、今回、基本計画を策定するということで、今、ご指摘いただいたとおり、広報機能

というのが非常に求められております。今回の基本計画策定をきっかけに、いかに分かりやすく周知す

るかというところで、今までは実際に相談に来た方に対して、必要だと思われる方にご案内をするとい

うやり方を取っていたのですけれども、例えば、もう少し分かりやすい簡易型のパンフレットを使って

周知ができないかとか、今、まさにそういったことを検討しているところでございます。これは中核機

関を担う区、それから、実際の成年後見センターを持っている社会福祉協議会、併せて周知にはしっか

り努めていきたいと、このように考えております。 

○あくつ委員  さっき申し上げたのは、お金がないとだめではないの、診療看護だけではだめなの、

財産管理なんて必要ないのではとやはり思われている方もいらっしゃると思う、必要ないというか、自

分はできないのではないかと思う方がいると思うので、そこのところは、こういう制度がある、社協で

はやっています、障害者福祉課ではやっていますということをしっかりアピールしていただきたいと思

います。 

 では、時間がないので、２つまとめて。障害児者総合支援施設運営費のところで、これまでの議論の

中で、内容はあまり深く触れませんけれども、児童発達支援事業について５か月待ちというような、そ

ういう認識について質疑をやらせていただきましたが、品川区にとって、これは喫緊の課題であること

は間違いないと思います。この課題は、今、第６期の障害福祉計画と第２期の障害児福祉計画を策定し

ていますけれども、小山台住宅等跡地という表現もあって、国のほうでは、令和５年度までに１か所は

つくってくださいと。１か所は、品川児童学園がもうあるというところで、ただ、それでは足りていな

いという、これはもう誰もが認める現状があるというところで、これは令和５年度まで持ち越すのです

か、それとも、小山台住宅が触れるようになるまで持ち越すのですかということ。解決するためには、

例えば前倒しで何か手を打つのか。品川児童学園にてこ入れするのは分かるのですけれども、それだけ

では多分到底足りないというところで、具体的なお考えをお示しいただきたいと思います。 

 もう一つは、住居確保給付金のところで、これも先週お問い合わせのあった件で、借主が暮らし・し

ごと応援センターへ申請をすると。その後、審査で認められれば、これも言ってしまいますが、給付金

は大家のほうに支払われるという制度になっています。もしくは不動産媒介事業者へ支払われると。こ

の不動産業者からお問い合わせがあって、昨年からかなりの件数の住居確保給付金が不動産会社のほう
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の口座に入金される。ご相談があったのは大手の事業者です。しかし、品川区からの振込には、片仮名

で「シナガワセイカツフクシ」という振込名義と給付金額のみ通知されるものがずらずらと出てくると。

肝心の個別の借主の情報が何も書いていないので、どの借主の分の家賃給付なのかが分からない。区役

所に問い合わせしても、個人情報なのでお答えできないと言われてしまう。そのため、どなたの分が振

り込まれたのか、確認にすごく時間がかかるということで、これ、ほかの区もやっているということで

すけれども、世田谷区、大田区なども件数が非常に多くて、品川区はそこまでではないということなの

ですが、対応が区によって大分、電話での対応も異なるようで、個人情報ということなのですが、普通

に考えたら、本来個人が支払うべき家賃を国・自治体が給付しているのですから、大家にお知らせする

というのは個人情報になるのでしょうか。電話だからだめだということなのかもしれないのですが、で

あるならば、金額のみの振込ではなくて、例えば、振込をする情報に何らかの工夫をするとか、そう

いったことを何かお考えいただけないかということをお聞きしたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  児童発達支援センターの整備について、私からお答えします。 

 まず小山台住宅まで待つのかというようなご指摘ですけれども、委員がおっしゃられるとおり、子ど

も発達相談室についての機能というのは、まだ不足してございます。その認識はございますので、既存

の子ども発達相談室というのをきちんと機能させること、そして、新たに品川児童学園と同様な機能を

持つようなところが必要と思っております。 

 現在、東京都とも協議をしております。東京都が児童発達支援センターというところも指定権限を

持っているところですので、区だけでは決められないものがございますので、現在協議をしているとこ

ろでございます。その協議を経ながら、積極的に整備のほうを考えていきたいと思っております。 

○櫻木生活福祉課長  住居確保給付金の振込の件でございます。現在、不動産会社もしくは大家様等

からお問い合わせをいただいた際には、お電話ですと、限りはございますが、一応個人情報に配慮した

上で、お答えできる範囲で回答はさせていただいているところでございます。 

 また、いわゆる借主の方へ支給額であるとか、支給期間とか、振込予定日を都度お伝えする紙をお送

りして、必ず大家様もしくは不動産業者の方へ、こういう形で振り込まれるということをお伝えくださ

いということをやっておりまして、その旨、今後も徹底してまいりたいと思います。 

○あくつ委員  住居確保給付金のほうですけれども、その方がおっしゃるには、世田谷区は対応がい

いと言っていました。暮らし・しごと応援センター、私もお世話になっているので、あまり言えないの

ですが、対応はいいというところで、そこはぜひ配慮した上で教えていただきたい。 

 それと、借主に、貸主、不動産屋にしっかり伝えてくれと。これ、結構難しいと思うのですが、そう

しないとやはりそういう業者は困ってしまいますので、ぜひよろしくお願いします。 

○渡部委員長  次に、横山委員。 

○横山委員  私からは、２２３ページ、高齢者多世代交流支援施設運営費、２３７ページ、子育て支

援事業について、２４１ページ、児童相談事業についてお伺いいたします。 

 １点目に、児童相談事業についてお伺いいたします。子ども家庭支援センターの成果として、どのよ

うな事例がありますでしょうか。 

 障害者福祉部門など、部門を超えて各事業の中で実際に子どもの虐待予防につながっており、意識も

根づいてきているかと思いますが、今後、さらなる理解やアクションにつなげてほしいと考えておりま

す。特に発達障害に関しては、虐待によって発達障害に似た症状が起きることがありますが、子ども家

庭支援センターにおける相談の現状と、部門を超えた連携についてご説明をお願いいたします。 
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○崎村子ども家庭支援センター長  子ども家庭支援センターにおける発達障害に関する相談の現状と、

連携という部分のご質問かと思います。 

 まず子ども家庭支援センターは、発達障害かどうかを診断する機関ではございませんので、発達障害

に限定するというようなことはなかなか難しいのですけれども、先ほどほかの委員からも、児童発達支

援事業が５か月待ちでなかなかつながりにくいといったようなご発言もありましたが、やはりこの間、

発達に特性のあるお子さんの相談ですとか、中には子どもの対応に疲れてしまって、つい大きな声でど

なってしまった、手を出してしまったといったご相談を受けることが増えている印象がございます。 

 成果といたしましては、昨年４月に子ども家庭支援センターをオープンしまして、その中にプレイ

ルームを備えております。この中で、子どもと一緒にご来所することを提案しまして、その中で心理職

などの専門職が、子どもの行動や様子を見ながら特性を把握して、特性に合わせた子育てについて保護

者と一緒に考えて、継続的に支援をしているところでございます。必要に応じて品川児童学園ですとか

保健センター、医療機関等もご案内して、各関係機関と連携して対応しているところでございます。 

○横山委員  先ほどのあくつ委員のご質問等にもありましたけれども、根本的な課題を解決していく

というところ、大変重要かと思いますけれども、それまでの間にどのように支援をしていくのかという

ことを、子ども家庭支援センターのほうでもお話を聞いていただいたりですとか、あとは、そういった

プレイルームなどを利用していただいて、少しでも相談、寄り添いをしていただくことで、子育てしや

すい環境につながっていくかと思いますので、引き続き、ぜひ連携をしていただきながら、よろしくお

願いいたします。 

 次に、要保護児童対策地域協議会について伺ってまいります。長期的に要保護児童対策地域協議会と

の協働によって、支援の質を上げていってほしいと考えています。見守りと称して何もしなかったり、

それぞれがばらばらに動いたり、押しつけや批判になると、逆効果で非効率的です。必要なニーズに対

してできることをみんなでやっていくこと、また、各関係機関の限界を確認し合い、苦労を分かち合い

ながらコーディネートを調整していくということが重要です。要保護児童対策地域協議会の現状と今後

の支援の質の向上について、区のお考えをお聞かせください。 

 また、ケース会議についても伺います。現在、個別のケース会議では役割分担を決めているかと思い

ますが、役割分担を決めて終わりということではなく、いつまでに何を達成できていたらどうするかと

いうことを、ある程度先の見通しを持ちながら進めていただきたいと考えますが、現在の状況と区のお

考えをお聞かせください。 

○崎村子ども家庭支援センター長  まず、要保護児童対策地域協議会の関係でございます。現在、区

では要保護児童対策地域協議会を３層構造で運営しておりまして、児童虐待のほかに、高齢者・障害者

虐待、また配偶者暴力を包括しました全体会と、その下部に、１３地域のブロックごとに児童センター

が事務局となって開催しております地域分科会、また、今、委員からご紹介がありました、具体的な要

保護児童の支援のための協議会、ケース会議というものがございます。 

 今後については、現在、区立児童相談所の開設に向けて取組みを進めておりますが、まず子ども家庭

支援センターの充実強化を図ると同時に、そういった地域の子どもに関わる機関同士の連携を強化して、

それぞれの対応力を強化させることによって、支援の質を高めていく必要があると考えております。 

 今年度は、「児童虐待を見逃さないために」という関係機関向けのリーフレットを作成して、関係機

関に配布をしたところでございます。今後も要保護児童対策地域協議会を核として、その取組みについ

て進めてまいります。 
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 ２点目のケース会議についてですが、今の委員のご指摘のとおり、ケース会議で役割分担の確認です

とか支援方針の確認をする際には、いつまでその支援を行うのか、また、その支援が有効であった場合、

有効でなかった場合、どうするかといったところ、見通しを持って支援をしていくということは、ケー

ス会議に限らず、日頃の進行管理の際にも大事な視点であると捉えております。子ども家庭支援セン

ターでは、その意識をしたケースワークを心がけているところでございます。引き続き、関係機関と密

に情報共有を図りながら、子どもとその家族のその時々の状況に応じた支援を行うように努めていきた

いと思っております。 

○横山委員  要保護児童対策地域協議会のほうを、ぜひ充実強化のほうを、子ども家庭センターのセ

ンターそのものですとか、また、その会議体についても、強化のほうをぜひお願いしたいと思います。 

 ケース会議につきましては、やはり当事者のご家族ですとか、なかなか見通しがつかない中でご相談

をしていくというのは大変不安だと思います。ですので、各関係機関である程度、必ずこういったもの

という具体的な何かというものがなかなか見通せないような状況のときもあるとは思うのですけれども、

その個別の事例に合わせて、ある程度先の見通しというものを確認していただきながら、そういったと

ころを今後の区立児童相談所の準備に向けても意識していっていただきたいと思っていますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 ２点目に、子育て支援事業についてお伺いいたします。昨年１２月、私は足立区の任意団体ポルテ

ホール連絡協議会によるコネクトリンク勉強会に参加しました。子どもの支援をする民間団体と法務少

年センター、弁護士、地域の関係者、行政等の専門家集団が、日常的なつぶやきから社会的課題までを

柔軟に地域と協働することを目的とした会です。子育て支援団体、子ども食堂や子育てサロンの運営団

体、子育て相談などを実施している団体など、様々な子育て支援に関わる団体の横のつながりとして、

品川区ではそうした交流会などを実施していますでしょうか。現状について教えてください。 

 ３点目ですが、高齢者多世代交流支援施設運営費についてお伺いします。私は豊かな経験を持つ６０

代以上の退職後の方々にヒアリングをいたしましたが、長年サラリーマンをして自宅と会社の往復だっ

た方が、ここにきて時代が変わって、退職をしたときに生きがいや趣味をと言われましても、ずっと仕

事をしてきたのだから無理ではないかというご意見などをいただきました。 

 そこで、昨年１１月に、横浜市青葉区のまちの未来づくりプログラム、市ケ尾ユースプロジェクトに

ついて、ＮＰＯ法人まちと学校のみらいにお話を伺いました。地域に様々な経験を持つ人材がいるのに

もかかわらず、地域の活動に参画できていない方が多いこと、さらに、中高生の持つ力、ポテンシャル

は高いにもかかわらず、地域や実社会との接点を持つ教育活動が多く行われているわけではなく、どの

ようにしたらプラスに転じることができるか、中高生だけではなく、大人がどう関わることができるか

という課題を解決することを目的に、地域で活動する人材と中高生が協働して、青少年の社会参画を促

す体験活動を実施する事業です。 

 実際に中高生との協働をする前に、第１回目は、「中高生の今を知ろう」をテーマにしたワーク

ショップを、第２回目には、大正大学地域構想研究所特任教授の浦崎太郎先生を講師に、「中高生との

接し方、大人が心がけたいこと」をテーマに、高齢者などの大人のみで研修を受けたということです。 

 ゆうゆうプラザの事業の中で、中高生との接し方を学べるワークショップなどを開催して、多世代が

交流し、居場所となるような事業を実施してはいかがでしょうか。区のお考えをお伺いいたします。 

○廣田子ども育成課長  子育て支援団体の交流会等についてお答えいたします。 

 区内にネットワークが複数あることは把握しておりまして、その中で、区にお声のかかるものもござ
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います。また、区と地域で子育てをしている団体と共催で、昨年より意見交換会を開催しておりまして、

次年度以降も続ける予定となっております。 

○菅野高齢者地域支援課長  私からは、ゆうゆうプラザでの中高生との接し方を学べるワークショッ

プ等の開催ということで、こちらについてお話しさせていただきます。 

 ゆうゆうプラザにつきましては、多世代の区民の身近な憩いの場、交流の場として地域に開かれた施

設で、現在区内に４か所ございます。例えば、平塚橋ゆうゆうプラザでは、荏原平塚学園吹奏楽部のコ

ンサートなどによって、学校の生徒と入居者の方や、そちらに通われる方たちとの交流などをしており

ます。 

 委員ご提案の事業につきましても、今後、多世代交流支援施設が発展していくために、一つのご提案

ということで捉えさせていただいて、今後も事業者とともに検討していきたいと思います。 

○横山委員  今回、子育て支援団体の拡充というところもありましたけれども、ぜひ、いろいろな

ネットワーク、複数あるということですが、区全体として、一つ交流などもぜひ進めていただきたいと

思います。 

○渡部委員長  次に、せお委員。 

○せお委員  私からは、２２５ページ、障害福祉相談事業、２２７ページ、医療的ケア児地域生活支

援促進事業、２２９ページ、医療短期入所事業、２５３ページ、公設民営保育園費について、順不同で

お聞きします。 

 まず医療短期入所事業ですが、こちらは医療的ケアが必要な方でも利用できる医療型ショートステイ

であると認識しております。今回、具体的にどのような利用方法を想定されていますでしょうか。 

 また、予算見積書には、医療的ケアが必要な障害児者が一時入所できる障害者施設の不足に対応する

ためとあります。現在、医療型ショートステイを利用できる施設は、品川区内でどこかありますでしょ

うか。２点お聞かせください。 

○松山障害者福祉課長  私から、医療短期入所事業についてお答え申し上げます。 

 まず１点目でございますが、対象者は重度心身障害者の方、それから、医療的ケアがあるために短期

入所のサービスを受けることがなかなか難しい方を想定しておりまして、利用方法につきましては、ま

ず相談支援員にご相談いただき、相談支援員を通じて区に申し込みをいただくという形になっておりま

す。区は医療機関と調整の上、利用者のほうに利用の可否についてお返事申し上げるという形になって

おります。 

 ２点目ですけれども、区内にこちらの医療短期入所事業を利用できるところがあるかどうかというこ

とでございますが、現在はございません。来年度から、荏原中延にあります森山リハビリテーションク

リニックにご協力いただきまして、同クリニックと連携してこの事業を実施していくものでございます。 

○せお委員  品川区内では初めてということで、大変うれしく思いますし、大変期待しております。 

 今回引き受けていただく森山リハビリテーションクリニックですけれども、一度お邪魔しました。院

長の和田医師のお話なのですけれども、レスパイトだけの目的では意味がない、リハビリテーション病

院に来られるのだから、ご自宅で介護されている際の困り事などを解決できるようアドバイスするとと

もに、入院している間に、その後の生活をよりよくするため、本人にアプローチしていきたいといった

趣旨のお話があり、私はすごく感動しました。レスパイトだけでも十分意義がありますが、本人のＱＯ

Ｌの向上も短期間なのにしっかり考えられていて、ぜひとも皆さんに利用してもらいたいと思いました。 

 これを機に、森山リハビリテーションクリニックのような医療機関とさらに連携を進めていってほし
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いのですが、対象の施設を増やす予定はあるのか、見解をお聞かせください。 

○松山障害者福祉課長  医療短期入所事業の方向性でございますが、これまでも区内の病院に交渉を

しておりました。引き続き交渉するとともに、こちらの森山リハビリテーションクリニックの和田先生

が持っているノウハウを、ぜひ障害者福祉課と連携しながら、地域の障害者の方のために連携を深めて

いきたいと思っております。 

○せお委員  医療的ケア児者のＱＯＬが向上するような支援を、これからもぜひ続けていただきたい

と思います。 

 次に、障害福祉相談事業のところでは、２点お聞きしたいと思います。 

 まず１点目、支援相談体制促進事業です。今まで障害児の相談支援は障害者福祉課が担っていたので、

順次、事業所のほうへ移っていただくようご案内している最中かと思います。そこで、現在は何割ぐら

いの方にご案内できて、事業所に移れたのは何割ぐらいか、ご存じの範囲で教えてください。 

 また、今後は全ての障害児に民間の事業所へ移っていただくという認識でよろしいのでしょうか。そ

の際には、どれぐらいの期間を目途に考えていますでしょうか。お聞かせください。 

 最後、児童を対象とされている施設は現在、区内７か所かと思いますが、見込量に対して施設数とい

うよりは、相談支援専門員の数が重要ですが、そちらは足りているという認識でしょうか。お聞かせく

ださい。 

○松山障害者福祉課長  児童の計画相談について、３点ご質問いただきました。 

 まず移行状況についてでございますが、計画相談の作成が必要な方は、約８５０人でございます。既

に、７割の方にご案内をさせていただいておりまして、８５０人の半分の方は民間事業所に移行いたし

ました。 

 次に、民間事業所への移行の見通しについてです。現在、障害者福祉課が作成している半分の方につ

きましても、ご本人やご家族の選択の上で移行を進めまして、約１年後、令和４年３月末ぐらいを目途

に全ての方の移行を目指しております。 

 最後に、相談支援専門員の人数が充足しているかについてでございますが、ご本人やご家族の希望と

事業所の受入可能数というのがなかなか一致しないところもございます。少数ではあるのですが、受入

可能な事業所もあり、今後ＰＲが必要と考えております。また、現在は開設間もない事業所や更新時期

と重なるため、今は受入れができませんが、来年度受入可能な事業所、そして、３月に新たに１か所開

設した事業所があるため、今のところは、あと数人相談支援専門員がいれば一定程度充足すると考えて

おります。 

○せお委員  今ご答弁がありましたが、まさに皆さんが一気に事業所を探していて、いっぱいで断ら

れたというお声もあります。施設数を増やしていただきたいとは思うのですが、品川区は相談支援に関

してちょっと遅れていたために、今、一気に進めていることもあって、事業所側にとってもかなりの負

担です。そういう点でも、品川区から事業所への補助金などはぜひとも減らさずに、継続していただき

ますよう要望いたします。 

 さらに、１８歳未満の相談支援というのは、自分の子どもにはどのような支援が必要で、どのような

施設に何日ぐらい通うのがいいのか、これからどのような目標を持てばいいのかなどが主だと思います。

そのような主に施設や行政支援などの情報の部分を、品川区内の相談支援専門員全員で情報共有できる

と、それぞれの事業所が同じぐらいの質を保てるのではないかと思いますが、現在、事業所間で情報共

有はなされていますでしょうか。 
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 そして、情報共有だけではなく、特性に合わせた支援計画書の立案などのスキルを高めることができ

れば、同じく質が保たれることになります。様々な事業者が参加できる勉強会や研修会の開催を区が定

期的に行っていただけるとスムーズかと思いますが、見解をお聞かせください。 

○松山障害者福祉課長  まず、区内の事業所間の情報連携についてです。自立支援協議会の相談支援

部会や連絡会を通じて行っておりますが、計画を作成するに当たっての研修につきましては、東京都の

研修、また相談支援部会で作成したマニュアルを使った簡単な勉強会ということを行っております。 

 ただし、なかなかスキルのレベルアップまでと申しますと、今後、どの事業所でも計画策定に当たっ

て、例えばアセスメント等につきまして、相談の質や相談のスキルというのを高められるような勉強会

というのを実施していきたいと考えております。実施に当たりましては、相談支援事業所と協議してま

いります。 

○せお委員  相談支援事業所をご家族が選ぶ際に、現在は、自宅から遠いけれど評判がいいとか、自

宅から近いのに評判が悪いとか、そんなうわさが正しいかどうかは分かりませんけれども、皆さん自宅

から近いところを選びたいですし、皆さんと同じような情報提供を受けたいので、ニーズをいま一度把

握していただいて、ビジョンを持って進めていただきたいと思います。 

 ２点目は、基幹相談支援センター運営費の中に、予算見積書では障害者相談支援システムネットワー

ク整備の基本設計委託の予算計上がされています。システムネットワークについて、まず開始当初はど

のようなものを想定されていますでしょうか。例えば、どこまでの関係機関がネットワークに入るかと

か、初めは庁内だけなど、現段階での想定がありましたら教えてください。 

○松山障害者福祉課長  現段階での障害者相談支援システムネットワークの範囲ですけれども、もち

ろん区の情報セキュリティポリシーを担保した上で、地域の拠点相談支援センターと児童発達支援セン

ターとの連携は最低限必要だと考えております。 

○せお委員  私も、ネットワークシステムというのは、障害児者が関わる全ての関係機関で情報共有

できるというのがベストだと思っています。私が議員になってからすぐこのお話をさせていただいてい

ますが、様々課題があって、時間がかかるのは理解できますし、ある程度システムが整っている高齢者

福祉課においても、課題はたくさんあると思います。 

 この予算がついていることは前進で、ありがたいことです。先ほどの相談支援のところも、スムーズ

に行うためには事業所間の連携も重要で、そこはこのネットワークシステムが確立されれば可能となり

ますので、まずはできることから確実に進めていただきたいと思います。 

 続きまして、医療的ケア児地域生活支援促進事業に移りまして、医療的ケア児等コーディネーターに

関してお聞きします。こちらの予算は「インクルーシブひろば」に関する費用と認識しておりますが、

医療的ケア児のご家族が相談できる場所とありますので、この「インクルーシブひろば」に医療的ケア

児等コーディネーターを配置するという理解でよろしいでしょうか。ほかには、どちらに配置するご予

定があるのか、お聞かせください。 

 また、先ほどの質問でお話ししました、現在は医療的ケアが必要ない障害児に障害者福祉課から事業

所へと移ってもらっていますけれども、医療的ケア児は、基本相談も計画相談も基本的にはどちらです

るのか教えてください。 

○松山障害者福祉課長  ２点のご質問をいただきました。 

 医療的ケア児等コーディネーターの配置場所でございます。来年度から予定しておりますのは、委員

ご指摘の「インクルーシブひろば」が１か所と、重症心身障害者通所事業所「ピッコロ」のほうにも１
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か所、大人と子ども１か所ずつ相談員を配置する予定でございます。 

 その後ですけれども、こちらの医療的ケアの相談について、計画相談は、今のところ資格としてはご

ざいません。将来的には、医療的ケア児のコーディネーターが相談員資格を持っていただけるのが１か

所で受けられるということで、非常によろしいかと思っております。 

○せお委員  医療的ケアが必要ない障害児は、先ほどの相談支援事業所に相談をして、コーディネー

トしていただくのですけれども、医療的ケア児に関しては、また違ったスキルが必要となりますので、

限られた人材を医療的ケア児とそのご家族に確実に提供できるように、まずは「インクルーシブひろば」

が中心となって進めていただきたいと考えます。こちらも検討をお願いします。 

 公設民営保育園費に移ります。今後、区立保育園の民営化が５園予定されています。今までも様々議

論がありますが、改めて民営化することで具体的に何が変わるのか教えてください。特に、子どもたち

に直接関わることで変わることがございましたら、教えてください。 

○吉田保育施設調整担当課長  保育園を民営化することで、子どもたちに直接関わるところでどうい

う変化があるかということについてご説明いたします。 

 区では、令和３年度より区立保育園５園を、運営業務委託の手法によりまして、公設民営保育園とし

て民営化を進めてまいります。保育の内容につきましては、業務委託契約の仕様書において、引き続き

区の方針に沿った質の高い保育を実施するところです。 

 民営化における一番大きな変化点は、保育園における保育士が、区の職員から運営業務委託事業者に

変わるところとなります。民間活力の導入によりまして、多様な保育ニーズに応じたサービスの提供に

取組んで、保育の質・量の向上を目指します。 

○せお委員  私が不安に感じているのは、皆さんお気づきだと思うのですが、障害児の受入れに関し

てです。現在、障害児そして医療的ケア児もやっと区立保育園・幼稚園では受入れを始めて、看護師の

予算もついて、障害児の日中の居場所ができ始めているわけです。現に障害児のご家族や障害がないお

子さんのご家族も、区立は安心して預けられると考えている方はいらっしゃいます。ですから、これか

ら民営化する園、さらには私立保育園に関しても、どんなお子さんでも受入れられる体制を整えていた

だきたいです。 

 そこで、現在公設公営の園以外で、障害のあるお子さんを受入れる際の、補助金などの支援はどのよ

うなものがあるのか、お聞かせください。その中でも、区立と私立で特別支援保育への補助金などの支

援に違いがあるのか、教えてください。 

○若生保育支援課長  私立保育園、公設民営以外の園での障害児等の受入れの際の支援についてお答

えいたします。 

 まず、障害児等配慮が必要なお子様の入園につきましては、基本的に、園からお断りということはし

ておりませんが、医療的ケアが必要なお子様につきましては、専門的な対応を要するため、現状、私立

保育園のほうでの受入れは困難な状況でございます。 

 次に、特別支援のお子様を私立保育園で受入れる際の補助金としましては、対象のお子様を一対一で

見るために職員を新たに配置した場合に、特別支援加算を上乗せして園へ補助しております。 

 さらに、特別支援の巡回相談事業におきまして、臨床発達心理士等が保育士に対して適切な支援方法

等の助言を行っているところでございます。こちらは毎年徐々に園数を増やして実施しているところで

ございます。 

 区立と私立での特別支援保育の補助金等の違いにつきましては、巡回相談に関する事業はおおむね共
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通してございますけれども、それ以外の補助金に関しては、私立の保育園のみが対象となってございま

す。 

○せお委員  区立園を民営化することに反対はしないのですけれども、民営化する際には、公設公営

と同じ対応ができるように整えていただいてから民営化していただきたいと思いますが、そこら辺、ど

のような計画を立案されていますでしょうか。お聞かせください。 

○吉田保育施設調整担当課長  民営化に当たりましては、保護者や園児の不安や疑問点などを解消し

まして、これまでの保育の質を低下させることなく進める必要があります。そのため、令和２年４月よ

り、区立保育園民営化ガイドラインを作成しまして、民営化された際に利用者の混乱が生じないように

進めているところでございます。 

 あと、例えば、公設公営保育園同様に、公設民営保育園で働く保育士が特別な支援を要する子どもに

ついて専門家のアドバイスを受けるための、学校心理士の巡回相談なども継続して実施してまいります。 

○せお委員  受入れてくれるところが少なくなるのではないかと考えていらっしゃる方もいるので、

選択肢が減らないようお願いいたします。 

 インクルーシブ教育でもインクルーシブ講演でもいつもお伝えしていますが、子どもの頃からみんな

一緒に地域で暮らすということで、相互理解が生まれてインクルーシブなまちや社会へつながりますの

で、例えば、品川児童学園だけに週５日通うという状態よりは、保育園・幼稚園に通いつつ、品川児童

学園のような療育施設にときどき通うということが当たり前になるように区全体で取組んでいただくこ

とを要望して終わります。 

○渡部委員長  次に、おくの委員。 

○おくの委員  ２６２ページの生活保護費について質問いたします。 

 まず、生活保護を受けていた方が亡くなり、その遺骨を引き取りたいという、いとこの方からご相談

いただいたので、その件から質問いたします。 

 亡くなった方は施設に入居されており、その方は遺骨を引き取りたいと思って品川区に電話したそう

です。ところが、その方がおっしゃるには、担当者から、区が支払う葬儀費用２１万円ほどを支払わな

いと遺骨を引き渡せないと言われ、亡くなってから一月以上経つ今日まで遺骨を受取れていないそうで

す。 

 遺骨は当然、遺族のものではないでしょうか。お金を支払わない限り、遺族のものにはならないとい

うことなのでしょうか。今回のような場合の品川区のお考えをお聞かせください。お願いいたします。 

○櫻木生活福祉課長  受給者の方が亡くなられた場合、一般的な流れとしましては、ご親族などの祭

祀主宰者となられる方がいらっしゃる場合は、葬儀などの実施や葬儀費用の負担をお願いしております。

つまり、お身内でご対応いただける場合は、ご対応いただくということでございます。 

 ご質問のケースにつきましては、ご親族の中で祭祀主宰者としての葬儀の実施および費用負担につい

てご意向を確認させていただいたというところで、ご親族で検討されるということでした。ただ、基本

的に費用負担はされないというご意向を伺いましたので、区のほうで葬祭扶助を支給したものでござい

ます。 

 ご遺骨につきましては、判例上、祭祀主宰者のものということでございますので、しかるべき方から

ご請求がありましたら、お手元に届くようなお手続きをご案内させていただくことになるかと思います。 

○おくの委員  遺骨はその遺族に引き渡されるということを確認させていただきまして、次に進ませ

ていただきます。 
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 次に、生活保護の申請についてお伺いいたします。今、厚労省のホームページ、「生活保護を申請し

たい方へ」というページを開くと、まず一番上に非常に目立つ形で、「生活保護の申請は国民の権利で

す。生活保護を必要とする可能性はどなたにもあるものですので、ためらわずにご相談ください。」と

書かれております。当たり前ですけれども、とてもいいことだと思います。 

 ところが、今、区の行う扶養照会が、申請をためらわせるものだとして大きな問題となっております。

申請をためらわせるということは、事実上、扶養照会が申請権を侵害して、生活保護の申請を国民の権

利として扱っていないということになるからです。 

 しかし、日本では、夫婦、直系血族、兄弟姉妹、また、家庭裁判所の審判があれば、３親等内の親族

まで、非常に広い範囲の人が扶養義務を負うことになります。したがって、扶養照会でここまで広く問

い合わせが行くかもしれず、知られたくないということで、生活保護の申請に様々なためらいが出てき

ます。また、実際にためらいを持つ方はいらっしゃいます。 

 そこで、このような扶養照会というのはやめるべきではないでしょうか。また、国にやめるように求

めるべきではないでしょうか。そして、この扶養照会をする根拠というのは一体何なのでしょうか。法

律に照会するような定めがあるのでしょうか。お伺いいたします。 

○櫻木生活福祉課長  扶養照会についてでございます。 

 扶養照会につきましては、基本的に、厚生労働省から来ている通知に基づき実施しているものでござ

います。したがって、現時点では、そのような通知にのっとって実施しているということでございます。

根拠につきましても、厚労省の通知となります。 

○おくの委員  通知ということですけれども、法律に定めはないわけです。ですから、その通知を廃

止するよう国に求めていただきたいと思うのですけれども、その点いかがでしょうか。 

○櫻木生活福祉課長  生活保護制度につきましては、第１号法定受託事務でございますので、基本的

には、国等の制度にのっとって進めていくことになるかと思っております。 

○おくの委員  実際に、知られたくないという思いから、申請しない方はたくさんいらっしゃいます。

例えば、生活に困った方を助けている一般社団法人つくろい東京ファンドというのがあります。昨年か

ら今年にかけての年末年始の生活困窮者向けの相談会、ここが開きました。そこに来られた方々を対象

に行ったアンケートの結果を引用します。現在、生活保護を利用していない方１２８人から受取った結

果です。 

 生活保護を利用していない理由を聞いたところ、最も多かった回答というのが、「家族に知られるの

が嫌だから」というものでした。３４.４％。特に２０代から５０代の方に限定すると、７７人中３３

人、つまり、４２.９％の方が、この「家族に知られるのが嫌だから」という理由を選んでいたそうで

す。 

 また、逆に、生活保護の制度や運用がどのように変わったら利用したいかという質問に対しても、

「親族に知られることがないなら利用したい」という選択肢を選んだ方が３９.８％、４割近くの方に

上ったそうです。 

 逆に、生活保護を利用した経験のある人の中では、５９人中３２人、つまり、５４.２％の方が「扶

養照会に抵抗があった」と回答していたそうです。 

 こういう実態が一つあるわけです。やはり私は、こういう実態からしても、扶養照会はやめるべきだ

と思います。 

 そこで、さらに質問させていただきます。扶養照会にどこまで意味があるのだろうかということです。
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伺います。品川区の昨年の新たな生活保護の申請者数、それから、そのうち何人について扶養照会を

行ったのか、それは申請者のどのくらいの割合になるのか、それから、そのうち何件が実際の扶養につ

ながったのか、お教え願います。 

○櫻木生活福祉課長  令和元年度につきましては、開始の件数が４２４世帯でございます。そのうち

何世帯かということは、扶養照会の延べ件数という形でしか把握できないのですが、そちらのほう

が２,９３９件でございます。おおむね対象者の半分強を照会させていただいているような、サンプリ

ングの結果、調査した結果、半分強というのが認識でございます。 

 照会した結果、金銭的な扶助をしていいよというお申し出をいただいたのが３件、また、引き取りの

申し出をされて廃止となった方が２世帯ということでございます。 

○おくの委員  ２,９３９件の扶養照会、大体申請者の半分強ぐらいの方にということだそうですけ

れども、膨大な手間暇をかけて３,０００件近く調べて、実際の扶養につながったのは、３プラス２

で５件、つまりは、０.２％にもならない数字で、極めて実態がない、ほとんど意味がない扶養照会、

照会しても意味がないということだと思います。 

 生活保護法にも、扶養照会をやるべきだとは書いていない。厚労省の一片の通知でやっているだけの

ことです。しかも、実態としては、申請を大いにためらわせている。生活保護の申請は国民の権利だと

厚労省のホームページにもでかでかと書いてある。もちろん、これは憲法２５条に基づいている。そう

いう国民の権利だという規定に反する結果をもたらしているような扶養照会、やはりこれはやめるべき

だと私は思います。そのことを強く要望いたしまして、私の質問を終わらせていただきます。 

○渡部委員長  次に、くにば委員。 

○くにば委員  本日は、２６１ページ、ベビーシッター利用支援事業、２６３ページ、オアシスルー

ムについてです。 

 まず、オアシスルームについてです。オアシスルームは、お子さんを預ける際に幅広い理由で気軽に

利用できますが、予約が取りづらい点に大きな課題があります。この問題は以前から指摘されています

が、現在は新型コロナ感染拡大予防策で定員を半分にしているため、さらに深刻な状況です。 

 我が家でもオアシスルームを何度か利用していますけれども、あまりにも予約が取れないため、４か

所も現地に足を運んで利用登録をしました。しかし、そのうち３か所は希望日に予約を取れたことがな

く、いまだに利用できていません。 

 過去にほかの委員から意見と提言がありましたけれども、利用希望の施設ごとに個々に面談の予約と

登録が必要で不便、１回の登録で全施設を利用できるようにしてほしいというご利用者の声、私も痛感

しました。今回は別の問題なので、これ以上は触れませんけれども、改めてこの件は強く要望したいと

思います。 

 さて、オアシスルームは、毎朝９時に１か月後の予約ができるようになりますけれども、最もニーズ

が高い利用時間帯である１０時から１５時の時間帯は、予約開始から数分で埋まってしまうことがほと

んどです。利用予約は電話、スマホやパソコンで手軽にできる一方、前日の昼までなら簡単にキャンセ

ルでき、キャンセル料も発生しません。 

 ここに１つの問題点があり、毎日、朝９時にとりあえず予約だけ取っておいて、必要がなければ直前

にキャンセルする方々がいらっしゃると聞いております。同様の問題は、オアシスルームに限らず、宿

泊施設や飲食店での予約キャンセル問題でも挙げられているので、あり得る事態は想定できていると思

います。 
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 まず、この点をお伺いします。オアシスルーム全体のキャンセルについての傾向、キャンセルが極端

に多い方の把握などをお聞かせください。 

○若生保育支援課長  オアシスルームの予約等に関する問い合わせにお答えいたします。 

 まず、キャンセルに関しての全体の傾向というところでございますけれども、キャンセル自体は、当

然、事前予約制度になっている、システムで予約、あるいはコールセンターで予約するという仕組みに

なっている以上、一定のキャンセルが出るということは認識してございます。全体的な傾向として、ご

指摘があったような、とりあえず予約を入れておいてというようなところで、多数キャンセルが出てい

る、こういった事例というのは、幾つかそういう意見はいただいているところですが、それが区のほう

に多く寄せられているという状況ではございません。 

 また、特定の方がそういったキャンセルをしていることを把握しているのかというような部分に関し

ましては、特にどなたがというところは、区として把握してございません。 

○くにば委員  ウェブ申込みのシステムの仕様上、キャンセルをしてまたその再予約という部分がな

かなか把握しづらいところはあるのかなとは思います。ただ、キャンセルの乱用をする方が一定数いる

だけで、輪をかけて予約を取りづらくなる悪循環を生んでしまいます。 

 オアシスルームは、もともと６枠、１２枠を同時に利用できるのですけれども、今、コロナ対応で３

枠、６枠、その中でもゼロ歳児、１歳児は事前に予約ができたりするようなもろもろの仕組みがあり、

実際にはもう１枠ぐらいしか利用申込みができない、もうほとんど利用の申込み、予約ができないよう

な状況なので、ぜひともキャンセル問題に関して対策をしていただきたいのですけれども、例えば、利

用規約であるとか、ウェブの申込み画面とか、キャンセル画面のほうに、「キャンセルの頻度が極端に

高い方は以降のご利用をお断りする場合があります。」などの警告を記載すれば、一定の抑止効果はあ

ると思うのですけれども、いかがでしょうか。 

 併せて、キャンセルによる影響についての課題、検討している改善策があれば、お聞かせください。 

○若生保育支援課長  キャンセル対策等の部分でございます。まず、そういったキャンセルについて、

抑止するために、ウェブ画面等にそういったメッセージを表示するということは、対策としてはあり得

るものと考えてございますが、一般的な予約システム、ほかのサービスもそうだと思うのですけれども、

キャンセルが多いから、その方の利用を制限するというようなことを、区のサービスで制限するという

のは難しいのかなと考えているところでございます。 

 ただし、ご提案いただいたような注意喚起みたいなところは、区としても、そういった声を受け止め

つつ、今後考えてまいりたいと考えてございます。 

○くにば委員  キャンセルに関してですけれども、２０１７年まではキャンセル待ちができたと思い

ます。その後、キャンセル待ち制度がなくなったため、利用希望の日の予約が埋まってしまっている場

合は、毎日何度もコールセンターに電話をしたり、ホームページを小まめにアクセスしたりして、偶然

キャンセルが出るのを待つしかありません。キャンセル待ち制度の復活が現状の打開に一定の寄与をす

るのではと考えますけれども、いかがでしょうか。ご答弁お願いします。 

○若生保育支援課長  キャンセル待ち制度についてでございます。 

 ご指摘のとおり、インターネット等の予約システムが入る前には、各施設ごとにそういった柔軟な対

応を事実やっていたところでございますが、こういったシステムのほうで、前日まで予約をしてという

ところになりまして、なかなかキャンセル待ちの制度自体をシステムに取込んでやっていくということ

になりますと、現在、ほかにも優先予約で、ネウボラ枠という、ゼロ歳児等の先行予約で２か月前から
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予約できる制度もございまして、いろいろ制度が複雑化してしまうところと、あとは、予約のほうをよ

り使いやすいようにしていく一方で、そういった仕様も複雑化していく分、システムの費用も高価に

なっていく部分もございますので、そういったところは、ご利用される区民の方々のニーズを今後も幅

広くよく聞いた上で、効果的な仕組みを考えてまいりたいと考えてございます。 

○くにば委員  最後に、キャンセルに関して、もう１点だけ。オアシスルームの利用は、全ての方々

が１か月前に予定が分かるわけではないと思います。差し迫った状況で預け先がなくて困っている方の

ために、例えば、１枠は１週間前に予約開始にするなど、緊急度が高い方に予約のチャンス、もう一度

チャンスを与えるような運用はいかがでしょうか。ご見解であるとか見込みのほうをお知らせください。 

○若生保育支援課長  予約の枠を２段階というか、直前の枠についてもつくったらどうかというよう

なご提案だったかと思います。そういったところも、先ほどのご答弁の繰り返しになってしまうのです

けれども、制度のほうが複雑化していくと、逆に区民の方々に分かりにくい制度になってしまう部分も

ございますので、そういったところの制度のあり方、運用の部分も含めまして、今後考えてまいりたい

と思っております。 

○くにば委員  オアシスルームについては、以上になります。 

 次に、２６１ページ、ベビーシッター利用支援事業に関連して、ベビーシッターの一時預かり利用支

援について伺います。 

 品川区では、未就学児の一時預かり事業として、オアシスルームやトワイライトステイ、ショートス

テイなどがあり、また、おばちゃんちやファミリー・サポートなどの利用の選択肢もありますけれども、

それぞれ利用時間帯の制限や予約の取りづらさなどの課題があります。 

 北区では、３月１日の文教子ども委員会にて、東京都の制度を活用したベビーシッターによる一時預

かり利用支援事業を令和３年４月より実施するとの報告がありました。利用対象者は、保育認定の有無

を問わず、日常生活上の突発的な事情により一時的に保育を必要とする保護者、またはベビーシッター

を活用した共同保育を必要とする保護者で、対象児童は０歳から５歳の未就学児、２４時間・３６５日

利用でき、児童１人当たり年１４４時間、多胎児の場合は１人当たり年２８８時間、補助額の上限は１

時間当たり２,５００円となっています。 

 幅広い状況での利用が可能で、利用可能時間や補助額等、利便性の高い補助制度となっており、東京

都の補助率が１０分の１０の事業なので、区の負担も発生しません。品川区でも、このような事業の導

入についてご検討なさっていますでしょうか。 

○若生保育支援課長  東京都のベビーシッター一時預かり利用支援事業が予算案の段階で出ていると

いうところで、こちらについては、私ども、把握してございます。 

 こちらの事業の検討につきまして、これは一時預かり事業としましては、オアシスルームのほうを原

則として考えてございまして、区としましては、集団型の保育、集団保育が基本と考えてございますの

で、今のところ、都の事業を活用する予定はございません。 

○渡部委員長  次に、芹澤委員。 

○芹澤委員  私からは、２１９ページ、品川介護福祉専門学校運営助成、時間があれば、関連して、

外国人介護職員受入環境整備についてお伺いいたします。 

 まず初めに、介護福祉専門学校の現状の確認をさせてください。何度かこちらからも提案をさせてい

ただいていて、いつも定員４０名のところ、なかなか人が集まらないというところに対して、具体的に

営業職の採用であったりとか、あとは外国人材がこれから増えてくるというのを見越して、区内の大使
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館との連携というのを提案させていただきましたが、その進捗も併せてお聞かせください。 

 また、現状、この専門学校の中にいる方々で、外国人の方々がどれくらいいるのかも併せてお聞かせ

ください。 

○宮尾高齢者福祉課長  介護福祉専門学校に関するお尋ねでございます。 

 今度の４月に入学する予定の生徒の数でございますが、もう手続きまで済んでいるという生徒が２２

名、現時点でおります。プラス若干名、手続きはまだだけれども、予定をしている者が若干名いると聞

いているところでございます。 

 今年度、実はこれまで営業活動の大きな柱であった高校への訪問が、このコロナ禍でほぼかなわない

状況でございます。そういった状況を受けても、まず介護福祉専門学校のほうで、現在のスタッフで頑

張りまして、この２２名という生徒の確保を達成したというところでございます。 

 大使館との連携というところにつきましては、引き続き研究をさせていただきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 それと、外国人の生徒の在籍状況でございますが、今、手元に詳しい資料はないのですが、今でも若

干、生徒の中には外国人の方がおりまして、こちらの方々に対しても、引き続き対応等しっかりサポー

トしていきたいと思っております。 

○芹澤委員  例年２０名を切ってしまうことも何回かあった中で、今２２名をもう確保できていて、

プラスアルファも見込みがあるということで、大変うれしく思っています。 

 ただ、非常に厳しいことを言うと、毎年２０名くらいが横ばいになってきていて、もともとの定

員４０名分に対しての講師がいて、４０名分に対しての椅子があって、予算があってというような事業

だと思っています。そうすると、そもそもこの定員を、いつも２０名だったら減らしてはどうかという

ような議論になりかねないと思っています。 

 区として、介護人材というのが、現状、あと今後、区内のヘルパーも含めて、どのように推移してい

くとお考えなのか、お聞かせいただきたいと思います。 

 その中で区が、介護人材を予算をかけて育成するという意義をどのようにお考えなのか。やはり予算

をかけて区がやるべきだというようなお気持ちであれば、ぜひこれは前向きに、予算をもう少し入れて、

新しい取組み、より強い補助策というか、もしくは、より強い広報というのをしていくべきなのかなと

思っていますけれども、ご見解をお聞かせください。 

○宮尾高齢者福祉課長  介護職員の確保に関するお尋ねでございます。 

 介護職員につきましては、現在も、例えば欠員が生じた際に、一定程度の補充をできるまでに一定程

度の時間を要するという状況でございます。こちらにつきまして、こういった傾向は、やはり当面厳し

い状況が続いていくものと想定しております。 

 ただ一方で、我々、区として、保険者として、介護保険制度をしっかりと運営していくために、まず

はしっかりと介護職員を確保・定着・育成、こういったものが何よりも大切だと思っております。 

 引き続き、介護福祉専門学校との連携を含め、様々な観点から人材確保、それから、定着支援、こう

いった取組みを進めてまいりたいと思っております。 

○芹澤委員  介護福祉専門学校については何度も質疑をさせていただいて、実際に介護事業者の方々

からすれば、この介護福祉専門学校から来る人材というのは非常に優秀であるというようなお話も何度

もいただいております。ぜひ、４０名の定数がある中で、これをしっかりと守り切って、４０名では足

らなくなるぐらいの策を進めていただければと思います。 
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 続いて、人材の全体的なお話をお伺いしたいと思います。この委員会の中でも別の委員から、介護人

材の住宅確保というお話が何度かあったと思います。ある意味そのとおりだなと思っていて、区から社

会福祉法人に対して住宅の貸し出しを行っているというようなお話もありました。 

 家賃支援に関しては、東京都の制度を使っていただくというようなお話があったかと思いますけれど

も、それもそうなんだろうと思っていますが、東京都の家賃支援も上限というか、たしか４００戸ぐら

いしかないのかなと思っていますので、この制度を区の法人がどれだけ使っているという把握がもしあ

ればお聞かせください。 

 ないにしても、これに上乗せをするというのは、区としてできるのかなと思っています。この家賃支

援の上限の上乗せというのもそうですし、ほかに、例えば高齢者の住宅確保ということで、敷金・礼金

とか、家賃もそうですけれども、これらの補助というのをやってきたと思いますけれども、そういった

ことを、例えば介護事業者の方々に対してやるというようなお考えがあるのかをお聞かせください。 

 あと、もう１点、以前、介護事業者の職務を少しでも楽にできればということで、ＩＣＴの活用とい

うのを提案させていただきました。前向きにやるというようなお話があったかと思いますので、現状を

お聞かせください。 

○宮尾高齢者福祉課長  職員に関するお尋ねでございます。 

 まず、東京都が行っている事業に対する、区の事業者がどのぐらい利用しているかという実績でござ

いますけれども、残念ながら、各事業者が東京都のほうに直接申請をするというスタイルになっており

ますので、細かいところは把握しておりませんが、幾つかの事業所が利用しているということは伺って

おります。 

 こちら、住宅確保に関する区の支援策というところでございますが、視点が若干変わってしまうので

すが、来年度、避難所の関係で、民間の事業者が避難所として提供すると言ってくれたような場合は、

連絡要員といいますか、そういった職員向けに、戸数は微々たるものではございますけれども、そう

いった支援をさせていただくという予算を今回考えさせていただいているところでございます。 

 引き続き、どういった対策が職員の確保に向かって有効かというところは、検討させていただきたい

と思っております。 

 それから、ＩＣＴ活用支援でございますが、今年度、区立の東大井多機能ホームで、ＩＣＴ、見守り

センサーですとかを導入する事業を進めさせていただいております。これらの検証を踏まえて、来年度

も、八潮南特別養護老人ホームにおきまして、センサー等、それから、職員がスマートフォン・タブ

レットを持つ、こういったことを考えているところでございます。 

○芹澤委員  介護人材に関しては、非常に厳しい職務の中で頑張っていらっしゃいますので、ぜひ住

宅確保等の補助というのをご検討いただければと思います。 

 最後に、外国人介護職員受入環境整備ということで、これは、どういったことをやっていらっしゃる

のか。基本的に外国人材というのは、何年間かでいわゆるビザが切れていって、更新、更新というよう

なものになります。非常に厳しい制度なので、今、取締まりもどんどん増えてきておりますけれども、

このサポート体制、もちろん区がやっていかれるということで予算をつけていらっしゃるのだと思いま

すけれども、このサポート体制の中で、まさにこの在留資格というのは行政書士の一番のメイン業務に

当たるかと思いますので、例えば行政書士会と連携をして、それぞれの介護事業者が不法就労をやって

しまわないようなサポート体制をとるというのができるかと思います。ご見解をお聞かせください。 

○宮尾高齢者福祉課長  外国人職員の採用に関するお尋ねでございます。実は今年度も予算計上させ
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ていただいておったのですが、いかんせんコロナ禍のこういう状況でして、予算のほとんどが消化でき

ずに残念ながら終わってしまっております。しかしながら、令和３年度も引き続き確保に向けて予算計

上させていただいているところでございます。 

 この事業を進めるに当たっては、実際に採用を考えている事業者の皆様のなるべく負担にならないよ

う、そういったサポート的な経費も今回考えさせていただいております。ですので、例えば事業者が一

からやるということではなく、負担をなるべく軽減できるように考えているところでございます。 

○渡部委員長  次に、塚本委員。 

○塚本委員  私からは、２２３ページ、高齢者住宅運営費、２３１ページ、障害児者福祉施設運営

費、２１５ページ、認知症高齢者支援事業の中から、先ほど別の委員からもありましたけれども、本人

ミーティングについて伺いたいと思います。 

 初めに、２２３ページ、高齢者住宅運営費、これは区立高齢者住宅への申込みの基準というか、資格

というか、についてなのですが、現在、この区立高齢者住宅への申込みというのは、いわゆる公的住宅、

区民住宅とか、都営住宅とか、こういうところに入っている方は申込めないという規定になっているか

と思います。それは普通に考えれば、そのとおりというふうに受止めているのですけれども、１点、従

前居住者という住宅が公的にございます。戸越１丁目とか中延１丁目にありますけれども、この従前居

住者の中には、期限付きで、せいぜい３年ですか、出なくてはいけないというようなことで入居されて

いる方がいらっしゃいますが、こういった方についても、現在は区立高齢者住宅への申込みはできない

と言われているかと思いますけれども、ここはちょっと事情が違うので、申込みを可としてもよいので

はないかと思うのですけれども、区としていかがでしょうか。お伺いします。 

○菅野高齢者地域支援課長  区立高齢者住宅の入居についてのお問い合わせにお答えさせていただき

ます。 

 今、委員からご質問がありました従前居住者住宅の方のお申込みということで、期限が決まっている

方は申込めないのかということですけれども、高齢者住宅の入居要件は、立ち退き要求を受けている方、

または保安上、保健衛生上、劣悪な住宅に住んでいる方となっております。住宅に困窮しているという

ことで、そちらの従前居住者住宅に入居の方も、期限で出なければいけないという事情があるとは思う

のですが、最初から期限が決まっての入居要件ということになっていると思いますので、こちらは、立

ち退きや保安上、保健衛生上の劣悪な住宅には該当しないということで、申込みのほうをお断りさせて

いただいております。 

○塚本委員  今、答弁にもございましたけれども、立ち退きというものをどう捉えるかと。最初から

分かっているのだから、これはちょっと違うのではないかと。それは１つの見解かなとは思いますけれ

ども、やはり高齢者の方、本当に入居すると、従前居住者の方が必ず高齢者というわけではないですけ

れども、特に高齢者住宅に申込むということが高齢者なわけで、なかなか転居が決まらないという非常

に厳しい状況がございます。これはご承知かと思います。 

 そういった意味では、外形的には立ち退きとほぼ一緒なので、もう出なければいけない、期限が切ら

れて住むところがなくなるということです。ここについては、ぜひご一考いただいて、申込みを可とす

るというご決断も、これは要望でお願いしたいと思います。 

 次に、障害児者福祉施設運営費ですけれども、障害児者施設の運営ということに関しましては、やは

り当事者またその家族に寄り添った運営ということが大事なのだというふうに、私、また会派としても、

常にそういった視点から考えさせていただいているところでございます。 



－48－ 

 特に、寄り添うというところの中に、特別なというか、ちょっとユニークな事業というよりも、しっ

かりと当事者また家族とコミュニケーションを取るといいますか、相互理解を深める、こういった取組

みというのが、まず第一義的に大事なのではないかと私は思っております。 

 そんな中、今、品川区内で非常に関心を持つ取組みをされている団体がございまして、ファブラボ品

川というところで、「メイカソン」と銘打って、メイク、作るということとマラソンの２つの用語を組

合わせて、メイカソンというそうですけれども、ファブラボ品川というのは、基本的に３Ｄプリンタで

ものづくりということで、以前、産経費のほうでちょっと触れたことがあるのですが、ここでもやは

り３Ｄプリンタを使うのですけれども、障害児者、またその支援者が、健常者と一緒になって、大体５

～６人のチームをつくるのかな、短ければ１日、長ければ３日ぐらいかけて、当事者のどういうニーズ

がふだんの生活で必要なのか、こういったことをお互いに協議とか話し合いをしながら、そして、真に

生活に必要なもの、補助具みたいなもの、こういったものをオーダーメイドで作っていく、こういう取

組みです。 

 これ、結構大々的にやられておりまして、この前もオンラインイベントがあって、私も参加というか、

視聴させていただきましたけれども、こういった取組みというのは、当事者、家族とのコミュニケー

ションを図っていく上で大変有意義なものだなというふうに捉えていますが、枠として障害児者政策、

こういったものにも考え方として、こういった取組み、意味があるものと思いますけれども、ご見解は

いかがでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  委員ご提案の生活上の器具を３Ｄにして、オーダーメイドで提供するような

事業所ということでございます。一昨年になりますか、「ふくしまつり」のボランティアとして、たし

か出展していただいた記憶はございます。 

 残念ながら、今年は新型コロナ感染症拡大により「ふくしまつり」が中止になってしまったのですが、

私も拝見しまして、個別のオーダーに基づいて丁寧に相談してくださるということは伺っておりますの

で、今後、感染症の状況を見ながら、また来年度、「ふくしまつり」等もございますので、事業者と相

談しながら、何かしらの周知をしてまいりたいと考えております。 

○塚本委員  将来的には、各事業所でも、こういった取組みを導入していくというか、コラボしてい

くというか、そういったこともあり得るかなとも思っておりますので、ぜひ検討を進めていただきたい

と思います。 

 次に、プレス発表にあります本人ミーティングです。先ほど別の委員からも質疑がありましたけれど

も、特にこの本人ミーティングで非常に関心があるところは、認知症の人の視点を重視したやさしい地

域づくりを具体的に進めていくための方法なんだと。私、これを最初に見たときに、いわゆるケアプラ

ンみたいなものを個別につくっていくための手法なのかなと思ったのですけれども、そうではなくて、

総合的な政策立案をしていくための１つの手法としてあって、それをやさしい地域づくりということに

つなげていくのだということを言われております。 

 この地域づくりということにどのように本人ミーティングの成果が反映されていくのか、そこのとこ

ろについてお伺いしたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  本人ミーティングに関しましては、来年度、企画立案の段階からご本人にも

加わっていただいて、形にしていきたいと思っております。 

 委員お尋ねのやさしい地域づくり、まさにこちらにも資するものだと思っておりますので、しっかり

と進めてまいりたいと思っております。 
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 一方で、私ども、認知症カフェ運営事業を展開させていただいておりますが、こちらも地域づくりと

いう視点では同様のところかと思っておりますので、例えば、そこに今回の本人ミーティングで分かっ

てきたことなどをリンクさせるとか、そういったことも考えられるのではないかと思っております。 

○渡部委員長  次に、あべ委員。 

○あべ委員  私からは、２２７ページ、医療的ケア児地域生活支援促進事業、２３３ページ、障害児

者総合支援施設運営費、２４６ページの児童保育費、そして、２４３ページ、産後ドゥーラ資格取得費

用助成について、時間があれば、地域包括支援センターについても一言話したいと思います。 

 初めに、障害児者総合支援施設ですけれども、この議会の中でも繰り返し議論になりました。指定管

理者となっている法人が、利用者からの強い継続要望にもかかわらず、オープンから極めて短い期間で

指定管理を外され、区のＯＢが要職に就く法人に変更されようとしています。これは区が自ら選んだ法

人を切ったとも言えますけれども、これまでの経緯を見ると、そもそも利用者に寄り添うサービスをす

る事業者が区の方針と相容れない。つまり、事業者が品川区との関わりを解消するということで、事業

者側からの解消であるという見方もできます。 

 今回のことで、品川区の障害福祉行政は改善のチャンスを自ら手放したものだと私は思っております。

今後これをどう立て直していくのか。指定管理者制度や協定書の交わし方など、手続き面での正常化も

含め、品川区の区政運営全体に課せられた責務は重いと思います。言葉だけの答弁は要りません。これ

は施策の中で行動で示していただければと思います。 

 質問に移ります。２２７ページ、医療的ケア児地域生活支援促進事業についてですけれども、医療的

ケア児の数は福祉サービス利用者のみで、必ずしも実数が把握できているものではないと受止めており

ます。病院退院後、福祉サービスを知らないまま、支援から漏れている家庭がある可能性もあります。

先日も、ある民間施設の方から、福祉サービスの存在を知らないままだった保護者の話を聞いて愕然と

いたしました。他の自治体では、退院時に、地元の保健所を通じて地域の福祉サービスにつながる、そ

うした連携が品川区では不十分なのではないか。今後何ができるかということをどのようにお考えか、

お聞かせください。 

 続けてお伺いします。保育園です。二次申請の申込み結果が先週出ました。保育園二次申込みの結果、

そして、一次の不承諾者数は１,２８６人でしたけれども、二次の申込み数、承諾数、そして、不承諾

の数を教えてください。 

○松山障害者福祉課長  まず、医療的ケア児の人数把握ということについてでございます。現在、確

かに委員のご指摘のとおり、病院から、あるいは病院に入院中の医療的ケアのあるお子さんについての

把握というのが難しい状態です。福祉部門として、区内の医療関係機関、訪問看護ステーションも含め

た連携を深めていく必要があると認識しております。 

○立木保育課長  ４月の保育園の入園の二次の結果でございますが、速報値でございまして、現時点

での数値になります。申込者数が１,４８９名、これは一次からの繰越しも含みます。内定者数

が３１４名、不承諾となりましたのが差し引き、１,１７５名ということになってございます。 

○あべ委員  医療的ケアのほうですけれども、区内の医療機関や訪看ステーションというだけではま

だ十分ではないのではないかと思います。区外の事業者を使っている、あるいは、医療機関とつながっ

ている方々もいらっしゃいますので、ここは広く情報を取っていただきたいということと、少なくとも

保健所に来た数、保健所に連絡があった数というのは、確実に福祉サービスにつながるようにしていた

だきたい。保健師の方々、これはちょっと課をまたぎますけれども、保健師の方々がそれをよく分から
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ないという理由で切れてしまうのではなくて、ここは一覧表を用意するなり、次のつなぐ相手を決める

なり、しっかりとそこの漏れがないようにしていただきたいと思います。その方向性について、再びご

答弁をお願いします。 

 それから、保育園のほうです。今、数字を聞きました。不承諾が１,１７５人ということで、昨年と

同程度と受止めております。また、今年については、定期保育が去年よりも少ないということもあって、

まだまだ保育園待機児童数は非常に多いなと思っております。待機児童数、結果として二桁、十数人と

いうような数字に本年度もなっておりましたけれども、決してそれは実態を表しているものではないと

考えております。新年度、６園の新設の予算がついておりますけれども、品川区として、今後の保育園

待機児童対策、どのように受止めているのか、数を増やしていくのか、それとも横ばいで様子を見るの

か、もう減らしに入るのか、そこのところを教えてください。 

 それから、産後ドゥーラについてですけれども、これ、利用時間が非常に長くなって充実しているの

は大変ありがたいのですけれども、今でも予約が取りにくいという声が聞こえます。育成についての助

成も非常にありがたいと思いますけれども、受講費用が非常に高いので、これを先に本人が全て払うと

いうのはなかなか難しいと思っているのですが、そこの改善策は何かお考えでしょうか。教えてくださ

い。 

○松山障害者福祉課長  医療的ケア児の情報把握につきましては、区内だけでなく、区外も含めて

行っていきたいと思っております。 

 また、保健センターと具体的に情報連携を図ってまいります。 

○若生保育支援課長  保育園の入園相談に関連して、今後の待機児童対策の件でございます。こちら、

不承諾数二次のところが１,１７５名で、昨年度と同程度というお話だったのですけれども、昨年度で

すと、二次の不承諾者数は１,４１６名ということで、今回、２４０名ほど減っているというところで

ございます。 

 それから、今後の対策としまして、こちらにつきましては、子ども・子育て支援事業計画に基づいて、

就学前人口の推移を注視しつつ、必要な数を開設していく。基本的には、認可保育園を開設していく、

新規開設で需要を満たしていきたいと考えてございますが、総合的な待機児童対策を進めている観点か

らは、認可保育所だけではなかなか満たせない部分もございますので、認証ですとか定期利用といった

ところも含めて、今後も対策を続けていきたいと考えてございます。 

○崎村子ども家庭支援センター長  産後ドゥーラの資格取得助成の件かと思います。今委員からお話

がありましたように、なかなか予約が取りにくいということもございましたし、来年度、事業を大幅に

拡充するといったこともございますので、産後ドゥーラの資格取得に関わる費用に対して一部助成とい

うことで、今委員からも言われましたように、大体資格取得に約４０万円かかるところ、約半額の２０

万円の助成をするといったところで、助成の仕組みとしては、養成講座を受講し、資格を取得した後に、

それをもって申請していただいて助成をするといった形で今検討しております。 

 来年度から新規にスタートする事業でございますので、そういったお声等ありましたら、今後検討し

ていきたいと考えております。 

○あべ委員  保育園の件、両親がフルタイムでも入れないという状況をできるだけ早く解消していた

だきたいと思います。 

 待機児童の数というのは、いろいろな計算方法がありますけれども、とにかく指数４０で入れないう

ちは、待機児童対策、成功したとは言えないのではないかと思います。 
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 最後に、地域包括支援センターについてお伺いします。これは品川区では、本来地域にあるべき地域

包括支援センターを、区役所のみの１か所を置き、そして、三職種の配置のない在宅介護支援センター

のみという方式をとっております。これは制度のスタート時は機能したかもしれませんけれども、高齢

者人口８万人を超える品川区で、今のやり方ではもう限界が来てしまっているのではないかと思います。

複数の包括支援センターを地域展開するよう、そろそろ方針転換を考えるときになっているのではない

かと思いますが、区の見解をお伺いします。 

○宮尾高齢者福祉課長  地域包括支援センターですけれども、委員が今ご指摘のとおり、区の本課と、

それから、在宅介護支援センターをサブセンターというように配置をして、今、様々な事業を展開して

いるところでございます。 

 方針転換をというところでございますが、まずは今の体制でどういったことが課題となっているかと

いうところも、我々、日々検証しながら業務を進めているところでございます。今後もしっかりと対応

してまいりたいと思っております。 

○渡部委員長  次に、安藤委員。 

○安藤委員  ２３１ページ、被爆者見舞金の支給、あと、待機児解消について伺いたいと思います。 

 まず被爆者見舞金の支給ですが、１２１人に支給されているということです。まず、被爆者見舞金の

支給の経緯や目的、金額は幾らなのでしょうか。また、金額の根拠や、こちらは区の単費なのか、財源

などについても伺います。 

○松山障害者福祉課長  被爆者見舞金の支給についてお答えいたします。 

 まず、こちらの事業の目的ですが、被爆者に見舞金を支給するということ、あるいは、原爆の被爆者

の置かれている立場に鑑みて見舞金を支給することによって福祉の増進を図るということが目的でござ

います。こちら、開始は昭和４９年となっておりまして、見舞金としての性格ということでございます。 

 金額の根拠というのは、区の要綱で定めているものでございます。見舞金については、１

万２,０００円を支給するということで定めてございます。 

○安藤委員  財源、区の単費かどうか分かれば。 

○松山障害者福祉課長  こちら、区の単費でございます。 

○安藤委員  区内に５０年以上住んでいる被爆者の方から、金額をもう少し引き上げてもらえないで

しょうかというお声をいただきました。その方は、小学生の頃に長崎で爆心地から約４キロの市内で被

爆して、一、二週間後には頭の髪の毛が全部抜け落ちたということでした。 

 被爆された方というのは、その後の人生においても、心身の健康悪化ですとか、あるいは差別など、

様々な困難があろうかと思います。その方もおっしゃっていましたが、被爆者仲間には、引きこもって

しまう方や、十分な職もなかったり、国民年金で暮らしている方も多いということです。高齢化により、

数年前には品川の被爆者の友の会も解散してしまったということでした。 

 私も、これを機会に２３区の見舞金の状況を調べてみたのですが、年額１万２,０００円というのは、

品川区、港区、大田区ということで、すごく低いという額ではないのですが、しかし、豊島区は１

万６,０００円、杉並区と葛飾区は２万１,０００円。渋谷区は、原子爆弾被爆者社会参加奨励金という

名前で、年額５万円でした。ぜひ引き上げていただきたいと思います。 

 支給の目的ですとかもお話ございましたが、立場に鑑みということでした。さきに紹介したように、

被爆者の原爆によって受けた苦痛や不利益というのは年が経っても消えることはないと思います。また、

品川区は、例外のない即時の核廃絶を訴える非核平和都市宣言も持っています。被爆者の方に一層寄り
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添っていただいて、見舞金を引き上げていただけるよう求めたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  被爆者見舞金の金額についてでございます。確かに委員のおっしゃられると

おり、自治体によって異なるというところでございまして、私どもも調べたところ、１万２,０００円

のところもあれば、１万円程度のところもあるというところで、もちろん、その上もあるというところ

で、各自治体によって、見舞金という性格上、区がそれぞれ判断するということでございます。 

 もちろん、原子爆弾の被爆者の方々は、本当に苦痛を抱えながら、大変な思いをしていらっしゃるこ

とは重々承知しておりますので、そのために区の単費で見舞金としてお支払いしているというものでご

ざいます。現状として、来年度は同額という予定でございます。 

○安藤委員  ぜひ検討していただければと思います。 

 それでは、次に、待機児童です。いわゆる隠れ待機児童について、先ほどもあべ委員のほうから質疑

がありましたが、待機児童の問題、深刻だと思います。 

 ここのところ区は、待機児童は実質的に解消、保育児童を充足できる見通しなどとの認識を示してい

ます。一方で、毎年のように、今年度も１０園、来年度もやはり１０園を予定など、新規保育園の開設

も進めています。これは、実質的に解消と言いながら、品川区自らが、働きながら子育てをする世代に

は依然として厳しい保育園の入園状況が続いているのだということを、言葉では認めないですけれども、

実質的に認めていることなのではないかと思っています。 

 委員長の許可を得てｉＰａｄに資料を入れましたので、表示したいと思います。これは、上の表が、

区が毎年文教委員会に報告している資料、「令和２年４月入園申込状況等について」と同じものでござ

います。表の一番上、令和２年を見ていただければと思うのですが、不承諾は１,１７５人なのに、待

機児童数は１３人となっています。なぜこんなことが起きるのでしょうか。 

 矢印の下の表は、私が区から聞き取って作成した表で、不承諾の内訳が書いてあります。この内訳の

令和２年の数字について幾つか聞いていきたいと思います。 

 まず特定の保育園等のみ希望している者ですが、区は１園のみ希望した方の数字を委員会などで答弁

してきましたが、それ以外、つまり、２園以上希望している方も２８５人いるのです。伺いますが、な

ぜ２園以上希望しているのに、特定の保育園を希望している者になるのか。当然、これは待機児童に数

えるべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

 併せて、もう一つ。求職活動を休止している者、９２人います。伺います。このうち、保育園が不承

諾だったから求職活動を諦めたり休止した方というのは何人ぐらいいるのか。私は、ほとんどがそう

いった方だと思いますけれども、伺います。 

○若生保育支援課長  ご提示いただいた資料に関しまして、入園申込状況の中での不承諾数と待機児

童数のお話でございます。 

 まず特定保育園等のみ希望している者ですとか、求職活動を休止している者、こういった定義でござ

いますけれども、こちらは国のほうで待機児童にカウントする者の中から除く者ということで明確に定

義づけをしておりまして、その中に、１園のみ希望している者ですとか、求職活動を休止している者と

いうものがございます。 

 ご質問にありました、特定保育園等のみ希望している者の中の、その他のところでございますけれど

も、こちらにつきましては、登園可能な範囲内の空きのある園の入所を希望されていない方というよう

なことでございまして、具体的に申し上げますと、何園か希望しているという方にはなるのですけれど

も、その中で、ほかに通える範囲で保育園等の空きがある、そういった状況にもかかわらず、特定の園
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をご希望されたというようなところで、なかなかそこがマッチングといいますか、ご希望に添わなかっ

たというようなところで、こういったところは除くということで、国のほうで定義されているところで

ございます。 

 それから、求職活動を休止している者の中の離職をした事情というところで、各ご家庭の事情という

ところでございますので、こちらのほうは区のほうで把握しているところではございません。 

○安藤委員  国が決めているから、それをそのままというと、ちょっとどうなのかなと思います。全

然子どもに、実態に寄り添っていないということですね。通える範囲にほかに保育園があるのに選んで

いないと、保育園を提供する側で何で勝手に決めるのですかというか、応募する方は、その方の事情で、

ここなら通える、ここなら通えないというのを個々に判断してやっているわけですから、それを、地図

の近くに保育園があるのに何で選ばないのだ、これはもう待機児童ではないというのは、本当にひどい

なと私は思います。 

 あと、把握していないと。これは把握してくださいよ。各家庭がどんな事情になっているのか。この

一つ一つのあなた方が除外しているケースは、それぞれの家庭、子どもにとって、将来人生を左右する

深刻な事態を含んでいるのです。まず把握が必要です。 

 最後、質問です。毎年、春先の委員会の資料について、不承諾数の内訳を分かるようにすること、こ

れを資料で出すよう求めますが、いかがでしょうか。 

○若生保育支援課長  こちらの不承諾者数の内訳の公表というところでございます。内訳に関しまし

ては、数値を誤った解釈で捉えられかねないということで、一律に公表というのは今のところ考えてご

ざいません。 

○渡部委員長  次に、鈴木真澄委員。 

○鈴木（真）委員  １項社会福祉費の２目高齢者福祉費の中から、２１７ページの高齢者福祉施設運

営費、それから、３目高齢者地域支援費の中から、２２１ページ、高齢者社会参加支援、それから、２

項の児童福祉費から、２５５ページ、ぷりすくーる西五反田経費関係についてお聞きいたします。 

 長期基本計画の中の、政策の柱の中に、高齢者が安心して暮らせる環境づくりという項目があります。

読み上げますと、１０年後のめざす姿として、「健康づくりや介護予防の推進、住まいの確保などが充

実し、地域包括ケアシステムが構築され、高齢者が安心して地域で自立した日常生活を送っています。」

また、「ＩＣＴ、ＡＩ等、先端技術の活用による効果的・効率的な介護サービスの提供や情報管理など」

という言葉が出ております。 

 その中で、ＩＣＴを活用して高齢者の自立した生活や健康の維持に関するアドバイスなどを研究する

ということがありました。これは品川区で行われるということも見させていただきまして、品川区で、

いきいき脳の健康教室をやっていたときに、東北大学の川島隆太教授に大分関わっていただいていたと

思って、ちょっと興味を持って見ていたのです。平成１８年に厚生委員会で東北大学へ行きまして、川

島先生の講座を受けてきたというのを、この中でまだ３人残っているのですが、その経験もあったので、

なおさら意識を持っていたのですが、資料を読んでいきますと、７０代、８０代の方のインターネット

利用は伸びていないが、ＩＣＴを活用し、高齢者の自立した生活をサポートする。大学生が高齢者にＩ

ＣＴ活用を教え、高齢者は大学生の相談などの相手になるプロジェクトが行われるということでした。 

 これは、直接区が関わる分ではないと思うのですが、この辺の内容的なもの、施設のほうの関係で

やってもらうと思うのですが、この辺の関係で、区のほうでどの辺まで理解して協力していくのか、お

答えいただければと思います。 
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○菅野高齢者地域支援課長  それでは、こちら、高齢者の社会参加支援のところで、高齢者のＩＣＴ

を活用した介護予防ということですけれども、委員ご指摘のように、東北大学の川島教授が監修してい

る「新脳トレ」等を、区内の民間施設で実証実験すると聞いております。国の戦略的情報通信研究開発

推進事業として採択されたものということで、その効果につきましては、費用等も考えながら見守って

いきたいと考えております。 

○鈴木（真）委員  直接区ではないので、なかなか分からない部分があるとは思うのですが、これを

見ながら感じたのは、先ほどの芹澤委員の質疑の中で、高齢者施設でのＩＣＴの利用というお話もあり

ましたが、施設にいる方たちにＩＣＴ関係の利用をして、いきいきとした生活、自立した生活を続けて

いただきたいなという思いもあります。 

 スマホを使ってというお話もありましたが、これから高齢者の方、そういう方にどのように携わって

いくのか、その辺の考え方があればと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  高齢者施設におけるＩＣＴ活用についてでございます。一部、先ほどと重複

してしまうかもしれませんが、今年度、区立の東大井多機能ホームのほうでＩＣＴ、センサー等の設備

を導入させていただいて、その効果を検証・評価しながら、令和３年度においては、八潮南特別養護老

人ホームにおいて、同様にシステムを入れていきたいと思っております。 

 一義的には、まず利用者のためになるということ、あとは職員の方の負担軽減にもつながる。それか

ら、ＩＣＴを使うことによって、より良いサービスの提供につながる。こういったものの役に立つと

思っております。今後も引き続き効果を検証していきながら、ほかの施設への展開について検討してい

きたいと思っているところでございます。 

○鈴木（真）委員  たしか関ヶ原あたりで、しながわシニアネットのパソコン教室、高齢者の方が、

リタイアした方が指導してやっていらっしゃったのもあったと思いますし、これから、６５歳で高齢者

となってしまうのですが、現役で頑張っている方はいっぱいいるし、卒業したばかりの方は、我々より

よほどＩＣＴに詳しい方がいっぱいいらっしゃると思うのです。そういう方といろいろな連携を取って、

これからも政策を進めていくべきだろうと思っていますし、それから、もう一つ、逆に、高齢者全部を

一緒にしないで、段階的な対象というのも必要なのではないかなというのも感じています。 

 介護を必要とする高齢者、区でも元気な高齢者という言葉を使いますが、その元気な高齢者の中でも、

元気高齢者というと、上の方での元気高齢者というイメージがあると思うのです。ですから、６５歳か

ら７０歳ぐらいの方と、これからまだまだ区として、そういう方と関係を深めていく。ちょっと表現が

悪いかもしれませんが、活用していっていただきたい、そういう気がしますが、その辺のお考えについ

てお聞きしたいと思います。 

○菅野高齢者地域支援課長  今の委員のお話の中に、いきいきラボ関ヶ原で活動している、しながわ

シニアネットのお話も出てきました。こちら、来年度、スマホ教室というのを考えているのですけれど

も、こちらのスマホ教室、今までもパソコン教室やタブレット教室をやってきて、実績のあるこちらの

しながわシニアネットのほうにお願いをしたいと思っております。 

 こちらの事業をすることによって、シニアがシニアに教えるということで、ＩＣＴのリーダーを活用

した仕組みということで考えておりますので、こういったところでシニアの活動がＩＣＴを通して活か

していけたらなと思っております。 

○鈴木（真）委員  高齢者の年代層の低い方は、まだまだ高齢者クラブに入るという意識がないと思

います。かといって、家にいて何もしないでいるのはいかにももったいないと思うので、そこら辺、う
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まく連携を取っていただきたいなと思って、これは要望しておきます。 

 それから、次です。社会福祉法人と、今度、災害時等相互応援協定を締結したという報道がありまし

た。区として、社会福祉法人と一層連携していくためにも、災害時の協定を進めていっていただきたい

と思いますので、それをよろしくお願いします。 

 今度の協定は５つの法人で結ばれたというふうにお聞きしております。法人間でのスタートだと思う

のですが、区として、この関係にどこがどういうふうに入っているのか。その辺を教えてください。 

○宮尾高齢者福祉課長  今回、区内の社会福祉法人、５法人が、それぞれ相互に応援協定を締結され

ました。内容は、コロナ関係が発端となったのですけれども、一部の事業所なり施設で、例えば、感染

症が蔓延してしまったような場合に、通常の業務を運営していくのが難しいというような事態に遭遇し

てしまった際に、法人間で物資をやり取りするですとか、あるいは職員を応援派遣するといった制度で

ございます。 

 まず、これは区内の５法人でスタートするということで、今回の協定の内容は、ここに直接区が関

わっている内容ではないのですけれども、決してこれが完成形ということではなくて、これからまた、

例えば、この協定に名を連ねていただける法人が増えていくという可能性もありますし、それに対して

区が支援、サポートをさせていただくという可能性もあると認識しているところでございます。 

○鈴木（真）委員  ５つの法人だけでなく、区のほうからもこれからあっ旋するというような形かな

にかをとって、もっと多くの社会福祉法人に入っていただいて、また同時に、支援というお話の中で、

万が一、そういうことが発生したときに、新たに財政面も関わってくると思うのですね。そこら辺は、

区としても財政面の補助をしてあげなければいけないのではないかなというところも感じていますので、

その辺は後ほどご見解をいただければと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  私のほうから、介護サービスがメインになりますけれども、介護サービスと

いうのは、どんなことがあってもしっかりと継続することが求められている業務でございます。それに

対して、この社会福祉法人の方々の業務の継続が難しいというようになった場合には、金銭面での支援

も含めて、どのようなお手伝いができるかというところはしっかりと検討してまいりたいと思っており

ます。 

○鈴木（真）委員  区内の社会福祉法人は、品川区と災害時における福祉避難所の協定等を結ばれて

います。先ほども福祉避難所というお話がありましたけれど、私も昨年の本会議で福祉避難所について

質問させていただきまして、そのときのご答弁では、福祉部内で災害時対応等検討委員会を設置し、災

害時の対応や避難所のあり方などについて検討を進めておりますとありました。 

 先程、個別計画の策定とかというお話が出ておりますが、改めて具体的な検討状況を教えていただけ

ないでしょうか。 

○宮尾高齢者福祉課長  部内における検討状況でございます。今年度も、様々、防災に関する課題に

ついて、福祉部、それから防災課のほうにも入っていただいて、検討を進めているところでございます。

その中で、先ほどご答弁をさせていただいた個別支援計画についても検討を進めさせていただいており

ます。 

 このほかにも、例えば、今いただいた法人協定に対して今後区がどんな関わりを持っていくかですと

か、あるいは、個別支援計画を進めていくに当たって、またそこから新たな課題が出てくるということ

も我々は想定しております。こういったところを、課を超えて今年度も検討しているところでございま

す。来年度についても、引き続きこの検討体制は維持されると考えております。 
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○鈴木（真）委員  まだ詰めていないのかもしれないですが、気になっているのは、例えば、今現在

もし災害があったときという対応もあると思うのです。特養などですと、デイサービスで使っていらっ

しゃる部屋を避難所にという話を聞いたような気もするのですが、そういうときに、例えば避難なさっ

たときに、特養のほうは特養になって、部屋が別になったときに、高齢者だと、ベッドなどは足りるも

のなのですか。そういう備品的なものはどのように備えていらっしゃるのか、その辺が気になっていま

す。 

 それから、その際にどのようにケアを行っていくのか。特養の方は特養の中のケアで、対応が厳しい

中で、そこら辺はまだそこまでいっていないのか。 

 それから、先ほどもちょっとありましたが、在宅で介護を受けている方のケアというのも非常に重要

な問題があると思います。そこら辺についてお答えいただければと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  備品につきましては、基本的に特養等、施設にあるベッドというのは、利用

者が使っていらっしゃるものですので、こういったものも必要に応じて、特養等に、そういった災害時

に使う、こういったベッドも予算計上させていただきたいと考えております。 

 それから、実際に避難された方のケアというところですけれども、こちらもまさに今検討課題に入っ

ているところでございます。施設の方にお願いするというところも含めて、例えば、区の職員がどう関

わっていくか、それから地域の方々にどうご協力をいただくか、こういったところも今回検討課題とし

て入っているところでございます。 

 それから、在宅でケアをされていらっしゃる方、こちらも数としては、施設を利用されている方より

圧倒的に多い状況でございます。こちらも、まずは在宅避難ができるかそうでないかというところから

始まっていって、誰がどういうふうに適切に避難所に誘導していくか、どうやってケアをしていくか、

こういった課題も、我々、この検討体制の中で進めているところでございます。 

○鈴木（真）委員  ぷりすくーる西五反田ですが、もう要望に近いと思うのですが、就学前乳幼児教

育施設として、これから福栄会が担当していくことになりますが、今までのぷりすくーる西五反田で

やっていた知識、今までの経験を活かしていただいて、ぜひお願いしたい。 

 それは問題なく進めていくと思うのですが、ＮＰＯ子育て品川で関わった方、その方たちもうまく福

栄会とつながりをとってほしいというのは、これもお答えする時間がなくなってしまったので、要望さ

せていただいて終わります。 

○渡部委員長  次に、こんの委員。 

○こんの委員  私からは、２２７ページ、医療的ケア児地域生活支援促進事業、２３９ページ、すま

いるスクール運営費、２５１ページ、のびしなプロフェッショナルスクールと、公・私立保育園地域連

携推進事業からお伺いしたいと思います。 

 まず医療的ケア児地域生活支援促進事業に関連して、医療的ケア児等支援関係機関連絡会についてお

尋ねしたいと思います。この連絡会は、平成２８年に改正された児童福祉法において、地方公共団体は、

保健、医療、福祉等の支援体制を整備すること、また保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援関係

機関が連携して、障害児支援のニーズの多様化に伴うきめ細やかな対応と支援の拡充、各種提供サービ

スの質の確保と向上をするための環境整備等を推進するよう定められていることに基づいて、品川区と

しては、医療的ケア児等が地域で必要な支援を受けるための課題や対応策について、支援関係機関の意

見交換や情報共有をする連絡会と理解しておりますけれども、まずそれでよろしいかという確認が１点

と、それから、この連絡会の開催ですけれども、現在、コロナ禍なので、開催されるのはなかなか難し
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い状況も想像できますが、通常はどれぐらいの頻度で行われているものなのでしょうか。 

 また、連絡会で取り扱う案件、いわゆる障害者福祉課に寄せられる相談、課題、こうしたことなのか、

それとも、支援関係機関が医療的ケア児に関わる中で上がってくる課題を取扱っているのか、そこら辺

の取扱っている案件、また、連絡会で出た課題、また支援に向けての意見調整、対応策を改善する、こ

うしたことは、この連絡会ではどのようにしているのか。いわゆるこの連絡会の位置づけとか、役割と

か、そうしたことをもって、どのように実施されているのか、現状をお聞かせください。 

○松山障害者福祉課長  品川区におきましては、令和２年２月に、医療的ケア児等支援関係機関連絡

会の設置に向けた準備会議というのを設けさせていただきました。それは委員のおっしゃるとおり、児

童福祉法の改正に伴いまして、医療的ケア児が支援を円滑に受けることができるよう、保健、医療、福

祉等の関係機関との連絡調整をするための体制整備をつくるというところでございます。 

 会議の頻度としましては、当初の設定では年に２回を予定してございました。 

 課題につきましては、まだ１回しか開けていないので、実際に医療的ケアが必要な障害児や障害者の

方を支援していただいている医師の方、関係機関の方、障害者団体の代表にご出席いただいております。

地域で生活されている中での課題を情報共有するということで、次のテーマが、テーマを設定して検討

していこうというところで、新型コロナウイルス感染症の拡大により、医師の方、最前線でケアをされ

ている方というところのご出席が難しくなってしまったというところでございます。 

 今後、例えばオンラインで実施するなどの工夫をいたしまして、開催していきたいとは思っておりま

す。 

○こんの委員  状況、分かりました。まだ準備会議という段階で、まだ本格的には、この連絡会が行

われていない、これからだということは理解いたしました。 

 そこで、この医療的ケア児に向けて地域での生活を支援していく課題は様々あると思われますが、今

後のそういう課題、取扱いというところで、まず医療的ケア児の身体状態、歩行が可能な状態のお子さ

んから、自分の意思で身体を動かすことが困難な状態のお子さんまで、様々な状態のお子さんがいると

思います。その中で、重症心身障害、あるいは難病、あるいは肢体不自由児、こうしたお子さんも少な

くないと言われているわけでございますけれども、この医療的ケア児の今後上がってくる課題の中で、

私が特に今この案件を課題としていただきたいなというところは、この方々の就学相談、就学のための

学びの保障、こうしたところの視点を思っているわけなのですけれども、今後、そうしたことも、テー

マを設定して取組んでいこうという今のご説明ですが、教育関係の方々もこの中には含まれていると思

うのですが、その辺については、まだお決まりではないと思いますが、どんな感じで今のこうした教育、

就学相談、そうしたところは考えていらっしゃるのか。お考えだけお聞きしたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  医療的ケア児に対する今後の支援についてお答えいたします。 

 準備会議のメンバーの中には、教育関係の方が含まれております。また、庁内におきましても、保育、

保健センター、教育関連の部署は含まれておりますので、具体的にどういったテーマで検討するかとい

うのは委員の方々になろうかと思いますが、かなり個別性が高く、検討するテーマが多うございますの

で、どこに注目して、どこに優先順位を求めるかというところからまず検討するという形になろうかと

思っております。 

○こんの委員  確かに今ご答弁いただいたように、個別性の高い課題が多いと思われます。そうした

個別性があったとしても、全体的にやはり重症心身、肢体不自由、難病の方、いわゆるご自分で体を動

かすことができない方の就学というところは、その方たちの個別もあるかもしれないけれども、関わっ
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てくるものもあると思いますので、ぜひ今後取扱っていただきたいと思います。 

 先ほどおっしゃってくださったように、リモート、オンライン、こうした開催の方法もあるかと思い

ますので、ぜひ進めていっていただきたいと思います。この就学相談、学びの保障については、教育費

でまた伺いたいと思います。 

 次に参ります。すまいるスクール運営費からです。この費用に関連して、この事業における防災、災

害対策についてお尋ねしたいと思います。 

 すまいるスクールは、利用するのに登録が必要ですけれども、登録した児童生徒が毎日利用するわけ

ではなく、利用する児童は固定されず、その日その日によって利用する児童数が変動するわけでありま

す。また、スタッフについても、利用する児童数によって担当されるスタッフの人数が変わってくると、

このように認識しているわけですが、そうすると、毎日同じスタッフが同じ人数だけ担当しているわけ

ではないという状況があると思われます。 

 そうしたときに、その児童もスタッフも変動する運営の中で、もし災害が発生した場合のスタッフの

初動、これはどうなっていらっしゃいますでしょうか。児童生徒が避難する際の防災頭巾、こうしたも

のはどうなっていらっしゃいますでしょうか。また、避難時に持ち出すもの、その日利用している児童

を把握する名簿など、そのほかの必要なものをすぐに持ち出せるようになっていらっしゃるのでしょう

か。初動体制がまとめられているマニュアルがもしあるのであれば、どうしたものをつくっていらっ

しゃるのか、その辺のところを、すまいるスクール運営の中での防災、災害対策の現状についてお聞か

せください。 

○廣田子ども育成課長  すまいるスクールの防災対策についてでございます。 

 すまいるスクールにおきましては、地震・火災・風水害・事故・不審者対応ということで、各案件ご

とにマニュアルのフォーマットをつくりまして、各すまいるスクールが独自に状況に合わせたものをつ

くって、委託のスタッフと共有しているところでございます。その時々で職員の体制も違いますので、

委託職員との図上訓練等をきちんと行いながら、実施しているところでございます。 

 マニュアルの中には、まずその日の出席簿、名簿を必ず持っていくとか、細かいものについての決め

もつくっているところでございます。 

 学校の中にございますので、学校と連携した避難訓練等、各種訓練も行いまして、単独の訓練も行う

など、最低年２回以上と決めておるのですけれども、今回は、コロナがあったので平均３回ぐらいに

なってしまったのですが、例年は、平均でも４～５回、多いところでは１０回というところです。図上

訓練については毎月やっているという形で、欠席しているスタッフもおるのですけれども、そのあたり

について、不在の人には、あとでどういう訓練をやったかということを共有しております。 

 訓練に当たりましては、計画書、報告書を作成して常に本課のほうに提出するので、そのときに点検

する形で実施しているところでございます。 

 防災頭巾等については、教室にはあろうかと思うのですけれども、すまいるのほうで全箇所有してい

るかは、現在把握しておりません。 

○こんの委員  対策として、ある程度マニュアルもつくりながらされているということは分かりまし

た。 

 防災頭巾をさらに一つお聞きしますと、各クラスの児童の椅子の後ろにかかっている状態でいつもい

ると思うのですけれども、すまいるスクールのところにはないとなると、避難をするときはどうされる

のか、そこら辺の対応は、どんなふうに各学校、すまいるスクールで整備されているのか、ぜひ把握を
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お願いし、また、避難時に子どもたちが安全に避難できるような体制というのをつくっていただきたい、

このように思います。 

 それから、訓練もしてくださっているということですが、そうなると、すまいるスクールは、言うな

れば、先ほども申し上げたように、児童生徒もスタッフも、その日その日によって来ている人数やつい

ていらっしゃる方が違うというところで、なかなかスタッフへの徹底が難しいところもあるかと思いま

すけれども、ぜひ、各すまいるスクール、委託業者のほうでマニュアルがつくられている、それで訓練

をした後、必ず検証、どうだったか、ブラッシュアップして、さらにいいマニュアルと。マニュアルで

がちがちになって、応用が効かないとなるのは、それは本末転倒ですが、やはりマニュアルどおりに、

まずはスタッフが動いていかれるかどうか、また、どこが支障になっているのか、ここは訓練をするた

びにブラッシュアップする必要があるかなと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

○廣田子ども育成課長  防災頭巾については、委員ご指摘のとおり、教室にあるということで、すま

いるスクールには常備してございませんので、マニュアルの中では、地震の際は机等の下に入るという

運用になってございます。今後については、検討したいと思います。 

 委託の事業者のブラッシュアップについても、避難訓練等が終了した後の報告書の中で一緒にやって

いるとは聞いております。また、委託の事業者のほうでは、すまいるスクールによって主に使うお部屋

が幾つか決まっているのですけれども、そのお部屋ごとに、このお部屋にいる場合はどう動くというよ

うなマニュアルをカード等で持参するような取組みをしているような例もございますので、引き続きブ

ラッシュアップに努めてまいりたいと思います。 

○こんの委員  ぜひよろしくお願いいたします。 

 すまいるスクールのお部屋は、そんなに隠れるというか、テーブルとか、机とか、頭を隠す場所とい

うのは少なかったと予測しております。ですので、その対策、ご検討をよろしくお願いいたします。 

○渡部委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後３時２８分休憩 

 

○午後３時４５分再開 

○渡部委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。高橋伸明委員。 

○高橋（伸）委員  ２１３ページ、重層的支援体制整備検討経費、２１５ページ、市民後見人養成事

業助成、２３１ページ、心身障害者福祉会館運営費、２３７ページ、荏原地区モデル実施委託、プレイ

パークです。よろしくお願いします。 

 まず最初に、２１３ページの重層的支援体制整備検討経費についてお伺いいたします。 

 先ほどご説明があったとおり、新規事業ということで、どういう整備、取組み内容を、まず初めにお

聞かせいただきたいと思います。 

○寺嶋福祉計画課長  新規事業の重層的支援体制整備事業でございます。これまで福祉の分野を中心

に、地域包括ケアまたは地域共生社会といった形で、包括的な支援体制の構築というのはこの間もずっ

と行ってきたのですけれども、国が示した新しい考え方ということで、相談支援、社会参加の支援、そ

れから、地域づくり、この３つを柱としました重層的な支援体制を構築する、努力義務ということで、

必須ではないのですけれども、令和３年４月に正式に打ち出されると聞いておりまして、それに向けて、

品川区としましても、事前の準備を庁内で行っておりまして、来年度、正式に、できればコンサル等も
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含めながら、検討を進めていきたいと考えております。 

○高橋（伸）委員  そうすると、４月からになるということで、やる内容というのはまだ分からない

ということでよろしいですか。 

○寺嶋福祉計画課長  事前にある程度、国の方針というのが示されておりまして、それを受けまして、

令和２年度中に、福祉部を中心に、または保健センターとか子ども未来部にも参加いただきまして、ど

ういった形で包括的な相談体制が組めるかということで、既に庁内では検討を始めているところでござ

います。 

○高橋（伸）委員  ぜひ、それは分かり次第、またお聞きしたいと思います。よろしくお願いします。 

 ２１５ページ、市民後見人養成事業助成についてお聞きいたします。これはやはり高齢化の進展に

よって、特に認知症の高齢者の方が今大幅に増加をし続けていると思います。そこで成年後見制度の利

用者数も増え続けていると思います。その一方で、近年、後見人として親族が選任されにくくなってい

るケースもあるかと思います。その代わりに、専門職の選任数が大きく増加をしているということで、

市民後見人養成事業助成を始めていると思いますけれども、令和２年度、本年度の予算２７０万円に対

して、来年度も２７０万円ということなのですけれども、私が今ご説明した内容が、大体こういう内容

だと思うのですけれども、事業助成はどのぐらいの方がいるのか、まずお知らせいただきたいと思いま

す。 

○寺嶋福祉計画課長  市民後見人の養成講座といたしまして、年に１回、定員３０名ということで実

施している事業でございます。令和２年度は、コロナ禍ということもありましたけれども、それでも

今１４名の方が受講中ということで、ただ、令和２年度は、コロナ禍の影響で実務研修が実施できてい

ないということなので、今年度中に修了できるかどうか未定ということで、引き続き令和３年度も継続

してやっていこうという、こういう事業でございます。 

○高橋（伸）委員  それで、今１４名ということですけれども、個人の受任型と支援員型、こういう

二通りの形式があると思いますけれども、支援員型ですと、例えば社協の貢献支援員とか、恐らくい

らっしゃるかと思うのですけれども、毎年社協のほうでの受入れというのはやっているのか、あるいは、

委託としてやられているのかどうか、お知らせいただきたいと思います。 

○寺嶋福祉計画課長  個々人の方の得意分野というか、その能力にもよりますけれども、毎年、社協

のほうと連携して、継続してやっている事業となっております。 

○高橋（伸）委員  そうすると、家庭裁判所とかには、これ、区のほうから受け入れている方に対し

て報告の義務があるのですか。そこが分からないので、お知らせいただきたいと思います。 

○寺嶋福祉計画課長  報告義務という形では把握していないのですけれども、基本的に、この活動で

やっていただいていることの内容については、社協を通じて区のほうにも情報は入ってきているところ

でございます。 

○高橋（伸）委員  これからもこの事業というのはやはり推進していかなければいけないと思います

ので、引き続きよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 ２３１ページ、心身障害者福祉会館運営費についてお聞きいたします。これは高次脳機能障害の相談

なのですけれども、本年の予算が３９８万円に対して、来年度は１９７万円の予算立てになっているの

ですけれども、これ、減額になっているというのは何か理由があるのか、まず最初にお知らせいただき

たいと思います。 

○松山障害者福祉課長  高次脳機能障害の予算の減についてでございますが、実績見合いで予算立て
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をしてございます。高次脳の専門相談員が週に１回会館にいらして、相談を受けるということは例年と

変わっているものではございません。 

○高橋（伸）委員  これ、心身障害者福祉会館のホームページを見ますと、相談支援センターのペー

ジの中に６項目あって、その下に高次脳機能障害専門相談と、あと訪問リハビリ相談というのがあるの

ですね。これ、すごく大きく貼り付けがあるのですけれども、どのくらいの問い合わせというか、結構

相談件数というのはあるのかどうか、お知らせいただきたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  高次脳機能障害と訪問リハビリ相談ですが、高次脳機能障害につきましては、

昨年度の実相談件数としては４５人ということです。もちろん、延べですと、かなり多くなると思って

おります。 

 また、訪問リハビリのほうの相談につきましては、こちら、自立訓練センターの中の相談ということ

になりますので、特に細かな数字は把握しておりません。 

○高橋（伸）委員  今現在、生活介護の居室の床暖房工事をやられていると思うのですけれども、福

祉会館も、当然課長もお分かりになっていると思うのですが、老朽化が進んでいまして、いろいろとリ

ノベーションもしている中で、いずれ建て替えというのも検討に入るべきなのではないのかなと私は

思っているのですけれども、今後の見通し、どういう方向性でいるのかどうか、お知らせいただきたい

と思います。 

○松山障害者福祉課長  会館における今後の見通しについてでございます。現在、会館につきまして

は、荏原地区の拠点としての機能強化、施設の老朽化対策を目的に、コンサルをつけまして検討をして

いるというところでございます。 

 会館につきましては、建物の老朽化、それから、事業区画といった不足の問題、それから、機能と比

較してやはり面積が小さいというような課題を抱えております。この課題に対応しまして、荏原地区の

地域生活支援拠点として機能強化を図るために、まずは基礎資料、区で検討する前の基礎資料をつくっ

ていただいている段階でございます。 

○高橋（伸）委員  ぜひ、これから先、検討していただき、心身障害者センターの拠点として、あり

方を考えていただきたいと思います。要望です。ありがとうございました。 

 続きまして、２３７ページ、プレイパークのことです。荏原地区モデル実施委託というのが計上され

ていますけれども、今現在、プレイパークも北浜公園と品川区民公園の２か所で委託をやっておられる

と思うのですけれども、本年度も、このモデル実施委託というところで、荏原地区のモデル実施、来年

度どういうふうな意向で取組んでいくのか、モデル実施という部分でいう取組みをお知らせいただきた

いと思います。 

○廣田子ども育成課長  荏原地区にもプレイパークをつくっていこうではないかというところですが、

今現在は荏原地区で、土地もなかなかすぐにつくれる状況ではございませんので、今は公園をお借りし

て、「あそびの出前」という名前の事業にいたしまして、令和２年度については、旗の台公園を使い、

近隣の町会のご協力を得ながら実施したところでございます。 

 多くの場所でやってほしいというご要望がありますので、令和３年度については、今、公園課と調整

中なのですが、ほかの公園でもやってみて、今現在も、利用した方にアンケートをいただいているので、

幾つかの場所で行いまして、そちらでもアンケートを取って、どんなことが求められているかとか、近

隣の皆さんの反応であるとかを見ながら、今後つくれることになった暁には、それを活かしていこうと

いう趣旨で、もう一年モデル実施を継続するものでございます。 
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○高橋（伸）委員  複数の公園で来年度もアンケートを取りながらやっていくということで、来年度

に関してはそういう方向性で、特に荏原地区というところで、課長もおっしゃるように、本当に場所と

いう問題が当然ある中で、その中でも地域からのそういうお声もあるということも受止めていただきま

して、プレイパークに向けて、ぜひ検討をしていただきたいと思います。要望です。ありがとうござい

ました。 

○渡部委員長  次に、西本委員。 

○西本委員  私からは、まず２４９ページの保育園給食放射性物質検査費。もう毎回のごとく言って

おります。東日本大震災、３月１１日で１０年経ちます。もうそろそろ終わりにしませんかということ

です。お考えをお示しください。 

 それから、２４７ページの養育費相談支援事業。これは数年前、私も一般質問させていただきました。

そして、いろいろと勉強させていただきながら、予算と決算にも要求をさせていただいて、今回、予算

化されたということで、非常にありがたいなと思っております。 

 養育費の未払いというのは、本当に社会問題になっておりまして、何とかここに手を入れられないか

ということでご相談もし、いろいろと勉強させていただきました。本当にありがとうございます。 

 先ほどの質問の中でもいろいろな課題がありそうなので、いろいろやってみて、いろいろなことが起

きる状況があるかもしれないので、それは追々制度化していただければなと思っております。ただ、問

題は、知らないという方がほとんどだと思います。なので、いかにしたら知っていただけるのかという

ことをどのようにお考えなのか、お聞きしたいと思います。 

 それから、保育園運営費ですけれども、これも毎回聞いております。民営化が計画されております。

その民営化の上で、公立保育園の役目は何ですか。民営化の目的は何でしょうか。お答えください。 

 とりあえず、よろしくお願いします。 

○立木保育課長  私からは、保育園の給食の放射性物質検査についてお答えいたします。 

 保育園においては、学校と同様に、放射性物質の検査をしてきたところでございますが、検査結果は

いずれも基準値以下ということになっております。そうしたことから、ストロンチウム検査は令和元年

度で休止をさせていただきました。 

 なお、ヨウ素、セシウムの検査は引き続き実施しておりまして、令和２年度、今年度から２か年かけ

て全園分実施ということにしております。 

 これまで基準を超える検査はなかったので、来年度、全園検査が完了した時点での結果によるところ

ではあるのですけれども、これまで一定の成果があったと認識しておりますので、一旦休止を予定して

いるところです。 

 なお、検査結果、社会情勢等に変化があれば、直ちに再開という形は考えてございます。 

○三ッ橋子育て応援課長  養育費の周知の件でございます。こちらは子育て応援課の窓口や区のホー

ムページなどで周知するほか、例えば家庭相談などでご相談があった方にお知らせをする、またそのほ

か、品川区ひとり親家庭福祉協議会、ｗｉｔｈへのお知らせなども含めて、品川保健センターや生活福

祉課など、関連部署にもお知らせしていく予定です。そのほか、必要な方にお知らせが届くよう、様々

な工夫をしていきたいと思っております。 

○吉田保育施設調整担当課長  民営化の上での、公立保育園の役目と民営化の目的ということでのお

伺いかと思います。 

 公立保育園の役目としまして、区立保育園というのは、区立幼稚園とともに、乳幼児教育の中核とな
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るところがあります。それと、長年培ってきたノウハウ等をかなりたくさん持っております。この辺の

ところを品川区の中心となってやっていくべきものだと考えております。 

 それから、民営化の目的としましては、民でできるところは民で行うという国の方針に沿って、一定

程度の民の力を借りまして、現在、公立保育園５園ほどの民営化をすることを進めております。民営化

につきましては、民の力を借りて、区のサービスの底上げをするとともに、また民の力のほうの新しい

サービスなどの掘り上げとかができればと考えているところでございます。 

○西本委員  放射性物質については、そろそろ終結になるということで、もちろん、情勢に合わせて

またいろいろ復活もあり得るということなのですが、本当にありがたいと思っております。 

 そして、養育費の件は、いろいろと事象が出てくると思います。あと、社会情勢もいろいろ変わって

くる可能性があるので、やはりデータをしっかり取っていただいて、今後の仕組みづくりというか、

しっかりした仕組みをつくっていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 保育園の運営なのですが、今のご答弁を聞くと非常に矛盾しているなと思うのですよね。公立保育園

の役割は何ですか、中核を担っていますよという話でした。では、民間の力を借りて底上げというのは

どういう意味なのでしょうか。 

 品川区の保育園というのは、過去から日本一の保育と言われておりました。私は品川区の保育の質と

いうのはやはりトップレベルだと思っておりましたが、民営化をして、民間の力を借りるということが

どういう意味なのか、答弁がよく分からないので、もう一度お願いします。 

○吉田保育施設調整担当課長  言葉足らずで申し訳ございません。 

 民の力を借りるというのは、区ではできないサービス等があった場合、民の力を借りるというのも一

つだと考えているところでございます。 

○西本委員  公立でできないサービスとは何でしょうか。過去において、品川区の保育園は一等先に

夜間保育もやったし、病後児保育もやったし、病児保育もやったし、いろいろな事業を展開しました。

そして、幼保一体化なども進めていて、それで培ってきたわけではないですか。民間の保育園をリード

する形で進んできたのではないでしょうか。ちょっとその意味が分からないのですけれど。 

○吉田保育施設調整担当課長  保育の内容として、根本的な保育のところは、区の保育園が最も進ん

でいるものと考えております。ただし、保育を受ける保護者のほうにも多様なニーズがございまして、

例えばダンスだとか、あと英語だったり、そういうものを要求されるような場合がございます。そうい

うニーズに対しては、区の保育園では対応しておりませんので、ある意味、いろいろなニーズに応えて

いくという意味での民の力を借りるという部分もあると思っております。 

○西本委員  それは公立ではできないのでしょうか。公立でできるのではないですか。教室方のいろ

いろなニーズはあります。保護者の方々は、やはり幼稚園的な、そういう学びの場というものが欲しい

ということがあるので、それは分かります。だったら、やればいいのではないですか。 

 公立である意味というのは、やはりしっかりとした職員です。公務員ですよ。保育士は。保育士が今

大変なのは、給料が低くて、継続して仕事ができないという問題があって、そして、いろいろなところ

が補助金を出して、そして何とか続けていただこうというふうな対策をとっているわけではないですか。

違いは人件費なのですよ。 

 公立の保育士たちというのは長くいることができますから、しっかりと保育の質を考えながら、勉強

しながらやれるのですよ。なので、私は、公立保育園の意義というのは、余裕とは言いません。けれど、

しっかりとしたサポートの下、その保障の下、保育をしていただけるから、やはり中核にもなり、それ
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と、公立でやるという意味では、教育との関係であったり、いろいろな福祉関係も含めて、連携が取り

やすいわけですよ。それが大きな意味なのではないでしょうか。その辺のお考えをどうぞ。 

○吉田保育施設調整担当課長  委員のおっしゃるところもございます。それから、公立でやるという

ところでございますけれども、区立の保育園においてはある一定程度の役割というか、質を保ちながら

今後も進めてまいりたいと思っております。 

○渡部委員長  関連で、吉田委員。 

○吉田委員  今の西本委員の保育園給食の放射能検査についての質問に関連して、関連質問いたしま

す。検査の継続を求める立場からの質問です。 

 昨年１１月３０日の文教委員会の、検査の継続を求める陳情の質疑の際、基本的に、給食の食材は全

て国の検査等の体制の中で、安全なものが納入されているという前提であり、基本的には検査自体、本

来必要がないというご発言がありました。子ども未来部としても、放射能検査について、そういう認識

なのか、改めて伺います。 

 厚労省のホームページを見ますと、検査は十分に行われているのですかという質問に対して、食品中

の放射性物質の検査については、原子力災害対策本部で定めたガイドラインに基づいて、地方自治体で

計画的に検査を行っていますと。厚労省は発表しているだけなのですよ。検査はやはり自治体頼みかな

と思います。 

 今、東京都で言えば、東京都が自治体なわけですけれども、東京都が今行っているのは、マーケット

バスケット方式です。ご存じだと思いますけれど。だから、安全性を確認して流通させているのではな

く、流通しているものをピックアップしているだけなのですよね。安全を確認して流通させているから

検査は要らないということであれば、ちょっと認識が違うかなと思いますが、見解はいかがでしょうか。 

○立木保育課長  現在市場に流通している食材に関しましては、出荷の段階できちんと放射能検査を

されたものが安全な状態で流通されているものと考えております。 

○吉田委員  出荷の段階でというのは、そこの自治体がやっているということですよね。対象の自治

体は１７自治体だけです。やはり圧倒的に岩手県とか福島県、もうデータでも福島県が圧倒的ですよね。

やはり自治体頼みなのです。それ以外の自治体が全部やっているというわけではないです。 

 今、放射能検査、例えば、市民団体で地道にずっと検査しているところなども、別に福島とか岩手、

東北とは関係ないところから、思わぬところから出る。それから、ずっと不検出だったところから出て

しまう。そういう事例が既に出ています。 

 先ほどのご答弁の中で、社会情勢が変わったらというふうにおっしゃっていましたが、汚染水の海洋

放出の可能性、ずっと議論されたままです。それから、先日も大きな余震がありました。原発事故はま

だ終息していませんし、リスクは続いている状況だと思います。ぜひ検査を続けるべきだと思いますが、

見解を伺います。 

 ただ、先日の文教委員会の議論でも指摘があったとおり、今の測定方法は、事故直後の放射能汚染リ

スクが高い段階でふさわしい方法だと私たちも思っています。１０年前はこの方法が良かったと思いま

すが、今はリスクの高い食品は絞られてきています。今のやり方が事故後１０年の現在にふさわしくな

いというのであれば、リスクが高いものに絞った検査方法に変更して継続すべきと考えますが、見解を

伺います。 

○立木保育課長  文教委員会の審査でも、今回、不採択となりました。区としましても、これまで一

定のやり方できちんとデータも取ってきてございますし、これまで基準値を超えたこともございません。
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こういったことから、一定の成果があるというところで、一旦休止させていただくということで考えて

おります。 

 社会情勢で何かもっと変化があった場合、必要に迫られた場合には、当然、教育委員会とも連携しま

して、再開という形はとらせていただくというような考え方で行ってまいりたいと思います。 

○吉田委員  社会情勢の変化の中に、汚染水の海洋放出なり空中放出なりあったら、それは社会情勢

の変化というふうに捉えられるのでしょうか。伺います。 

○立木保育課長  その時々の社会情勢をしっかり見極めてまいりたいと思います。 

○吉田委員  ぜひ継続で、もし一旦やめるとしても、社会情勢を機敏に捉えて、再開していただきた

いと思います。要望です。 

○渡部委員長  次に、鈴木ひろ子委員。 

○鈴木（ひ）委員  私からは、２２９ページの障害者の救急代理通報システムについて、それか

ら、２３３ページ、障害児者総合支援施設運営費について、それから、女性の貧困について伺いたいと

思います。 

 まず救急代理通報システム、緊急通報システムがこういう名前に変わりましたけれども、障害者のこ

の通報システムについて伺いたいと思います。 

 私、一般質問で、この救急代理通報システムの対象を障害者のいる家族まで拡大して、無料で利用で

きるようにということで求めました。しかし、拡大する考えはないとの答弁でした。 

 なぜ私がこの質問をしたかと言いますと、人工呼吸器をつけて吸引などの処置が必要な重度障害の息

子さんを持つお母さんから、もし自分が心筋梗塞や脳梗塞などで突然倒れるようなことがあったら、息

子の命まで危険にさらすことになるのではないかと心配だと、こういう相談を受けたので、これまでも

取上げてきたものです。 

 品川区の救急代理通報システムの対象者は、身体障害者手帳か愛の手帳を持っているひとり暮らしの

障害者、または障害者と高齢者のみの世帯、こういうふうになっています。家族が障害者でもなく、高

齢者でもない場合は、重度の障害者を見ている相談された方のような場合でも、対象にはなりません。 

 しかし、これまでは検討するという答弁だったものが、今回は、拡大する予定はございませんという

ことでした。私はまさに障害者と介護する家族の不安の解消、それから、生活、生命の安全の確保をす

るために必要だと思うが、なぜ対象を拡大できないのか、その理由をお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、利用料ですが、非課税世帯が１００円、課税世帯が１,０００円と、こういうふうになっ

ています。これは障害福祉サービスとは違う体系になっています。私は、障害福祉サービスと同じ、本

人の収入で見るべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

 それから、現在受けている人数なのですが、障害福祉計画の素案が出ましたけれど、この７３ページ

を見ると、令和３年度は１４件しか使われないという数字になっています。しかし、予算書の２２９

ページでは、９９台となっています。この差が何なのかも伺いたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  救急代理通報システムにつきましてお答えいたします。 

 まず対象者でございますが、ひとり暮らしの障害者、障害者と高齢者のみの世帯ということで現在考

えております。家族まで対象を広げるのかという検討をしていたところ、実は、高齢者の救急代理通報

システムと障害者の救急代理通報システム、この２つの事業の見直しを行ったところ、申請時の年齢に

よって高齢者になる、あるいは障害者になるということで申請されるのですが、要は、障害者の場合、

非課税の方は月額１００円で、高齢者事業になりますと、月額３００円となっておりました。この利用
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者の負担金につきまして、当該利用者の申請時の年齢によって差異が生じるという課題が浮き彫りに

なってまいりましたので、このたび障害者の年齢制限を廃止することといたしまして、来年度以降なの

ですけれども、高齢者で受けている方のうち、障害者に移ったほうが利用者の負担金が少なくなる方に

つきまして、障害者のほうをご利用していただくというふうに事業を整理することといたしました。 

 加えて、この事業を周知することで、拡大する見込みとなっております。そのため、予算をかなり大

幅に増額しているものでございます。 

 利用料につきましては、今のところ、まだ検討の俎上には上がってきておりませんので、この状態の

まま来年度は施行したいと思っております。 

○鈴木（ひ）委員  そうしますと、家族が障害者や高齢者ではないという方の、私が申し上げた事例

の方は、まだ対象にはできないということでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  現在のところ、家族の方までは対象にしておりません。 

○鈴木（ひ）委員  家族の方といっても、家族が倒れた場合に、障害者の命が危険になるので、対象

にしてくださいという、そういうことなのですね。なぜこれが対象にならないのか、理由をもう一回教

えてください。 

○松山障害者福祉課長  障害者のおひとり暮らしのほか、障害者と高齢者世帯が対象になっていると

いうことを鑑みますと、やはりリスクの高い方がご家族ということになります。今、そのような状態の

事業のつくりとなっておりますので、まずは来年度、きちんと事業を整理いたしましたので、それプラ

ス周知を図っていくという方向で事業を整理したというところでございます。 

 もちろん、そういったご不安のお声をいただく場合があるかと思いますけれども、ご家族の不安を軽

減する方法を、やはり相談の中で寄り添いながら考えていくというところでございます。 

○鈴木（ひ）委員  ほかにこういうサービスってなかなかないと思うのです。それなので、私はこの

対象を広げてほしいということでずっと取上げてきているのですね。これは本当に障害者の方の命に関

わることなので、しかも、これって１件当たり年間３万円ちょっとなのですよ。お金としては大したこ

とないのですよ。何百万円で何百人ができるのですよね。そういうふうなことを、命に関わることなの

で、私はぜひケチらないでほしいのです。これはぜひ拡大していただきたいと強く要望しておきたいと

思います。 

 時間がこれだけかかると思わなかったので、次に行きたいと思います。女性の貧困、特に今回は、生

理の貧困についてお聞きしたいと思います。 

 格差と貧困が広がる中、世界中の女性たちが、生理用品はぜいたく品ではなく必需品だと訴えて、

ジェンダー平等の課題として働きかけて、政治を動かして、世界中で生理用品の無料提供が広がってい

ます。ニュージーランドでは小中高で、それから、フランスでは全ての学生を対象に、いずれも６月か

ら無料提供されることになりました。英国でも、１９年に学校や病院での無料提供が決定されています。

韓国でも、１９年４月に驪州市で１１歳から１８歳の女性への無料提供が始まり、ソウル市では、公共

トイレの女子トイレにナプキンが設置されるようになりました。スコットランド議会では、学生への無

料提供がさらに広がって、全ての女性に無料提供の法案が全会一致で昨年１１月に可決されたとのこと

です。 

 世界中でこれだけ大きく広がっていることに、私も驚きました。先日、ＮＨＫでも報道されて、コロ

ナ禍でアルバイトができずに経済的に困窮する学生が増える中で、生理用品を買うのに苦労した学生が

およそ２割いると。買えなかったことがあるという人も６％いるということが、若者のグループのアン
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ケート調査で明らかになりました。厳しい人は、食費を確保するのに精いっぱいで、生理用品を買うこ

とを我慢せざるを得なくて、ほかのもので代用せざるを得ない人もいるということで、本当に深刻な状

況だと思います。 

 生理は、誰もが安全で健康に過ごすことができる人権問題と考えて、対応が求められていると思いま

す。生理の貧困について、区としてどう認識されているか伺います。 

 また、品川区として、生理用品の無料提供に踏み出していただきたいと思いますが、いかがでしょう

か。 

○三ッ橋子育て応援課長  女性福祉事業を所管しておりますので、子育て応援課からお答えしたいと

思います。 

 今、委員からご紹介があった全国的そして世界的なことになっているということは認識しているとこ

ろでございます。必要な方に必要な支援を届けられるよう、そして、そのために、国や都の動向に注視

しながら、区としては研究してまいります。 

○鈴木（ひ）委員  ぜひ、品川区からこの実現をしていっていただきたいと思います。 

 次に、障害児者総合支援施設について伺います。指定管理者を福栄会に変えるとの議案の厚生委員会

の議事録を改めて読み直しまして、区が最適な事業者と高く評価して選定した現事業者をわずか１年で

改めて選び直して、現事業者を変えてしまうという異例なことをするのにもかかわらず、なぜ変えるの

かが分からない。公正、公平、客観性というふうに言葉だけで言いますけれども、それを担保する説明

もなければ、資料も示されない中で委員会に判断を迫るという、納得のいかないものでした。これでは

利用者団体の皆さん、要望を出された皆さんも納得いかないと思います。何点か伺いたいと思います。 

 区として現事業者を選定しない理由として、冒頭、大事なスタンスの発言があったと。それは、私た

ちが考え方を変えてまで区の意向に沿った提案を行うことは本意ではないと考えている、との発言が

あったと言われました。この中身については、区の公募要領を見て考えに開きがあった、それを踏まえ

て、区の意向に沿った提案を行うことは本意ではないと発言があったと区が述べました。 

 私は改めて現事業者にお聞きしました。公募要領の考え方の開きの中身というのは、品川区からは、

とにかく新しい事業を提案するようにと言われたけれども、現事業者は、区と協議をして現在のサービ

スを展開しており、まだわずか１年を過ぎたばかりだから、新たな提案ではなくて、まずは今の事業を

しっかりと軌道に乗せるために頑張りたいと、そういう中身だということでした。私はこれは当然のこ

とだと思います。 

 これまでも区は、現事業者に対して、言葉の一部を捉えて、イメージが悪くなるような誤解を与える

答弁を繰り返してきました。発達障害の相談の待ち時間が長いことも、もともと品川区のキャパが足り

ないことが問題なのに、まるで事業者が問題のような答弁をしてきましたが、私は今回もこれと同様の

ことではないかと思います。これは一方的であり、公正、公平とは言えない。区の姿勢として改めるべ

きだと、改めて申し上げておきたいと思います。 

 それでお聞きしたいのが、今回、事業者があと１年半で変わることになるとすると、今の事業者はど

うなるのか。例えば、ゆうゆうは北海道の社会福祉法人で、北海道に帰るわけにもいかないし、今働い

ている従事者の雇用はどうなるのか。品川区は一切責任を持たないのか。このことを伺いたいと思いま

す。 

 また、もう一つ、もし１年半後の１０月で福栄会に事業者が変わるとした場合、児童学園は年度切り

替えで子どもたちが通ってきていますけれども、年度途中で職員が入れ替わるとなると、子どもたちに
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とっても混乱したり、不安になったりするのではないかと思いますが、この点はいかがでしょうか。 

 そして、最後に、特に何か問題を起こしたわけでもないのに、区の意向に沿わなければ事業者を変え

られて雇用を守ることができないとなると、品川区の事業には怖くて手を挙げられないということにな

り、新たな社会福祉法人を入れることができなくなるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○築山障害者施策推進担当課長  まず１点目のご質問についてです。今の事業者につきましては、こ

れから１年半という期間の中で引き継ぎを、次期指定管理者候補者と調整をしながら、図って進めてま

いるところでございます。 

 また、事業者が入れ替わりまして、職員の入れ替え、混乱等というところでございますが、そのあた

りにつきましても、事業者と調整をしながら進めていきたいと思っております。 

 また、引き継ぎにつきましては、事業者で働いている職員、それから事業者を尊重しながら、丁寧な

対応に努めてまいりたいと考えているところでございます。 

 あと、今回の指定管理施設でございますけれども、区立の拠点施設として運営したもので、公募をし

たものでございますので、最も適した法人を選んだというところでございます。 

○渡部委員長  次に、若林委員。 

○若林委員  新規事業を中心に、何点かお聞きします。 

 ２１５ページ、在宅高齢者支援事業の中の、ＩｏＴを活用したケアマネジメント向上支援事業につい

てですが、いわゆるこのシステム、ＩｏＴですので、どうしてもシステムのお話を聞きたいのですが、

それはまた厚生委員会等でしっかりと説明、報告をしていただくというところで、今回は、成果と目標

について、そういったところを中心にお聞きしておきます。 

 それで、このいわゆるＩｏＴを活用したケアマネジメントについては、２０１９年１０月から都城市

において要介護高齢者４名を対象に実施していると。この４名、４事例全てにおいて、本人状態が改善

傾向にあると。ネット上でこういうことの報告を見させていただきました。 

 また、加えて、２０２０年、昨年の８月から、この都城市において４名を追加して、第２期目の実証

に入った。また、品川区でも、昨年の１０月から４名で実証の取組みが行われているということで、モ

デル的にひたひたとやられているのだろうなというところだと思います。 

 質問としては、このケアマネ、それからケアマネジメントの質、機能の向上、こういうことがうたわ

れておりますけれども、これの本来の目的はどういうところにあるのか、最終的な成果としては何を目

標としているのかというのを一つお聞きします。 

 それから、既にこれは都城市のインタビューも見させていただきました。医師会の先生のコメントが

ありまして、いわゆるＩｏＴで生活が可視化された、この情報を医療と介護、こういうところでまた自

治体と共有できるというところで、今まで一方通行的な話し合いだったものが双方向的になり、医療と

介護の連携の架け橋になる、この点については大変高く評価しておりましたので、今回、品川区、この

資料によりますと、介護、いわゆるケアマネジャーの連合会、こういうところとの連携というところで

進んでいくのですが、今後、医師会との連携とか関与、これについてお考えをお聞きしたいと思います。 

 それから、４８１ページの後期高齢者歯科健診事業については、補正でもお聞きしましたけれど

も、７７歳、７９歳の２つの年齢が来年度追加される予定で、７６～８０歳までの毎年いわゆるオーラ

ルフレイルといった歯科健診が行われるということで、大変高く評価をしているところです。 

 そこで、来年度のこの予算書では、新たに評価委員の設置、これの予算計上がされておりますので、

ここら辺の評価委員会の今後の取組みが、この事業の成功の鍵ということになると思います。そこで、
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この委員会はどのようなことを行って、この後期高齢者歯科健診事業の目的を達成しようとしているの

か、これについてのご説明をお聞きしたいと思います。 

 それから、５３１ページの予防訪問事業については、新規事業として、柔道整復師の機能訓練という

ことが新たに計上されました。この柔道整復師というのは、ご案内のとおり、骨折・打撲等、骨や筋肉

の損傷を体の外側から整復して、また回復を促していくというところで、この事業についての目的、ま

た、身体的なというところなのでしょうけれども、対象者、また、ご家庭を訪問するということなので、

単身世帯とか、また同居家族がいる世帯とか、そこら辺の考え方についてお聞きしたいと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  私からは、ＩｏＴを活用したケアマネジメントについてご答弁をさせていた

だきます。 

 まず本事業でございますが、こちらは在宅で、特にひとり暮らしのご高齢の方でいらっしゃいますと、

基本的には介護保険でいうところの在宅サービスを中心にご利用いただくことになるのですが、１

日２４時間のうち、サービスの提供を受ける時間というのは、もちろん人によってケースバイケースで

すけれども、２４時間の中から見ると決して多いとは言えない時間で、サービスが入っていない時間の

ほうが長いということがございます。 

 では、そのサービスが入っていない時間に、特におひとり暮らしの方はどういう生活をされていらっ

しゃるか。こういうことを知るということを、我々、課題として認識しておりました。これを解消する

ために、高齢者のご自宅にセンサーなどを取付けて、例えば睡眠時間ですとか、トイレの回数、こう

いったことをデータ化、可視化することによって、最適なケアプランの策定につなげていきたいという

ところがございます。 

 ただ、最大の目的は、これを活用することによって、高齢者の方の生活習慣を改善すること、そして、

ご家族の負担軽減にもつながるのではないか。こういったことを目的に、令和３年度、進めてまいりた

いと思っているところでございます。 

 まず現時点では、今委員からお話がありましたように、ケアマネのグループ、団体等を中心に、一緒

に話を進めていきたいと思っております。また、それを見て、今後の展開を検討してまいりたいと、こ

ういうふうに考えているところでございます。 

○池田国保医療年金課長  私からは、高齢者の歯科健診についてお答えさせていただきます。 

 今年度の後期高齢者医療につきましては、歯科健診、人数が多くなりまして、パーセント的には落ち

ていますけれども、受診者は大変多くなっているところでございます。 

 こちらのほう、実際に歯科の口腔内のものと、それから、口腔機能の強化、それと、もう一つ、これ

までフレイル評価というものがなかったところでございますけれども、口腔内の評価とフレイル評価と

いうものをつなげまして、実際に老化と口腔内の関係はどのようなものであるか、それで、今後のフレ

イルを防ぐためにはどのようにしていったらいいかということを、歯科医師会の先生方とともに評価委

員会を立てまして、検討させていただきまして、これからの歯科と健康ということで、いろいろと検討

をさせていただくことになっているところでございます。 

○菅野高齢者地域支援課長  私からは、柔道整復師による機能訓練についてお答えさせていただきま

す。 

 こちらの事業の目的ですけれども、閉じこもりがちな生活により心身機能が低下し、外出する体力に

自信がない方等を対象に、自宅にて機能回復訓練に取組むことで、主に運動機能の改善を図り、ひとり

でも日常的に外出できる体づくりを目指すというものです。 
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 対象者につきましては、総合事業対象者ということで、在宅介護支援センターが行います基本チェッ

クリストによって総合事業対象者となった方のうち、通所型の介護予防教室に通うのが不安または難し

いと認められる方を対象者に考えております。 

 委員ご指摘の単身の世帯などということ、訪問事業ということなので、そういった観点もあると思い

ますが、あくまでもこちらのほう、ケアマネジメントによって対象とされた方についてを対象とさせて

いただこうと考えております。 

○若林委員  そうすると、ＩｏＴのほうの、最終的な成果、目標というところは、私の理解では、い

わゆる自分のことは自分でできる、要支援であっても、要介護であっても、自分の力を引き出して、自

分の生活を向上させていく、また元気な生活を送っていくというところで、あえて言わせていただけれ

ば、施設では要介護度改善ケアにもうずっと数年、１０年取組んで、今度は在宅の要支援者、介護者の

そういった改善というものを目指していくのかという考え方をお聞きしておきたいと思います。これは

質問です。 

 それから、柔道整復師のほうは、自宅を訪問するということで、様々な状況があると思います。柔道

整復師や、またリハビリを受ける方の声をしっかり聞いて進めていただきたいと、これは要望です。 

○宮尾高齢者福祉課長  こちらのＩｏＴを活用することによりまして、もちろんご本人の状態が改善

に向かう、その一助となればというところもございます。それから、そのデータを取ることによって、

ケアプランの向上、こういったことにもつなげてまいりたい、こういうふうに考えているところでござ

います。 

○渡部委員長  次に、本多委員。 

○本多委員  お願いします。２４５ページの子ども食堂開設・運営支援。令和２年度の予算

は１,２３１万７,０００円で、令和３年度が１,２４６万５,０００円で、微増ですけれども、これは全

額、社会福祉協議会へということでいいのか、確認をしたいと思います。 

 それと、子ども食堂が全国的に広がりを見せてもう何年にもなっておりますけれども、品川区内の子

ども食堂開設に向けた気運は現在どうなのか。私の知り合いでも、今すぐに開設するんだという方もい

ますし、また、そういう話をしていると、学校の先生をやっている方がいるのですが、あと一、二年で

定年なんだ、定年になったら子ども食堂を開設したいとか、ものすごく気運が高まりを見せているなと。

もちろん、何年も前から気運が高いのは分かっていたのですが、また最近、特にそういう気運が高いな

と思ったり、あるいは、企業の方でも、何かできることがありませんかと言う方とか、人が集まるとす

ごくそういう話になりまして、当然、新規で開設をする方たちの思いとかも聞いて分かっておりますし、

もう最初の品川で、初期の頃から開設した人たちとの意見交換もしていますので、その熱い思いという

のは十分に承知をしておりますけれども、最近の気運というものをどういうふうに捉えられているか、

教えていただきたいと思います。 

○三ッ橋子育て応援課長  子ども食堂に関しまして、まず予算でございます。こちらに関しましては、

社会福祉協議会への委託料となっておりまして、しながわ子ども食堂ネットワーク事務局を担っても

らっていますので、主なものはコーディネート費などでありまして、このときに子ども食堂を開設した

いなどのご相談への対応を実際にしております。 

 そして、子ども食堂の皆さんの気運でございます。こちらに関しましては、基本的にはボランティア

というふうに皆さん捉えておりまして、子どもたちに対して温かい食事を届けたいという思いが一番熱

くございます。そのために、今、コロナ禍の中で、３密になってしまうので、なかなか工夫していると
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ころで、フードパントリー事業というものも、本当に大変な思いで実施しているところでございます。

この皆さんの熱い思いが形になっているのが子ども食堂と思っているところでございます。 

○本多委員  事業者の皆さんの熱い思いは分かりました。世論の気運がどうなのかなと思って、その

辺も併せて聞かせていただきたいなと思います。 

 それに伴いまして、区の取組みというのは今後どういう方向性で行くのか、そういう世論で気運がす

ごく高まっているものを、どういうふうに取組む、どういう姿がいいのか、その方向性みたいなところ

を教えていただきたいのと、参加された子どもさんの目線というのが一番大事だと思うのですけれども、

満足ですとか、充実ですとか、それぞれの食堂では十分に把握して、充実感があるのだとは思うのです

が、それを社会福祉協議会なり、事務局なり、区がどう把握しているのか、その辺を教えてください。 

○三ッ橋子育て応援課長  まず、子ども食堂などの世論の気運でございます。区では、ガバメントク

ラウドファンディングを実施しておりまして、その中では、子ども食堂の継続支援と、しあわせ食卓事

業という食品配送を伴っての自立の支援という、２つの事業を実施してまいりました。その中で実際に

寄附していただいた方からのご意見がありまして、子ども食堂のために寄附していきたいという方も中

には多くいらっしゃることがございます。 

 また、そのほか、企業の方々の子ども食堂への支援というのもたくさんございまして、実際におうど

んをキッチンカーで届けてくださった企業もございますし、いろいろな対応をしていただき、また、ボ

ランティアなどをしている企業などもございます。また、様々な寄附をして、子ども食堂に寄附をして

いただいている企業もございますので、世論としても、子ども食堂の気運が高まっていると捉えており

ます。 

 そして、子どもたちの目線でございます。実際に私も子ども食堂に行かせていただき、拝見させてい

ただいて、子どもたちと一緒に対応していただいたところでございます。こちらに関しましては、すご

く楽しそうというか、ひとりで食事をしているのとは違い、その頃はコロナ禍より前のことでございま

すけれども、皆さんで楽しそうに食べていらっしゃる姿、また、子どもたちが生き生きとしている姿な

どを拝見いたしました。やはり子どもたちが元気になるというのがすごく大事だと思っていますので、

子どもたちが楽しく通えるところというものが大事だと思っております。 

 また、区の取組みの方向性でございます。来年度に関しましても、ガバメントクラウドファンディン

グを実施してまいりますし、また、子ども食堂への継続支援というのも実施してまいります。引き続き、

子ども食堂に対して支援してまいります。 

○本多委員  子どもが元気になるのが一番です。今後、開設がどうなっていくのかなと、よく注視し

ていきたいなと思っております。それで、コロナ禍における内容についても少し聞きたいなと思ってお

ります。 

 あと、制度が拡充されてくる点などがもしあれば、教えていただきたいと思います。 

 フードパントリーの活動が脚光を浴びておりますけれども、説明でもいただきましたが、そういった

取組みが多いかと思うのですが、コロナ禍での取組みがどういう状況か。 

 私の家の菩提寺で、世田谷区の存明寺というお寺があるのですが、そこで２０１５年９月から子ども

食堂を開設して、月に１回やるようになっておりまして、子育て支援をメインにやっていまして、ふれ

あいやつながりをテーマに行われておりまして、住職夫婦とボランティアでやって、最初は参加者が少

なかったのですが、１００名ぐらいになるようになりました。当然、掃除とか奉仕とかも教えたりして、

ただ、去年の２月からはやはり休止になってしまいまして、そして、６月からは支援物資配布、９月か
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らは丼もののテイクアウトとか、そういったところなのですけれども、コロナ禍においてなかなかでき

ない部分もありますが、工夫とか、その辺について教えてください。 

○三ッ橋子育て応援課長  コロナ禍での子ども食堂の現状でございます。 

 まずフードパントリーを実施しているところは、今現在、子ども食堂全体として２６か所に増えてお

りまして、その中の１２か所がフードパントリーを実施しているところでございます。こちらは、やは

り食材を配布したり、お弁当なども配布しているところで、子どもたちに非常に好評だと聞いておりま

す。 

 そして、そのほか、コロナ禍においての工夫などでございますけれども、今言ったように、フードパ

ントリーを実施していること、また、先日、パネル展を開催いたしております。きゅりあんのイベント

ホールでパネル展を開催して、３密を避けて、手洗い・消毒の徹底をしながら、フードパントリーの活

動などの映像を流したり、また、企業からの寄附などのご紹介をしていた。また、各子ども食堂のご紹

介をしていました。 

○本多委員  引き続き工夫してやっていただきたいと思いますし、孤食とかの対応だけでなく、１

日３食しっかりと食事を取るなど、いろいろな目線で取組んでいただきたいと思って終わります。あり

がとうございました。 

○渡部委員長  次に、高橋しんじ委員。 

○高橋（し）委員  ２５５ページのぷりすくーる西五反田経費、２５９ページ、２６３ページ、私立

保育園・私立幼稚園の特別支援巡回相談についてお尋ねします。 

 まずぷりすくーる西五反田のほうですが、鈴木（真）委員のほうからもお話が出ていましたが、まず

確認として、指定管理者が新たに決まりましたが、３～５歳部分は、認可外保育施設ということでよろ

しいでしょうか。昨年、幼児教育無償化の際に届出をしたと伺っております。それで、その３～５歳の

状況をお願いします。 

○吉田保育施設調整担当課長  ぷりすくーる西五反田の３～５歳の幼児教育部門の話になります。こ

ちら、東京都に届出る認可外保育施設となっております。令和元年１０月に幼児教育無償化が始まる際

に、児童福祉法の第５９条の２で、認可を受けていないものにつきまして、その施設の設置者は都道府

県知事等に届出なければならないとされていることから、その時点で認可外保育施設として登録したと

ころでございます。 

○高橋（し）委員  それまでは届出をしなくてもというところでしたが、こういった事情で東京都の

ほうに届出をしたと伺っています。ありがとうございます。 

 そういった認可外保育施設なのですが、これは０～２歳が認可保育園なのですけれども、それと同様

に、もし仮に３～５歳を認可保育園とすると、区の財政的にはどれぐらい違いが出てくるのでしょうか。 

○吉田保育施設調整担当課長  運営費用につきましては、指定管理のため、区から委託料にて支払い

をしているところです。 

 ３～５歳の幼児教育部門を仮に認可保育園とした場合ですけれども、そうすると全体が公設民営の保

育園となります。現在の、公設民営保育園への補助金につきましては、無償化になった保育料としての、

国と都からの補てん分と、宿舎借上げに関する補助金のみとなっております。運営面に関する補助金は、

公設民営保育園のため、ございません。そのため、現在の運営費に大きな変更はございません。 

○高橋（し）委員  今ご説明いただきましたが、そのように、公立保育園というのは、国家補助がな

いという形ですが、ただ、一般財源化されて、地方交付税で手当てをされていると伺っています。とす
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ると、東京都の場合、東京都と２３区の関係の場合では、どのようにして手当てをされるのでしょうか。

これは保育というよりも財調の話になりますので、財調の算定の基礎に入るのでしょうか。その点、金

額は恐らく難しいと思うので、入るのでしょうかということだけお願いします。 

○品川財政課長  委員のおっしゃるとおりで、こちらのほうは地方交付税交付金の該当というところ

に関して言えば、財調の算定基礎というふうになっております。実際に保育児の人数等で財調算定のほ

うをさせて、計算をしているというものでございます。 

○高橋（し）委員  ということで、関連するのですが、今３～５歳は認可外保育施設ですけれども、

その状態のまま新しい指定管理者が運営していくわけですけれども、今後、区、そして新しい指定管理

者の福栄会は、ぷりすくーるに関してどのようなビジョンを持っていらっしゃるのでしょうか。 

 認可外保育施設のままあえて残していくという形とすれば、なぜそういう形なのでしょうか。例えば、

区立認可保育所もあるし、保育所型認定こども園もあるし、幼保連携型認定こども園もあるし、あるい

は幼稚園ということもありますけれども、その辺いかがでしょうか。 

○吉田保育施設調整担当課長  ４月から指定管理者となる福栄会において、まずは現在の業務を継続

して、現在の０～２歳児の部分は公設民営認可保育園、３～５歳児の幼児教育部門につきましては、認

可外保育施設として運営していくところでございます。 

 ぷりすくーる西五反田は、小学校就学前の乳幼児に対して、保育所および幼稚園の特色を活かした保

育教育を行うため、国の認定こども園の制度に先駆けて幼保一体施設による多様な保育教育を進めてき

たところでございます。今後、幼保連携型認定こども園という制度の裏づけを持った部分に移行してい

くことを目標として、今進めております。 

 それ以外のところもあるのではないかということなのですけれども、今回は保育所および幼稚園の特

色を活かしたというところが、ぷりすくーる西五反田のもともとの立ち上がりのところの理念でもござ

いますので、そちらを一番有効的に活かせるのは幼保連携型認定こども園と認識しているところでござ

います。 

○高橋（し）委員  幼保連携型認定こども園を開設しようとしたいろいろないきさつがありますけれ

ども、そこはなかなか難しかったので、この後、また新たな指定管理者の下でそれを目指していくとい

うことです。 

 これまでの実績を活かして、その道筋を十分検討して、実現に向けて事業を進めていただきたいと思

います。 

 ただ、１つだけちょっと気になるところがありまして、以前のＮＰＯ法人子育て品川の残余財産につ

いて、そちらの定款には、５３条で、解散の際は品川総合福祉センターに残余財産を譲渡するとありま

す。定款の変更は行われたのでしょうか。行われたとすると、それはどこに行って、今後のぷりすくー

る西五反田の運営に活かされていくのでしょうか。逆に言うと、活かしていかなければいけないのでは

ないかと思います。いかがでしょうか。 

○吉田保育施設調整担当課長  昨年の６月にＮＰＯ法人子育て品川のほうで総会がございまして、こ

ちらで定款の変更がありまして、定款５３条の残余財産の帰属先につきましては、福栄会のほうに変更

しております。 

 ぷりすくーる西五反田の昨年６月の決算報告における収支差額の残額は、その時点で約３,８９０万

円となっております。収支差額の残額につきましては、今回、指定管理者が替わることもありまして、

ＮＰＯとの協定の変更により、委託料の中で調整しているところでございます。 
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 今後もぷりすくーる西五反田の運営に必要な支援については、調整してまいります。 

○高橋（し）委員  承知しました。福栄会のほうにということで、今、そのような中で調整していく

ということをお聞きしました。 

 これまでの運営実績を活かして、今後も区の就学前教育施設のリーダーシップをとっていくような施

設になるように、区のほうで運営を十分に支援していっていただきたいと思います。ありがとうござい

ました。 

 それでは、もう一つのほうの巡回相談ですが、これ、公立保育園のほうに書いてなく、私立保育園と

私立幼稚園にあったので、このように財政が厳しくなる中で、事業の縮小等があったのかというような

形なのですが、その点について、事業の縮小はなかったのか、例年どおりの巡回回数などが行われてい

たということ、そして、それについて、保護者、保育士、幼稚園教諭、小学校側、そして、区の全体的

な評価はいかがでしょうか。 

○立木保育課長  特別支援の巡回相談に関しましては、令和２年度、令和３年度、同規模で行う予定

でおります。 

 保育園の運営面に関しましても、子どもと保護者に寄り添った対応ができるというところで、非常に

役に立っております。あと、就学相談等も含めまして、教育委員会との連携に関しましても、非常に良

好な関係が保てていると考えております。 

○高橋（し）委員  例年のとおりということですが、予算やいろいろな事情で事業予算が減少してし

まう可能性もあるのですが、継続的で安定的な事業として位置づけるためには、どのような形をとるの

が望ましいのでしょうか。 

○立木保育課長  こちらは、やはり特別な支援が必要なお子さんも増えてきていると感じております。

そうした中、ニーズを見極めまして、しっかりと継続した形でサポートをしていければということで考

えていくものだと思っております。 

○高橋（し）委員  今お話があったように、対象のお子さんたちも増えている、そして、各方面から

評価も高いということですので、今後も継続し、そして安定的にこの事業を続けていっていただきたい

と思います。 

 以前、一時ちょっと予算の縮小の可能性もあったのですが、そのときの課長のご尽力で、このような

形で続いています。今後もよろしくお願いいたします。 

○渡部委員長  次に、大倉委員。 

○大倉委員  ２５１ページ、２５９ページ、２６３ページのオリンピック・パラリンピック応援事業

についてと、２３７ページ、子育て支援情報発信アプリ運用等のしながわパパママ応援アプリについて

教えていただければと思います。 

 オリンピック・パラリンピック応援事業については、昨年度、オリパラが延期になっておりますが、

予算がついておりまして、区立保育園だと１,１７７万１,０００円が、今回は７６９万５,０００円と

なっています。私立保育園では、２０２万円から８０万５,０００円。私立幼稚園だと、５６

万３,０００円から４９万２,０００円と予算が大きく減っておりますが、この応援事業については、オ

リンピック・パラリンピックの区立保育園の５歳以上等を対象に、ボッチャ、ホッケー等の競技体験や

実際に見学する際の熱中症対策だという認識なのですが、大きく減っている理由について、内容が変

わったのか教えてください。 

 しながわパパママ応援アプリですが、このパパママ応援アプリは、スマートフォン世代の子育てに対
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する不安解消や孤立防止を図るということと、子育てに関する様々なコンテンツをより多くの区民の皆

様に発信するということで、平成２８年よりサービスを開始しております。独自のコラムやワンポイン

トアドバイス、また公園紹介など、様々なメニューを持って発信、利用ができるようになっております。 

 昨年もちょっと伺ったのですが、ダウンロード件数が約１万６,０００件で、アクセス数が月に３万

～６万件と、かなり多くの利用があるのだなということが分かりました。改めて、今年度の現状のダウ

ンロード数とアクセス数を含めて、利用状況についてどのように把握ができるのか、把握されているの

か、また５年が経ちますが、このアプリについてどのように分析をしているのか、教えてください。 

○吉田保育施設調整担当課長  保育園部分での予算の減額になったところにつきましては、バスを借

り上げて行く予定でございました。昨年まではそう予定していたところでございますけれども、今年度

はバスの借り上げを中止したところでございますので、その分の費用が減額となった次第でございます。 

○廣田子ども育成課長  アプリのほうのダウンロード数等ですが、昨年１万６,０００余というふう

にお知らせしたのですけれども、令和２年１月現在で１万８,０００近くになっておりまして、大体月

に２００件ぐらいのダウンロードとなっております。 

 アクセス数については、月によって違うのですけれども、３万～５万件ぐらいアクセスされておりま

す。事業ごとのアクセス状況も把握でき、そういうことと全体とが分かるのですけれども、区のお知ら

せが一番多く見られておりまして、８,０００～１万件、公園関係も多く見られているところでござい

ます。 

 アプリを入れてから５年ほど経っているのですけれども、今まで様々な見直しをしたのですが、今

使っている事業者のほうが、今後あまりアプリ系を拡大していかないということもありまして、令和３

年にちょっと見直しを考えて、今後の検討をしようかと思っているところでございます。 

○大倉委員  応援事業のほうですが、バスの借上げを中止したということで、中止の理由を教えてく

ださい。 

 あと、私立幼稚園等は、保育園も入っているかと思うのですが、その点についても教えてください。

予算がかなり減額されているなというところで、私立保育園だと２０２万から８５万となっております

が、この辺はどうなっているのか。これもバスの借上げが中止になったのか、その理由も教えてくださ

い。 

 アプリのほうですが、アクセスが非常に多いなというところで、ますます活用していただきたいと

思って質問をしております。以前ちょっとご提案もしたのですが、先ほども利用が多いのが区からのお

知らせ、公園の検索等ということでしたが、公園の検索については、場所の検索から行えるようになっ

ているのですが、いただいた声としては、逆に公園の機能から検索をできるようにしていただければと

いうことで、昨年もちょっとお話をしたかもしれませんが、この辺についてはどのようになるのか、改

めて教えてください。 

○吉田保育施設調整担当課長  バス借上げが、中止となった理由でございますけれども、当初、昨年

は安全面を含め、バスでまとめて連れていったほうが安全ではないかというところもあって予算化した

次第でございますけれども、現実的には、その会場までバスで行けないという問題がありましたので、

現実的な面を取りまして、今年度はバスの借上げを中止した次第でございます。 

○若生保育支援課長  私立幼稚園のほうのオリパラ経費の減でございますが、こちらも保育園と同様、

バスの借上げ代の補助が１０万円ほど減額になったというところでございます。 

○廣田子ども育成課長  アプリにつきまして、公園の検索については、別のお声もいただいておりま
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すので、今後見直していく中で、機能性を図ろうかと思っております。 

○大倉委員  そうすると、バスは中止ということで、実際はどういうふうに行かれるのかというとこ

ろで、以前も実際に現場の保育士の方から伺うと、やはり園児をそこまで連れていくというとなかなか

大変なのだろうということで、その辺のそうした安全対策と、今回、安全対策をどのように実際やって

いくのかというのが分かれば教えていただきたいのと、もし現地で観戦をすることになれば、感染症対

策でマスクを着けなければいけなかったり、当然、手指消毒は行われるというところですが、マスクを

着けると熱中症とかの対策も子どもたちは行わなければいけない中で、マスクを着けると余計そういっ

たリスクも高まってしまうのかなというところで、安全にしっかり観戦して、より良い、すばらしい思

い出にしていただきたいなと思っているのですが、そうした指導についてはどのようにされていくので

しょうか。教えてください。 

 パパママ応援アプリ、分かりました。令和３年、いろいろ見直しを考えているということで、より利

用しやすいように、また、いろいろな方がアクセスしやすいようにしていただければと思います。お願

いします。 

○吉田保育施設調整担当課長  実際にどう園児を連れていくかというところでございますけれども、

イメージとしては、遠足のようになるかなと思っております。 

 それから、今回、予算の中で、新たに看護師も１人臨時につけるというところでございますので、そ

ういう意味では、例年の遠足より、より人の多い形で、安全に子どもを連れていけるものと考えており

ます。 

 それから、熱中症対策につきましては、帽子、タオル、それから、各園ごとの熱中症対策の物品を配

布することで、より安全に回っていけるように対応していけるものと考えているところでございます。 

 これは私立園につきましても同様でございます。 

○大倉委員  今、観戦ができる場合のお話をさせていただきましたが、実際どうなるか分からないと

いうところでは、現地での観戦ができない場合の対応、無観客になった場合は、どのようにしようとお

考えか教えてください。できれば、こういった一生に一度あるかないかの自国開催のオリンピック・パ

ラリンピックなので、ぜひみんなで一緒になって応援するというのがいいのかなと思っているので、最

後教えてください。 

○吉田保育施設調整担当課長  無観客等になった場合は、その時点で考えて対応することになると、

現在はそのように考えているところでございます。 

○大倉委員  状況がどうなるか分からないので、事前にある程度策を練って、子どもたちのいい思い

出になるように対応していただければと思います。 

○渡部委員長  次に、藤原委員。 

○藤原委員  ２１３ページの小山台住宅等跡地複合施設整備ですけれども、基本的に福祉施設が入っ

ていくと思うのですけれども、品川区として、福祉施設がどのぐらい不足していて、どういう施設をこ

れから建設していこうか、目標といいますか、それは人口動態から見ても大体分かると思うので、どう

いうふうにしているか教えてください。 

 次、八潮南特養ですけれども、この特養に関しても、区内にどのぐらいのベッド数を確保しようと考

えているか、教えてください。 

 次、成年後見制度ですけれども、区長の申立て、高齢者分と障害者分がありまして、これは分かるの

ですね。運営助成、社協の分、これも分かるのですが、市民後見人養成事業、成年後見制度利用促進基
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本計画、こうなっていくと、要は、成年後見制度において、区と社協の役割分担がよく分からなくなっ

てくるので、その辺について教えてください。 

 次は、２１５ページの短期入所生活介護送迎費用助成、これは助成なので、区立ではなくて民間だと

思うのですが、相手側と内容をお伺いします。 

 それから、２１７ページ、戸越台特別養護老人ホーム等大規模改修工事なのですが、区立は区の施設

ですから自前でやるのは分かるのですが、民間の施設もこれから大規模な改修をしなくてはいけないと

思うのですけれども、民間に対しての助成というのは考えているのか、教えてください。 

 次が、２１９ページ、要介護度改善ケア奨励助成事業ですが、これは運営者のモチベーションを上げ

るための施策だと思うのですが、最近の実績と区としての評価をお伺いします。 

 次、２３１ページ、重症心身障害者受入促進助成ですけれども、重症心身障害者と重度障害者はどう

違うのか教えてください。 

 そして、心身障害者福祉会館とかがやき園、どちらも区立だと思うのですが、片一方しか助成しない

のはなぜですか、教えてください。 

 次が、２４５ページ、子ども食堂開設・運営支援ですが、ガバメントクラウドファンディングをして

いましたよね。今、幾らになっているかというのを教えていただきたいのと、始めてから多分３年経つ

と思うのですが、その３年目にしての検証をどういうふうに考えているか、教えてください。 

 それと、２４９ページ、一本橋保育園改築。一本橋保育園は大井２丁目にありますよね。大井２丁目

は、来年度、多分、不燃化特区になっていくと思うのですが、その制度を利用するのかということと、

あと、あそこ、四つ角の角にあるのですけれども、その隣接している道がものすごく狭いですよね。そ

ういうものの配慮も、交通量がすごく歩行者も車も自転車もあるので、その辺の配慮というのはどうい

うふうに考えているのか、教えてください。 

○寺嶋福祉計画課長  まず小山台住宅、それから、八潮南特養の増改築計画というところからのサー

ビス供給量の今後の見込みというご質問になろうかと思います。 

 まず高齢者人口の増加、それから、後期高齢者率の増加というところで、今後も介護サービスのニー

ズは高まっていくというところにつきましては、間違いない数字ということなのですけれども、介護保

険事業計画の中で、サービス量の見込みというのをやっているのですけれども、これ、人数のほうは推

計で見込めるのですが、どのサービスに適合していくか、ご利用いただくのがふさわしいかというとこ

ろにつきましては、先日の特養ホームの入所調整会議の担当課長からの答弁もあったとおり、ご本人が

そのように特養希望と言った場合についても、よくよく聞いてみたら、実際には地域密着型サービスの

ほうが、ご本人にとっても、ご家族にとってもいいですよなどという場合もありますので、どこに当て

はまるかというのは、実際に個々にお聞きしないと分からないといった事例もございます。しかし、全

体量としての、サービス供給量、在宅に行くのか、施設に行くのかというところは、数字で分かるとこ

ろもありますので、そういった意味では、まだ施設整備も一定程度必要だということで、そこから先は、

特養ホームにつきましては、これも繰り返しの答弁になるのですけれども、やはり一定程度の敷地が確

保できないと特養ホームの整備はできないということ、それから、地域密着型については、それに比べ

ると融通が効きやすいというところと、品川区が主導でやっていけるというメリットがありますので、

この辺を総合的に整理していく必要があるというところが、今の段階での認識ということになろうかと

思います。 

 それから、その次、成年後見ですけれども、区と社協の役割分担というところになろうかと思います
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けれども、実働部隊として実際にやっていただくのは、実績のある成年後見センター、ここがやってい

るということについては、もう間違いないと思っておりますけれども、そういった中で、例えば、市民

後見人養成事業のあたりから、役割分担がというお話ですけれども、区としては、こういった社協の事

業に対して助成等の形で支援をしていく。人材を育成していくという部分についても、区のほうで支援

をさせていただいているという事業があるということ。 

 それから、成年後見制度利用促進基本計画について、国のほうからは、実際にはいわゆる自治体が主

体となってやっていくことが望ましい、一部委託も可ということにもなっていますので、このあたりで、

品川区が、今後、基本計画の策定を踏まえまして、しっかり中心的な位置づけになって、社協と一緒に

やっていく、このような役割分担というか、連携をしてやっていくという形になろうかと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  私から、まずショートステイの生活送迎費用助成についてご答弁させていた

だきます。 

 こちらは、今年度からスタートさせていただいた事業でございます。区内の特養でショートステイ

サービスを展開している全事業者が対象となりますので、区立、民立を問わずご利用いただけるもので

ございます。現時点で１０か所の施設に、こちらの助成事業をご利用いただいているところでございま

す。 

 それから、２番目の民間施設の工事に対する助成でございますが、例えば、社会福祉法人が施設を大

規模改修するなどというときには、聞き取りを行って、必要な支援をこれまでもさせていただいてきて

おります。今後も、そういった支援を続けさせていただきたいと思っております。 

 それから、要介護度改善ケア奨励助成事業でございますが、こちらは区内の特養等に入所されている

方で、入所後に介護度が良くなった場合に奨励金をお出しするものでございます。今年度は、現時点で

の実績でございますが、継続の方、それから、新たにこの対象になられた方も含めまして、今年度、現

時点で１６１人の方がこの助成事業の対象となっております。こちらも引き続き、評価、検証を続けて

まいりたいと思っております。 

○松山障害者福祉課長  障害者福祉課所管の小山台住宅跡地の施設についてお答えいたします。 

 障害者福祉課所管におきましては、今後、特別支援学校の卒業生等々、状況を踏まえて、総合的に見

ますと、小山台の立地も考えますと、通所施設が足りないということで考えております。 

 それから、２３１ページの重症心身障害者受入促進助成と重度障害者受入促進との違いでございます

が、重症心身障害者とは、重度の身体障害と重度の知的障害の重複の方ということで、こちらの重症心

身障害者受入促進助成というのは、東京都の補助で１０分１０でこのような名称を使わせていただいて

おります。 

 一方で、かがやき園にあります重度障害者受入促進と申しますのは、かがやき園等一定程度の強度行

動障害の方を受け入れている施設に対して支援費を計上するものでございます。 

○三ッ橋子育て応援課長  ガバメントクラウドファンディング関係のご質問でございますが、まず令

和２年度は５００万円の目標のところ、９７６万８,５００円、寄附が集まりました。 

 そして、来年度の検証でございます。こちらに関しましては、様々な課題、例えば、寄附の募集期間

がこの時期でいいのかとか、また、集まった寄付金の活用方法でございます。今は子ども食堂としあわ

せ食卓事業というもの、この２つの取組みと考えておりますけれども、これがいいのかどうかなど、

様々課題がございますので、それを検証していく予定でございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  一本橋保育園の建て替えの件のお問い合わせでございます。 
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 不燃化特区のところにつきましては、今後、情報を取ってまいります。 

 それから、隣接する道路、確かに、一本橋保育園の周りはすごく狭いところでございます。今後、建

て替えを進めるに当たりまして、その場所に応じた建物となるよう進めてまいるところでございます。 

○藤原委員  特養施設についてお伺いしましたが、利用者の方がいて、介護をしてくださる方がいる。

私は毎回質問、要望していますが、やはり介護士の報酬をどうしてももう少し上げていただきたいので、

改めて質問します。 

 今日は雨が降って寒いです。でも、この時間帯でも多分自転車に乗り、雨合羽を着て、訪問介護に

伺ってくださっている方、そういう方はこの品川区にいっぱいいらっしゃると思います。改めてお伺い

します。介護士の皆さんの報酬を上げる、これについてはいかがでしょうか。 

○宮尾高齢者福祉課長  今、委員からお話があったように、介護保険サービスというのは、そこに従

事していただく方があってこそ、あって初めて成り立つものでございます。そういったことに関しては、

本当に感謝の気持ちでいつも業務に当たっております。 

 ただ、一方で、職員の方の給料を一律に上げるということは、これは制度的にも、あるいは財政的に

も非常に多く課題がございます。ですので、そういった意味で、国でも様々な処遇改善加算ですとか、

特定処遇改善加算、こういった制度を設けているというところもありますので、こういった制度がある

ということをしっかりと丁寧に周知していくこと。 

 それから、直接お給料というところは難しいかもしれないのですが、例えば、職場の環境改善に資す

るもの、こういったものにつきましては、ささやかではありますけれども、しっかりと進めてまいりた

いと思っているところでございます。 

○藤原委員  処遇改善もあります。でも、処遇改善、ものすごく複雑なのですよ。だから、もういい

わとなってしまう。それなら仕事をしてと。処遇改善の書類を書くので時間を使っていってしまうのが

事実ですよね。そういうのはあるのです。 

 あと、環境って。課長、心の中で、課長の中で住宅等というのもあると思います。住宅で支援。でも、

そんな、人数的に言って、わずかではないですか。介護士、沢山の方がいるのですから、みんなに平等

に気持ちを表してあげましょうよ。ありがたいという気持ち、私もあります。あります。だけど、お正

月のお休みとか、２月も祭日がありましたよね。でも、休めないのですよ。独居の方がいると、行かな

いとと。やはりそういうところは、政治とか行政で手厚くしていかないといけないと思いますよ。 

 どう考えたって、お給料は安いですよ。それを上げてあげるって、何で行政として、制度があるのは

分かるけれども、ここ、やっていってあげましょう。根幹ですよ。そして、品川区は在宅を進めている

かもしれないけれども、例えば、病院に行って、その後、老健に行くとかという場合でも、必ず言われ

る。自分でやるのは厳しいですよ。だからプロに任せましょうと。だったら、プロの給料にしましょう

よ。みんな誇りを持って、思いやりを持って、お金ではなくしてやってくださっているというのは分か

るけど、それに応えるのは、やはり私たち議員であり、政治であり、行政だと思うのですが、その辺に

ついてはいかがでしょうか。 

○宮尾高齢者福祉課長  処遇改善加算の手続きに関しましては、国のほうも簡素化、それから、より

分かりやすい手続きを進めているところでございます。それを私どももしっかりと支援していきたいと

思っております。 

 それから、やはり繰返しにはなってしまうのですが、一律にお給料を上げるということは、これは非

常に課題が多いというふうに認識しています。一方で、それを仮に実行した場合、保険料にも大きく影



－80－ 

響してきます。やはりこれは保険者として、適切な保険料を設定するということも同じように大事なこ

とだと考えております。どうかご理解いただければと思います。 

○渡部委員長  次に、石田ちひろ委員。 

○石田（ち）委員  私は、２２５ページの手話理解促進から手話言語条例について伺いたいと思いま

す。 

 第２回定例会で上程されるということがこれまでの質疑で話されまして、私も昨年の決算特別委員会

で取り上げて、聴覚障害者の皆さんや団体から、毎年のようにこの条例制定の要望が出ているのになぜ

進まないのか、一日も早く制定をと求めてきましたので、本当に良かったなと思っております。 

 質疑の中でも言われていたように、障害者基本法に、手話は言語だと明記されています。しかし、そ

のことをどれだけの区民の方が知っているのか、区は把握しているでしょうか。 

 先ほど、この条例制定に向けての取組み、手話が言語であるということの理解のパンフを作る。そし

て、職員の皆さんに手話の練習をすると。あと、商店街で、手話できます商店街でしたか、それと、手

話通訳者の日数を増やすということでしたけれども、これはどういうことで考えられたのでしょうか。

当事者も含めて、そうした会議体があって、そこで考えられたのか、経緯を教えてください。 

○松山障害者福祉課長  手話理解促進の事業に対しての経緯ということでございます。 

 こちらは、手話言語条例の案を制定するに当たりまして、当事者団体とのヒアリングを受けて、その

中でいろいろなご要望がございました。 

 実際問題、区として、まずは手話言語条例、委員がおっしゃられるように、手話に対する区民の理解

というのがまだまだというところでございますので、まずはパンフレットの作成、そして、区内部の職

員の意識啓発、また、商店街にご協力いただくといったものを考えたものでございます。 

○石田（ち）委員  では、区民が手話は言語だということをどれだけ知っているかということは、ま

だ把握されていないということでいいですかね。 

 鳥取県が平成２５年にいち早くこの手話言語条例を制定したわけですけれども、そこから約８年経っ

ている中で、やはりこの条例を実効性のあるものにしていくというところでは、市民をどれだけ巻き込

めるか、これが大きな中心だと言っているのですね。 

 ですので、やはりこの品川でも実効性のあるものにしていくために、より多くの人に理解をしても

らって、そこへの普及啓発をしていくことが必要だと思いますので、やはり区民の皆さんが手話は言語

だとどれだけ理解しているか、それで取組む内容も変わってくるのではないかなと思うのですけれども、

条例制定に当たって、区民アンケートなどで把握していくことが必要ではないかなと思うのですけれど

も、いかがでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  まず、正しい理解というのを進めたいと思っております。まず手話に関して、

言語であるという理解をしている方はまだ少ないと思っております。障害者基本法では規定されており

ますが、いまだにやはり手話に対する理解等が浸透しているとは言えない状況にあるということは、当

事者団体からも伺っておりますので、意識アンケートというよりは、まず、その声を受けて、実効性の

あるパンフレットの作成、そして周知に取組んでいきたいと思っております。 

○石田（ち）委員  では、理解が進んでいないという前提で、こうした啓発をしていくということで、

やはり聴覚障害者にとっての手話、言語や意思疎通については、歴史的に見ても様々あって、手話では

なく、口話、口の動きを読み取るという方法も長い間とられてきたと思います。 

 私も小学生のときに、今の品川特別支援学校のところがろう学校でしたので、交流校として様々授業
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や運動会などを一緒にやってきました。その頃を思い出してみると、確かに手話ではなく、口の動きを

見るという方法でした。ろう学校の先生からも、話すときは、口を大きく分かりやすく動かしてくれれ

ば読み取れるので、みんな口の動きを意識して話してねと言われたことも覚えています。なので、もし

そのときに手話が使われていたなら、きっと私たちは手話を習っていたのだろうなと思います。そして、

またそういう交流があったからこそ、聴覚障害という障害を、幼いながらに理解してきたなと感じてい

ます。 

 そうした子どもの頃から手話は言語と理解すること、そして、その障害を理解することが大事だと思

いますけれども、この条例制定との関係で、教育分野との連携はどう取られているのでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  条例制定に当たっての教育部門との連携でございます。 

 これまで条例制定の協議をするに当たり、明晴学園と十分に協議を行ってまいりました。明晴学園の

先生方からも、口話法を押しつけられていたというような歴史も全てお伺いした上で、今回、条例制定

（案）というところまで合意を得たものでございますので、なかなか一足飛びにこういった理解という

のは進みませんので、まずはパンフレットの作成をしたり、区職員自らきちんと正しい理解をするとい

うところを出発点としていきたいと思っております。 

○石田（ち）委員  一足飛びにはいかないというところなので、やはり教育の場から、子どもの頃か

らそういったことを教えていくというのも大事なことなのではないかなと。やはり子どもの頃からそう

した教育の場で習ったことが、私も今になって活きていますので、ぜひ、明晴学園と協議しているとい

うのはいいのですが、そこからさらに外に広げていくということを見据えた条例制定にしていただきた

いなと。 

 条例制定はしてみたものの、やはり実効性ですよね。鳥取県なども、そこはすごく課題だと言ってい

ますので、そうしたところをぜひ見ていただきながら、条例のほうをつくっていく、そして普及啓発し

ていくということをしていただきたいなと思います。 

 午前中にほかの委員からもありましたけれど、手話だけではなくて、やはり障害者が意思疎通できる

ようにということで、手話言語の普及及び障害者の多様な意思疎通の促進に関する条例という形で制定

している自治体もたくさんあります。全日本ろうあ連盟がホームページで、条例制定している自治体を

まとめています。２３区では１４区、そのうちの１０区が、この手話言語の普及及び障害者の多様な意

思疎通の促進に関する条例というのを制定しているのですね。 

 やはり意思疎通をスムーズに交わしたい、コミュニケーションも障壁なく取りたいと多くの方が感じ

ることだと思います。手話が言語であることの理解、そして、多くの人が手話を獲得していく、その普

及啓発を進めていく、実効性のあるものにしていただくと同時に、障害を持つ人全てが意思疎通、コ

ミュニケーションを取れる環境整備にも努めていただきたいと思うのですけれども、今回は手話言語だ

けという答弁でしたけれども、やはり併せて、ほかの手話言語だけの条例をつくった自治体では、なぜ

聴覚障害だけなのかと、そういった声も出されているという声も聞きます。ですので、やはり全ての障

害を持たれている方の意思疎通、コミュニケーションをスムーズにしていく、そのための環境整備もし

ていただきたいなと同時に思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○松山障害者福祉課長  今回、手話言語条例をつくるに当たりまして、当事者団体を含めて、十分に

話し合いを行いました。いわゆる条例をつくるとなると、文言が大事になってきますので、ご本人それ

ぞれ、その団体によって、あるいは個々人によって、その方々が生きてきた生育歴によって思いが異

なってきております。 
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 条例の構成に当たっても、十分に話し合いを持たせていただきました。二本立てでいくのか、一本立

てでいくのかというような議題も、区のほうから当事者団体のほうにしております。当事者団体は、あ

くまでも手話は言語であるということで、一本でお願いしたいと。 

 もちろん、意思疎通支援は、これまでも十分にいろいろなサービス提供、相談をするに当たって図っ

てきてございます。区としましては、一本で行きたいと思っております。 

○渡部委員長  次に、鈴木博委員。 

○鈴木（博）委員  本日は、２５５ページ、２項児童福祉費、各種児童保育委託から病児保

育、２４９ページ、給食関連業務委託に関連して、保育所における食物アレルギー対応について質問い

たします。 

 まず、品川区の病児保育事業の現状について、簡単にご説明をお願いいたします。 

○吉田保育施設調整担当課長  病児保育の現状についてお答えします。 

 病児保育は、生後６か月から就学前までの保育園や幼稚園等に通園しているお子さんが、病気のため

に集団保育が困難で、家庭で保育ができない場合、病児保育施設で一時的にお預かりするものとなりま

す。 

 現在、病児保育施設につきましては、区内に４か所。内訳は、医療機関併設型が３か所、保育所併設

型の病児保育施設が１か所ございます。 

○鈴木（博）委員  次に、新型コロナウイルス感染症流行後の各病児保育施設の預かり人数の推移お

よび預かり疾患の内訳について、現況をお示しください。 

○吉田保育施設調整担当課長  令和３年２月分までの実績数値を申し上げます。 

 令和２年４月からの延利用人数となりますが、病児保育チャイルドサンタは７７名、利用率は約４％。

病児保育室ひだまりにつきましては、１４８名、利用率は８％、病児保育室森のおうちは、３１６名で

利用率は２４％、こころキッズケアは、７２名で利用率は６％、合計６１３名で、平均１０％の利用と

なっているところでございます。 

 預かり疾患の内訳でございますが、疾患数の多い順に申し上げます。上気道炎が３３３名、咽頭炎

が９５名、気管支炎・気管支ぜんそくが５９名、急性胃腸炎が４８名、あとはＲＳウイルス感染症、ア

デノウイルス感染症、インフルエンザ感染症、溶連菌感染症と続いておりますが、疾患数はわずかなと

ころでございます。 

○鈴木（博）委員  突出してお預かりを続けている一施設があるようですが、新型コロナウイルス感

染症流行前に比べて、大体１０％を切る施設が多いようです。この一施設、突出していますが、これは

何か理由があるのでしょうか。 

 それと、上気道炎と咽頭炎というのは同じでありまして、風邪引きの感染症ですので、大体風邪

が８０％ということが分かりました。 

○吉田保育施設調整担当課長  品川区での、新型コロナウイルス感染症に感染していない子どもの病

児保育施設への受入れにつきましては、感染症対策委員会や全国病児保育協議会の病児保育室受け入れ

基準等に基づきながら、最終的にはそれぞれの医師の判断の下に実施しているところでございます。 

 預かり疾患の内訳にも表れているように、新型コロナウイルス感染症対策としてのマスクの着用、手

洗い、手指消毒の励行が進んだため、飛沫による感染が主となるインフルエンザや溶連菌感染症の罹患

による病児保育施設の利用が減っているところでございます。 

○鈴木（博）委員  ご説明ありがとうございました。 
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 大体感染予防の対策も進んでいること、あとは、今コロナ対策で迅速な検査ができないので、それで

疾患名があまり明らかにならないという点もあるかもしれないです。 

 コロナ流行下の病児保育の運営に関して、実施施設の側から区のほうに何かご要望はあったのでしょ

うか。 

○吉田保育施設調整担当課長  昨年の緊急事態宣言下においては、各病児保育施設において、マスク、

アルコール消毒液等の確保が困難な時期がございました。その場合は、区から定期的に一定数の配布を

行ってきたところです。 

 また、この間の国の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業交付金を利用しまして、交付金の趣

旨の範囲内で各病児保育施設の要望に合わせた感染拡大防止のための補助を行ってきた次第です。 

 具体的には、病児保育施設で利用する空気清浄機、ソーシャルディスタンスを確保するための機材、

消毒エタノールやペーパータオル、マスクなどの物品を購入する際の補助のほか、感染症対策に関する

業務の実施に伴う病児保育施設の職員の手当てとなります。 

○鈴木（博）委員  新型コロナウイルス感染症下の品川の親子を支える病児保育事業に対するこの努

力に、大いに敬意を表したいと思います。 

 コロナ流行下で預かりニーズが現在大幅に落ち込んでいる中で、各病児保育施設も経営上非常に大変

だと思います。この中で、区はどのような方針を考えている、ないしは実施されているのでしょうか。 

○吉田保育施設調整担当課長  昨年４月の緊急事態宣言下においては、新型コロナウイルス感染症に

よる臨時休業等によりまして、通園児童が減少し、実績ベースで算定した場合、病児保育事業者がその

後提供体制を確保し続けるというのが困難な状況となることが想定されたところでございます。 

 そのため、国のほうでは、令和２年度の病児保育事業に関わる子ども・子育て支援交付金について、

地域のセーフティネットとしての病児保育の提供体制をその後も維持していくことが必要であると考え

まして、市町村が認めた場合、令和元年度の延利用児童数を上限とし、該当月の延利用児童数としても

差し支えないなどの特例措置を行ったところです。 

 令和３年度につきまして、国は今回の令和２年度の特例措置のほうは行いませんけれども、補助単価

の見直しにより、病児保育事業の体制確保に努めるよう求めているところでございます。 

○鈴木（博）委員  様々なご配慮ありがとうございます。 

 ところで、新型コロナウイルス感染症の流行によって、ポストコロナの時代は、コロナ前と比較して、

子育て支援も含めて、様々な事業形態が大きく変わっていくものと思われます。病児保育事業につきま

しても、今後、ポストコロナでの品川区の今後の展望についてお示しください。 

○吉田保育施設調整担当課長  病児保育事業につきましては、病気の子どもを医師、看護師、保育士

が専門的にサポートする環境整備が整っているところから、品川区の子ども・子育て支援事業計画にお

きましても、今後もニーズは高く、利用者が伸びていくものと予想しているところでございます。 

 それを踏まえまして、令和３年度は、病児保育施設の定員を１名増加した次第でございます。今後も、

地域バランス等を考えまして、より積極的な支援に取組んでいきたいと考えているところでございます。 

○鈴木（博）委員  病児保育は、仕事を持つ保護者のために、保育園の代わりに病気のお子様をお預

かりする就労支援事業として始まりましたが、それだけに限定されるものではありません。現在では、

病気のお子様が体も心も健康なときと同様、否、病気であれば、それ以上に温かい環境で養育されるこ

とを目指す、子どものための重要な子育て支援事業として位置づけられるようになっております。 

 病児保育とは、保育士、看護師、栄養士、医師、そして、お母様、お父様が協力してお子様の健康と
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幸福を守り育てていくための事業です。ポストコロナの時代でも、さらに病児保育事業が発展すること

を希望して、次の質問に移りたいと思います。 

 次に、保育所における食物アレルギー対応についてお尋ねいたします。 

 今回、ある私立保育園に通園している、私のクリニックに通院されている食物アレルギーを持つ患者

さんが血液検査を行い、その成績を提出しないと給食は出せないと保育園から言われたというご相談が

ありました。このお子様は、昨年９月にも一度アレルギーの血液検査を行っています。この事例につき

ましては、すぐ保育支援課のほうに連絡し、対応していただきましたが、いま一度保育所における食物

アレルギー対応について、確認の意味も含めてお尋ねしたいと思います。 

 まず、今回の事例に対する区の対応について、ご説明をお願いいたします。 

○若生保育支援課長  私立保育園での食物アレルギーに係るご指摘の事例への対応について、お答え

させていただきます。 

 まず経緯でございますけれども、当該アレルギー児へ給食の提供を始めるに当たりまして、園から保

護者に対して、鶏卵、この鶏の卵の除去をどうするか、医師に確認してほしいと、こういった働きかけ

が幾度もあったそうでございます。 

 保護者の方は、卵を除いてもいいので、早く給食を出してもらいたいと思っていたそうですが、園側

のほうの伝え方が悪く、血液検査をしないと給食を提供できないと伝わってしまったものと聞いており

ます。 

 国のアレルギー対応ガイドラインによりますと、アレルギー食材の除去を解除する際は、食材を家で

食べて問題ないことが確認でき、保護者が書面で申請すれば解除することができるとしています。また、

園から再度血液検査の結果などは求めないこととなっております。 

 区といたしましては、このガイドラインの内容を園に改めて認識させまして、慎重を期すあまり過度

に保護者に負担を求めることがないよう、園に指導したところでございます。 

○鈴木（博）委員  迅速で適切な対応、ありがとうございました。 

 食物アレルギーに対しては、正しい最新の知識の獲得と必要な緊急対応をとるための理解がまだ不十

分だと思われる施設も見受けられます。 

 食物アレルギーに対する診断と治療は、ここ数年で大きく変わりました。以前は血液検査で特定の食

品に対する血液中の特異的ＩｇＥ抗体が検出されれば、その食品を除去する、食べさせないという指導

が行われてきました。ところが、この血液中の特異的ＩｇＥ抗体が陽性でも、実際はアレルギー症状を

起こさないことも多く、現在は血液検査ではなく、実際に食べたときに起こる症状と医療機関で行われ

る食物負荷試験の結果を基に、食物アレルギーが診断されるようになりました。血液検査の占める割合

は、食物アレルギーに関しては、現在では大きなものではありません。 

 そして、食物アレルギーの診断、治療、管理も大きく変わりました。厳密にその食品を除去する、食

べさせないではなく、食物アレルギーがあっても負荷試験で確かめられた安全に食べられる量を少しず

つ食べさせて、アレルギーを起こさない体に慣らしていく指導が行われるように現在はなっているので

す。 

 また、保育園、小学校では、誤食事故を避けるために、給食では食物アレルギーを起こす可能性があ

る食品は完全に除去するか、完全に提供するか、どちらかという対応が行われています。しかし、ここ

におきましても、症状の既往、負荷試験に基づいて行っているものでありまして、血液検査は必須では

ありません。 
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 現在の保育所における食物アレルギー対応について、総括的にご説明をお願いいたします。 

○若生保育支援課長  保育所の食物アレルギー対応につきましては、国の保育所におけるアレルギー

対応ガイドラインの内容を元に各園で運用しております。 

 対応の考え方ですけれども、医師の診断により作成した生活管理指導表の下、保護者と職員で共通理

解をして対応しています。 

 食事の提供に当たりましては、委員ご指摘のとおり、アレルギー食材の完全除去対応を基本としてお

ります。 

 これまでの区の取組みといたしましては、従来からアレルギー対応やエピペンの使い方などの研修を

各園で定期的に行っております。また、のびしなプロフェッショナルスクールにおきまして、８つの研

修分野に食育、アレルギー対応を位置づけまして、体系的に保育士等のスキルアップを図っているとこ

ろでございます。 

○鈴木（博）委員  ご説明ありがとうございました。 

 今ご報告にあったように、２０１２年に調布市で起きた誤食事故の死亡例もあり、食物アレルギーで

は、誤食事故発生時の緊急時対応の訓練も極めて重要です。エピペン講習、ＡＥＤの講習も含めて、日

頃からしっかりとした取組みをお願いしたいと思います。 

 現在、数が非常に増えている私立保育園に対して、区はどのようなアレルギー対応の指導を行ってい

るのでしょうか。また、この間のヒヤリハットの事例等がございましたら、併せてご報告、ご紹介をお

願いいたします。 

○若生保育支援課長  私立保育園におけるアレルギー対応につきましては、新しい園や事業者が区内

でかなり増えてきておりまして、園によっては、ご指摘のような不適切な対応も散見されています。 

 ヒヤリハット事例でございますが、ある私立園で午後のおやつの際に、乳製品アレルギー児に脱脂粉

乳を含む五平餅を誤って与えてしまったといったようなケースがございました。幸い、児童にアレル

ギー反応は起こらなかったものの、食事提供の際の確認不足等によるものでした。 

 区の取組みといたしましては、まず定期の指導検査において、アレルギー児の対応が適切に行われて

いるかどうかを実地で検査・確認し、必要に応じて指導しております。 

 また、私立保育園連合会が主催するアレルギー講習会等の研修や、各事業者単位での研修も行ってい

るところでございます。 

 今後は、研修のさらなる充実とともに、今回のような事例を毎月の私立保育園長会において共有しま

して、都度注意喚起をすることなどによりまして、食物アレルギーに対する正しい知識を身につけて適

切な対応を行うよう、区として指導に努めてまいります。 

○鈴木（博）委員  食物アレルギーがある子も、食物アレルギーがない子も、ともに安全で楽しい食

事をとれる環境づくりが、子どもの健やかな成長を保証するために必要と考えます。今後とも区の一層

のご努力をお願いして、私の質問を終わります。 

○渡部委員長  次に、たけうち委員。 

○たけうち委員  ４点伺います。 

 ２１７ページ、熱中症等予防対策。これはコロナ禍で、避暑シェルター、今年度、昨年の夏になりま

すけれども、どのような利用状況だったのか、教えてください。 

 それから、２１９ページ、介護職員資質向上事業に関連しまして、先週の３月５日、区内で大変残念

な痛ましい殺人事件が起きまして、報道等によりますと、介護福祉士の方が、そこに出入りしていた方
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が犯人ではないかというお話がありましたけれども、分かっている状況があれば、いわゆる区内のそう

した事業所で働いていた方なのかどうか、この辺が分かれば、また対応があれば、どのようにされたの

か。 

 それから、２２５ページの福祉ショップ運営費に関連して、コロナ禍でいろんな障害施設、また障害

者の方にいろんなものを作っていただいていますが、そうしたものに影響され、減少してしまっている

のか。また、クリーニングをやられたりとか、そういう仕事も作業所でされていますけれども、そうし

た現状をまた教えていただきたいと思います。 

 それから、２４２ページ、子育て応援費に関連しまして、ベビーカーマークについて、ベビーカー

マークということがお分かりでしたらば、どのようなもので、どのようなご理解があるか、教えてくだ

さい。 

○宮尾高齢者福祉課長  私からは、熱中症等予防対策についてご答弁申し上げます。 

 こちらは、自宅でおひとり暮らしをしているご高齢の方が、在宅にいらっしゃる際に熱中症にかかる

ことを予防する、防止するという趣旨で実施しているものでございます。 

 具体的には、例えば啓発用品をお配りしたりですとか、あるいは、戸別訪問時に、実際にそういった

ものを渡したり、チラシを渡したりして啓発に努めるということ。 

 それから、避暑シェルターを設置しているということで、シルバーセンター、いきいきセンター等の

施設で、どなたでも水を飲んでいただいたりということで、コーナーを設置させていただいているもの

でございます。 

○松山障害者福祉課長  委員お尋ねの３月５日に区内で起こりました事件、大変痛ましい事件で、誠

に遺憾でございます。ご遺族の方に哀悼の意を表したいと思っております。報道されていること以上は

分かりかねますというところでございます。 

 続きまして、就労関係に影響があったかというところでございますけれども、就労関係につきまして

は、やはりお祭りがなくなったり、イベント等がなくなった関係で、売上等につきましては少し減少し

ております。ただし、国からの支援金や給付を充てていいという国からの通知がございますので、工賃

には影響のない形で運営をしていただいております。 

○三ッ橋子育て応援課長  ベビーカーマークについてでございます。 

 こちら、ベビーカーマークという名前は存じ上げませんでしたけれども、電車などの車いすやベビー

カーのスペースにマークがあることは存じ上げております。こちらはベビーカーを安心・安全に使用す

るためのマークと捉えております。 

○たけうち委員  ごめんなさい。聞き方が悪かったかもしれないですけれども、熱中症対策の事業の

内容は、もう何年もやっているので分かるのですが、去年、コロナでシェルターのほうに来る方が、密

になったりして来づらくなったりしていなかったか。だから、利用者の数が減ったのかどうか。それに

対して、減ってしまうと、逆に言うと、冷房が家にないような方が来れなくなってしまったのかなとい

う、その辺の何か状況が分かるのであれば教えてもらいたいということです。 

 それから、残念な事件なのですが、報道以上は分からないということですが、もしかすると、今後、

区内の、住んでいるのは大田区だということが報道で出ていましたけれども、区内の事業所の方たちと

区内のそういう利用者の方が同じような事業所を使っていたとすると、そういう報道が流れると、また

心配されるので、それは一応、もしそうなった場合にしっかり対応できるように準備をしておいてもら

いたいという思いで取上げさせていただきました。 
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 それから、作業所については、金額的には何とか国の支援があるということですけれども、障害者の

方たちがなかなか通ってこれない状況もコロナ禍であって、それはある意味でいいのかもしれないので

すが、発注がなくて仕事がなくなっていたりして、そういう作業ができないのかななどとちょっと思っ

たので。 

 プラス、これはある区民の方から言われたのが、それは１つの思いつきみたいなことで大変申し訳な

いのですが、今、コロナで、例えば、この時期、花粉症で、私などもそうなのですが、くしゃみが出た

ときに、また、ぜんそくの方が咳をしたときに、周りからちょっと嫌がられるような風潮がある中で、

咳エチケットマークという缶バッジが発売されているらしいのです。それを買おうと思ったら、売り切

れていたと。それで、例えば、私のこの咳はうつりません、花粉症ですとか、ぜんそくですという缶

バッジがあって、それはもう多分その方の思いつきなのですが、取上げるのもどうかなと思ったんだけ

れど、もし障害者の作業所のほうで仕事がないようであれば、そういうのも今後検討されたらどうかな

というのを一応お伝えしておいて、時間があればお答えいただきたいと思います。 

 それから、ベビーカーマークにつきましては、ご答弁いただいて、これはなぜ取上げたかというと、

このマークができて７年ぐらい経つらしいのです。それで、昨年いろいろ調査したら、私も実はあまり

知らなかったのですけれども、約７割の方が知らないと。これはおっしゃったように、子育て支援策と

いうので、ベビーカーを持ってバスだとか電車に乗ったときに、昔は折り畳まないと嫌な顔をされたの

です。今でも１割ぐらいの方が、乗ってくると邪魔だなと、こうなった。それをしっかりバスだとか電

車の中、また、場合によっては公共施設、また商業施設でも、そういったものを付けることで、周りが

温かく見ていこうと、こういう子育て、まさに子育て応援課のそういうところなものですから。 

 昨年、東京都がこれをキャンペーンをやって周知した。そういうことがあったので、例えば、これを

子どもたちが集まる場所だとか、親子連れ、そういう場所に、ポスターなんかもありますので、例えば

貼ったりとかというのもやると、やはりそこに来たお母さんたちが非常に喜ぶのかなと思ったので取り

上げさせていただいたのですが、いかがかなと思います。 

○宮尾高齢者福祉課長  大変失礼いたしました。私のほうから熱中症等予防対策についてお答えさせ

ていただきます。 

 今年度は、委員ご指摘のとおり、コロナの関係で、若干ではございますが、やはりシェルターを利用

される方が、例年に比べて減っているという認識を持っております。ただ、一方で、皆様マスクを着用

されて、引き続きいらっしゃる方には、しっかりと啓発を行っているところでございます。 

 一方で戸別訪問、こちらを職員のほうを若干増やして行うなど、工夫をして対応しているところでご

ざいます。 

○松山障害者福祉課長  先ほどの事件に対する報道ということなのですが、今後の報道次第になりま

すけれども、ご利用者の方が不安にならないように、区といたしましては、サービスを安心して提供で

きるよう努めてまいりたいと思っております。 

 また、作業所でのコロナの誤解を防ぐための咳エチケットマークというご提案でございますが、就労

継続支援事業所からなる就労支援部会等で情報を周知いたしまして、今後検討していきたいと思ってお

ります。 

○三ッ橋子育て応援課長  ベビーカーマークでございますが、ベビーカーを使用する方、そして、広

く一般の区民の方への周知など、関連部署とも連携しながら、区としてできることは何か、例えば、関

係部署に窓口の掲示をするなど、相談し工夫してまいります。 
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○たけうち委員  ぜひよろしくお願いします。 

 １点、その残念な事件については、介護士の方、先ほどの藤原委員もおっしゃっていたとおり、本当

に一所懸命やっていただいている方がもう９９％以上だと思いますが、ああいう残念な事件が起きて、

そこだけがクローズアップされることによって、利用者の方は非常に不安になって、また、そういうこ

とのお問い合わせなどもあるかもしれませんが、またアンテナを張っていただいて、しっかりと対応を

お願いしたいと思います。要望で終わります。 

○渡部委員長  次に、石田秀男委員。 

○石田（秀）委員  私は、２３３ページ、障害児者総合支援施設運営費と、２１３ページ、重層的支

援体制整備検討経費と、ここで子育て支援策全体みたいな形で、ちょっとずれるかなとも思うのですが、

そこへ行きたいと思います。 

 まず、障害児者総合支援施設なのですが、障害者のより良い拠点施設になることを願って、これはあ

くまで私の考えですが、それで何点か伺います。 

 昨年の決算特別委員会の総括質疑で、我が会派の鈴木（真）議員からも、公平・公正に選考を行って

くれという話をさせていただいたと思っております。私も、今回のことについては、公平・公正な選考

が行われたと思っておりますが、それをもう一度確認したいのと、あと、先ほど来、１年でという話が

多いのだけれども、これはもう期間を３年と決めた時点で、この時期に公募が行われるというのは、そ

の前のときも、２年前でこんなに早くやるんだと私も思っていたけれども、これはこの規定で３年と決

まった時点で、今頃の公募だということは決まっていたということだと思っているので、その確認をし

ていただきたいということ、まず、そこだけ聞かせてください。よろしくお願いします。 

○築山障害者施策推進担当課長  公募に当たりましては、条例に定めます選定基準に沿って総合的に

審査をいたしまして、最も適していると認めた団体を選定したものでございます。審査委員、選定委員

に外部の有識者を入れることで、公平性、客観性、透明性をより高めた形で実施いたしました。 

 また、公募の実施に当たりましては、委員のおっしゃいますとおり、平成３０年度の段階で、建物管

理ができないといったようなところがございましたので、そこで建物管理を含めました総合的・一体的

な管理運営を実施するというところで、今回の公募に至ったものでございます。 

○石田（秀）委員  それで行われたと我々も信じておりますし、その部分については、良かったなと。 

 それから、我々も障害者団体から様々お話を伺いました。利用者の方々からは、現在のサービス事業

者でこの施設を利用していきたいのだというお話を聞いたり、対象者の範囲をもっと広げてくれないか

というお話もあったり、障害者支援、気軽にもっと相談できる体制になっていないというふうに伺った

方もいらっしゃる。 

 こういうふうに伺った中で、１つは、公募の趣旨というのが今回ありましたよね。それについて、先

ほどもいろいろな話があった。公募の趣旨、繰返すわけではないけれども、多様化する区民ニーズへの

柔軟かつ迅速な対応や効率的で効果的な区民サービスの提供といった指定管理者制度のメリットを最大

限活かすため、建物全体の管理を含めた総合的かつ一体的な施設全体の管理運営を行うと。これは趣旨

として、私はそのとおりだと思っておりますし、多分、先ほど引き継ぎの話も出た。双方で、事業者の

責任で引き継ぎが行われるというのは、これは当たり前のことだけれども、それはやはり行政側も、そ

こはしっかりチェックをして、注視をしていただきたいと思っている。 

 何しろ利用者の方々に不利益があってはならないわけで、これはぜひそう思っていただきたいのと、

あとは、障害者の方々の拠点施設として、全ての障害者の方とは言わないけれども、なるべく範囲を広
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げた中で拠点をつくっていっていただきたいと思っているので、そこら辺を今後こういうふうに必ずし

ていきますというようなところの答弁をいただきたいと思います。 

 それから、重層的支援体制整備のほうに行きます。重層的支援体制整備のほうについては、これは本

当によくやっていらっしゃると思っています。その中で、多機関協働が重要とこれから考えられるとい

うことだと思っております。この多機関協働ということができるとなると、例えば、ダブルケアとか、

複合的な課題、すき間のニーズとか、これは既存の制度では対応できないものが結構あると。これに対

応できる整備が私はできると期待をしています。 

 こう考えると、区民の皆様に安心して暮らせる事業、これが多機関協働だろうとすごく感じておりま

すので、ここら辺の体制整備、今は３部１０課だけれども、ここをどういうふうにしていって、私は多

分あと１部と５課ぐらい増やしたほうがいいだろうと思っているのだけれど、ここら辺をどういうふう

に増やしていって、どういう形にしていくか、どうやって整備していくかということを改めて伺いたい

と思います。 

○築山障害者施策推進担当課長  今回選定された事業者の提案では、今までサービスの対象ではな

かった高次脳機能障害ですとか、対象者が新たに拡大されることとなっております。また、サービスの

提供時間等も拡充されるものとなっております。 

 サービスを拡充することにより、地域生活支援拠点、それから、児童の療育支援拠点として、障害児

者の方が地域生活で安心して暮らせるよう支えていける施設にしていきたいと考えております。 

○寺嶋福祉計画課長  重層的支援体制整備でございますが、相談支援、社会参加支援、地域づくり支

援という３つを重層的に支援していくという事業ですけれども、今、委員からご指摘ありましたように、

このうちの相談支援の中で、今現在取組んでいるのは、例えば、高齢、障害、生活困窮といった福祉部

内で対応できるもの、それから、子ども、精神といった、子ども未来部、保健センター等の協力を得る

ものといった形で、今年度３部で検討を進めているというところでございます。 

 しかしながら、これでも当てはまらないという相談がこれから増えていく、実際にもう起きていると

いうことがある中で、この相談支援の中で、もう一つ、大きな肝となる事業としては、この中に多機関

協働事業というものがありまして、さらに、それ以外の関係者の方も関与していただいて事業を進めて

いくといった、こういう構築になってございます。その中には、例えば教育であったり、医療であった

り、場合によっては警察であったりということも入ってこようかと思います。 

 次年度の検討の中で、この多機関協働事業も重要な検討項目となっておりますので、ここら辺につい

てはしっかり進めていきたいと考えております。 

○石田（秀）委員  両方ともよろしくお願いします。 

 次は、子育て支援をやりたいと思っておりまして、これ、厚労省が２０２０年２月２２日の速報値、

出生数、過去最少の８７万２,６８３人で、これが１９年の、速報値から確定値だと大体３万人ぐらい

減るということなので、８４万人ぐらいになるのではないかということであります。 

 ２０２０年、婚姻件数からいくと、５３万７,５８３組で、７万８,０６９組減、１２.７％

減、１９５０年に次ぐ戦後２番目の低さだということであります。 

 これを考えると、来年の出生数は７０万人台に落ち込むのではないかと言われております。７５万人

ぐらいではないかという話もあります。これは大変なことで、国立社会保障・人口問題研究所の人口予

測では、もし７５万人となった場合、これは２０３９年の予想になっていたと。１８年間前倒しされて

しまうというようなことになりまして、様々これは大変なことになるのだろうと思っております。 
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 そうなってくると、これは東大の赤川教授は、子育て支援をいろいろな形でやるよりも、婚姻件数を

増やしたほうが９倍ぐらいの効果があるのではないかという話も本に書いてある内容でありますけれど

も、こういう話があるということであります。 

 国も今いろいろやっていて、新婚新生活支援事業とかいって、６０万ぐらい、所得制限はあるのだけ

れど、増やしているということでありますけれども、いろいろやっていると。だけど、アンケートを取

ると、男女とも結婚の利点は、精神的安らぎの場が得られる、子どもや家族を持てるという、これが１

位、２位。だけど、結婚を考えたときに気になるというのが、男女ともにトップは、余暇や遊びの時間

を自由に取れるか、お金を自由に使えるか、自分の生活リズムや生活スタイルを保てるか。女性のその

次ぐらいに来ると、子育てと仕事の両立に不安があると。こういう形であって、踏み切れないという

方々が非常に多くて、独身者が圧倒的に増えているということでありまして、ここに手を入れなくては

いけないのではないのかなと思っています。 

 それで、これって非常に難しい。国でやることだということだと思います。年少人口割合というのも

出ておりまして、日本は１２.３％で、世界でもトップクラスに低い。これはもう本当にそういうこと

でいいのかということでありますけれども。 

 だけど、こういう場で、婚活というか、結婚のそういういろいろなこととかというのを、国もやって

いるのかなと思って、東京都でもやったら、結構やっているんだよね。東京都も、今回調べて分かった

けど、結婚相談所までの紹介とか、出会いの場でオンラインとか、パーティーとか、街コンとか、東京

ふたりストーリーとか、いろいろやっている。これだけやっているのだけど、なかなかそういう意味で

は成果が実っていないのかなと思っています。 

 品川区も、長計とか、結構そういう人口統計を取りながら、いろいろなことをやってきていると思っ

ています。そう考えると、ここはやはり品川でも、私は、もちろん都も区もやっているのだけれども、

この婚活対策、それはやはり子どもに対する影響も、品川区でもやっていたのだけれど、あれはもうや

めて、違った形で提案をして、それこそ東京都とか国に、品川ってこういうことをモデルでいろいろな

ことをやって、こういう成果が出たよぐらいのことは、調査研究ぐらいはしたほうがいいと思いますね。 

 ぜひ、そこら辺の調査研究をしていかないと、変な話、ここはコロナでばんと減ったということも考

えられるのだけれども、そうではなくて、もう一回、ここでベビーブームを起こせるかというのも１つ

の考え方であると思っておりますので、ぜひ、そこら辺のところを踏まえた政策を、来年度ずっと考え

ていただいてもいいので、再来年度からやるとか、ぜひ何かそういうことを打っていくべきだと思って

おりますが、もしお考えがあれば、最後にそこだけ聞きたいと思います。 

○佐藤企画調整課長  少子化対策でございますが、まず人口の動向ですけれども、区内において、妊

娠届率は約１％の減というところと、今後の出生数も大きく落ちる見込みはないというところで、直近

ではそういう分析をしております。 

 また、子育て世帯や夫婦の人口流出も歯止めがかかっている状況でありますので、区として、これま

でやってきた少子化対策等が一定の成果を収めているというところは確認しているところでございます。 

 一方、委員ご指摘のとおり、東京都また全国全体で少子化は進んでおります。東京都のほうで、また

新たな補助金もできるというところで、５月以降、先進的な少子化対策をやった場合は補助の対象とす

るというのも出ておりますので、品川区といたしまして、子育てするなら品川区というところもありま

すから、今後、様々検討していきたいと考えております。 

○渡部委員長  以上をもちまして、本日予定の審査は全て終了いたしました。 
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 次の会議は、明日火曜日、午前１０時から開きます。 

 本日はこれをもって閉会いたします。 

 遅くまでありがとうございました。 

○午後６時１１分閉会 

                                              

委 員 長  渡 部   茂 


